


2 市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 26 年 9 月 議決 分 ) 
平成 26 年 10 月 10 日 現在 





市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





盛 岡 市 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 30 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 、 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 








一 加 を 担い 、 学 校 教 育 の 充実 、 発展 に 寄与 し て いま す 。 
基盤 は 厳し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 大 
きく 圧迫 し て いま す 。 ま た , 生徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
こと が , 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
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私 立 学 校 は , 公 教 育 
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現在 、 私 立 学校 の 





の 
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に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 




















よっ て 、 こ の よう な 実情 を 草案 し 、 下 記事 項 の 実現 に つい て 特段 の 配慮 を する よう 求め 
ます 。 











Qr[ 








過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 等 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 させ る こと 。 





























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





盛 岡市 


【 議 決 年 月 日 】 MM 26 年 9 月 30 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 
【 件 a 見 書 


長官 、 厚 生 労働 大 臣 





、 日 本 語 を 音声 で は な く 、 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使っ て 表現 する 、 
a の 語 臣 や 文法 体系 を 持つ 言語 で す 。 手 話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 音 
、 大 切な 情報 獲得 と 上 コミュニケ ーション の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て きま 






























































で 
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話 を 使う こと で 差別 され て きた 








し か し 、 ろ う 学 校 で は 手話 
歴史 が あり ます 。 
平成 18 年 12 月 に 国連 総会 で 採択 され た 「 障 害 者 権利 条 
と が 明記 され て いま す 。 障害 者 権利 条約 の 批准 に 向け て 、 
め 、 平 成 23 年 8 月 に 公布 ・ 施 行 さ れ た 「 改 正 障害 者 基本 法 」 
り 、 言 語 (手話 を 含む 。) その 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つ 
れる 」 と 定め られ まし た 。 ま た 、 同 法 第 22 条 で は 国 ・ 地 方 公共 


を 義務 づけ て いま す 。 




















約 」 に は 、 手 話 は 言語 で ある こ 
日 本 政府 で は 国内 法 の 整備 を 進 

は 「 全 て 障害 者 は 、 可 能 な 限 
\ て の 選択 の 機会 が 確保 さ 


体 に 対し て 情報 保障 施策 
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手話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 国民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に 
つけ 、 手 語 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 更 に 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こと が で き 












































る 環境 整備 に 向け た 法 整 備 を 、 国 と し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え ます 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記事 項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 
記 


























































































































手話 が 音声 言語 と 対等 で や る こと を 広く 国民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に つ 
け 、 手 話 で 学べ 、 自 手話 が 使え 、 更 に 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こと が で きる 
環境 整備 を 目的 と し た 「 手 話 言 語法 (仮称 )」 を 制定 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 















































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








盛 岡 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 30 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 継 続 に 関す る 意見 書 


























現在 、 東 日 本 大 震 災 で 被災 し 、 経 済 的 理由 に より 就学 等 が 困難 な 子ども を 対象 に 、 国 ! 
よる 就学 支援 等 が 行わ れ て いま す 。 

その 内 容 は 、 幼 稚 園 、 小 ・ 中 学校 、 高 等 学校 、 特 別 支援 学級 ・ 学 校 , 私 立 学校 、 専 修学 
校 ・ 各 種 学校 に 対し て 自治 体 が 実施 し て いる 既存 の 就学 支援 事業 等 に お いて 、 震 災 に よる 
対象 者 増 や 単 価 増 が 見 込ま れる た め 、 自 治 体 の 新た な 負担 を 全額 国 が 負担 ・ 支 援 す る も の 
で あり 、 平 成 23 年 度 の 国 の 補正 予算 に お いて 、 平 成 26 年 度 まで 必要 な 支援 が で きる よう 
「 被 災 児 童 生 徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 が 創設 され まし た 。 
事業 対象 の 子ども の 数 は 全国 で 、 平 成 23 年 度 67, 639 人 、 平 成 24 年 度 58, 352 人 、 平 成 
25 年 度 52, 436 人 で あり 、 支援 の 継続 が 必要 で す 。 学 校 現 場 か ら も 平成 26 年 で 終了 する こ 
と の な いよ う 制 度 の 継続 を 強く 望む 声 が 届い て いま す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 こ の よう な 状況 を ふま え , 経済 的 に 困 徐 し て いる 家庭 の 子ども 
た ちの 就学 ・ 修 学 を 保障 する た め 、 下 記事 項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 

記 

東日本 大 震 災 に よっ て 経済 的 に 困 徐 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 を 保障 する 
た め 、 平成 27 年 度 以降 も 引き 続き 、 全額 国費 で 支援 する 「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特 
例 交付 金 」 を 継続 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 10 月 3 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 担当 ) 

【 件 名 】 地 方 財政 の 充実 ・ 強 化 を 求め る 意見 書 


(趣旨 ) 

公共 サー ビス の 質 の 確保 と 地方 自治 体 の 安定 的 な 行政 運営 を 実現 する た め 、 政 府 に お い 
て は 2015 年 度 の 地方 財政 計画 、 地方 交付 税 及 び 一 般 財源 総額 の 拡大 を 図り 、 地方 財政 の 充 
実 と 強化 を 図る よ う 求 め る 。 





















































(理由 ) 

被災 地 の 復 興 、 子 育て ・ 医 療 ・ 介 護 な どの 社会 保障 、 環境 対策 な ど 、 地 方 自治 体 が 担う 
役割 は 年 々 拡大 し て お り 、 地 方 の 財政 需要 を 的 確 に 把握 し 、 こ れ に 見 合う 地方 交付 税 及 び 
般 財 源 総額 を 確保 する 必要 が ある 。 
また 、 経 済 財 政府 問 会 議 な ど で 法 人 実効 税率 の 見 直し や 償却 資産 に 係る 固定 資産 税 の 減 
免 な ど が 論議 され て お り 、 公 共 サ ービス の 質 の 確保 を 図る た め に も 、 安 定 的 か つ 地 域 偏在 
性 の 小さ い 地 方 財源 を 確立 する こと が 極め て 重要 で ある 。 

地方 自治 体 の 実態 に 見 合っ た 歳出 ・ 歳 入 を 的 確 に 把握 する た め に は 、 国 と 地方 自治 体 の 
十分 な 協議 を 保障 し た 上 で 、 地 方 財政 計画 、 地 方 税 、 地 方 交付 税 の あり 方 に つい て 決定 
る 必要 が ある 。 
公共 サー ビス の 質 の 確保 と 地方 自治 体 の 安定 的 な 行政 運営 を 実現 する た め 、 2015 年 度 の 
地方 財政 計画 、 地 方 交付 税 及 び 一 般 財源 総額 の 拡大 に 向け て 、 政 府 に 次 の と お り 対 策 を 求 
め る 。 














































































































































































































































































































記 
1 地方 財政 計画 、 地 方 税 の あり 方 、 地 方 交付 税 総額 の 決定 に あたっ て は 、 国 の 政策 方 針 
に 基づき 一 方 的 に 決め る こと な く 、 国 と 地方 の 協議 の 場 で 十分 な 協議 の も と に 決定 する 
2 
2 社会 保障 分 野 の 人 材 確 保 と 処 財 改善 、 農 林 水 産業 の 再興 、 環 境 対策 な どの 財政 需要 を 
的 確 に 把握 し 、 増 大 する 地域 の 財政 需要 に 見 合う 地方 財政 計画 、 地 方 交付 税 及 び 一 般 財 
源 総額 の 拡大 を 図る こと 。 
3 復興 交付 金 に つい て は 、 国 の 関与 の 縮小 を 図り 、 採 択 要 件 を 緩和 し 、 被 災 自 治 体 が 復 
興 事 業 に より 柔軟 に 活用 で きる よう 早急 に 改善 する こと 。 ま た 、 被 災 地 の 復興 状況 を 踏 
まえ 、 集中 復興 期間 が 終了 する 2016 年 度 以降 に お いて も 、 復興 交付 金 、 岩 災 復 興 特別 交 
付 税 を 継続 し て 確保 する こと 。 
4 償却 資産 に 係る 固定 資産 税 や ゴル フ 場 利用 税 に つい て は 、 市 町 村 の 財政 運営 に 不可 欠 
な 税 で あり 、 現 行 制 度 を 堅持 する こと 。 
5 地方 交付 税 の 別枠 加算 ・ 歳 出 特別 枠 に つい て は 、 地 方 自治 体 の 重要 な 財源 と な っ て い 




















































































































































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 























る こと か ら 現 行 水 準 を 確保 する こと 。 ま た 、 増 大 する 地方 自治 体 の 財政 需要 に 対応 し 、 
臨時 的 な 財源 か ら 、 社 会 保障 や 環境 対策 な どの 経常 的 な 経費 に 対応 する 財源 へ と 位置 づ 
け を 改め る こと 。 
















































































6 地方 交付 税 の 財源 保障 機能 ・ 財 政調 整 機能 の 強化 を 図り 、 小 規模 自治 体 に 配慮 し た 段 
階 補正 の 強化 、 市 町 村 合 併 の 算定 特例 の 終了 を 踏ま えた 対策 を 引き 続き 講じ る な ど 財 政 
拡充 措置 を 図る こと 。 

7 人 件 費 削 減 な ど 行 革 指 標 に 基づく 地方 交付 税 の 算定 は 、 交 付 税 算定 を 通じ た 国 の 誘導 
策 で あり 、 地 方 自治 、 地 方 分 権 の 理念 に 反する も の で ある こと か ら 、 こ の よう な 算定 を 
改め る こと 。 




















































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 
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を 提出 する 。 


































































































































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 10 月 3 日 
【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 議院 議 ヽ 内 閣 : 令 理 大 臣 、 総務 大 臣 、 文部 科学 大 臣 、 
厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 手話 言語 法制 定 を 求め る 意見 書 
(趣旨 
手話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 ろ う 者 が 社会 生活 を 営む た 
め に 必要 な 情報 の 提供 や コミ ュ ニ ケー ショ ン を 保障 し 、 自 由 に 手話 が 使え る 社会 環境 整備 
を 目的 と し た 「 手 話 言語 法 」 を 早期 に 制定 する よう 求め る 。 
(理由 ) 
手話 と は 、 言 葉 を 音声 で は な く 、 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 に より 表現 する 独 上 

















の 語 臣 や 文法 体系 を も つ 言 語 で ある 。「 音 声 が 聞こ えな い 」、「 音 声 で 話す こと が で き な い 」 
ろう 者 に と っ て 手話 は 、 聞 こえ る 人 た ちの 音声 言語 と 同様 に 大 切な 情報 獲得 と 上 と コミュニケ 












































ーション の 手段 で ある 。 
平成 18 年 12 月 に 国連 総会 に お いて 障害 者 権利 条約 が 採択 され 、 手 話 が 言語 と し て 国際 的 
に 認知 され た 。 











政府 は 障害 者 権利 条約 の 批准 に 向け て 国内 法 の 整備 を 進め 、 平 成 23 年 8 月 に 成立 し た 「 故 
正 障害 者 基本 法 」 で 、「 全 て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 言 語 (手話 を 含む 。) その 他 の 意思 疎 
通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定め 、 手 話 ( こ 含 まれ る こと 
を 明記 し た 。 

さら に 、 同 法 第 22 条 で は 国 及 び 地 方 公共 団体 に 対し て 情報 の 利用 に お ける バリ アフ ! 
化 施策 を 義務 付け て いる こと か ら 、 手 話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 示し 、 日 常 
生活 、 職 場 、 教 育 の 場 で 手話 を 使っ た 情報 の 提供 や コミ ュ ニ ケー ショ ン が 保障 され 、 ろ 2 う 
者 が 社会 に 自由 に 参加 で きる 環境 整備 を 国 と し て 実現 する 必要 が ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 上 記 の 内 容 を 盛り 込ん だ 「 手 語 に 」 を 早期 に 制定 する よう 
強く 要望 する 。 


















































言語 に 
| 語 


























































































































飼 - 放 
戸 可 
























































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








宮 古 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 10 月 3 日 


【 提 


【 件 





(趣旨 ) 








出 先 】 衆議院 完 議 長 


ヽ 参議 議院 議 ヽ 内 閣 i 総理 大 臣 、 


文部 科学 大 臣 、 復 興 大 臣 
名 】「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 継 続 を 求め る 意見 書 


震 因 災 【 
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特例 交付 金 」 を 継続 する こと を 求め る 。 
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の 国 の 補正 予算 に お いて 、2014 年 度 ま 
就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 が 創設 
事業 対象 の 子ども の 数 は 全国 で 、2011 
支援 の % 
する こと の な いよ う 制 度 の 継続 を 強く 望む 声 が 届い て いる 。 
国 に お いて は 、 東 日 本 大 岩 災 に 
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以上 、 


修学 を 保障 する た め 、 被 災 者 の 生活 ] 





小 ・ 中 学校 、 高 等 学校 、 ・ 学 
台 体 が 実施 し て いる 既存 の 就学 支援 事業 等 に お いて 、 
費 で 
ょ 支援 が で きる よう 


困 負 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 
災 者 の 生活 再建 の 目途 が つく まで は 、 全 額 国費 で 支援 する 「 被 災 児 童 生 徒 就 学 支 





総務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 





修学 を 保障 する 
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が 負担 ・ 支 援 す る も の で 、 
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「 被 災 児童 生徒 





E 度 67, 639 人 、 2012 年 度 58, 352 人 、 2013 年 度 52, 436 


際 続 が 必要 な 状況 と な っ て いる 。 学校 現場 か ら も 2014 年 度 で 終了 
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治 法 第 9 9 条 の 規定 に 














こよ っ て 経済 的 に 困 
途 が つく まで は 
E 就 学 文 援 等 臨時 特例 交付 金 」 を 継続 する よう 強く 要望 する 。 





鍛 し て いる 家庭 の 子ども た ち 
、 全額 還 腔 で 支 援 す 




















より 意見 書 を 提出 する 。 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








大 船渡 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 25 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
国土 交通 大 臣 、 復 興 大 臣 

【 件 名 】JR 大 船渡 線 を 鉄路 に より 早期 復旧 する よう 東日本 旅客 鉄道 株 式 会 社 
に 対し て 指導 ・ 助 言 を 行う こと を 求め る 意見 書 












































東日本 大 震 災 前 、」R 大 船渡 線 は 、 通 勤 や 通学 、 通 院 な ど 、 日 常 生活 に お ける 沿線 住民 
の 足 と し て 、 ま た 、 和 観光 振興 や 都市 間 交 流 の 促進 を 図る 手段 と し て 、 た い へ ん 重要 な 役割 
を 果たし て きま し た 。 
現在 、 盛 ・ 気 仙 沼 間 は 、 東 日 本 旅客 鉄道 株 式 会 社 か ら 提案 され た バス 高速 輸送 シス テム 
(BRT) に よる 運行 が 行わ も て お り ま す が 、 こ れ は あく まで も 代替 交通 手段 で あり 、 鉄 
路 に よる 本 復旧 を 要望 し て お り ま す 。 
本 年 2 月 に JR 東日本 は 、 被 災 地 域 を 回 避 し 高台 移設 を 盛り 込ん だ ルー ト 案 に よる 概算 
の 復旧 費用 を 提示 し まし た が 、 そ の 総額 は 400 億 円 に も 上り 、 う ち 270 億 円 は 国 、 自 治 体 へ 
の 支援 を 求め る も の で あり ます 。 
こう し た 多額 の 費用 を 沿線 自治 体 が 負担 する こと は 到底 困難 で あり 、 依 然 と し て 鉄路 復 
旧 の 見 通 し は 立っ て お り ま せん 。 
三陸 沿岸 地域 の 住民 の 生活 の 足 を 確保 する た め に も 、 ま た 、 和 被災 地域 の 1 日 も 早い 復興 
を 実現 する た め に も 、JR 大 船渡 線 の 鉄路 に よ 時 を 強く 望む せ も の で あり ます 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 丁 R 東 日 本 に 対し て 、 被 災 し た 」R 大 船渡 線 が 鉄路 と し て 早期 
に 復旧 され る よう 、 指 導 ・ 助 言 等 の 措置 を 行う よう 強く 要望 し ます 。 


















































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 




















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 政府 に よる 緊急 の 過剰 米 処 理 を 求め る 意見 書 





2014 年 産 の 米 の 概算 金 が 、 岩 手 県 で は 60 キ ロ 8, 400 円 と 、 昨 年 より 2, 800 円 下落 し 、 政 府 
の 「 成 長 戦略 」 で 10 年 後 の 担 い 手 目標 と し て 掲げ る 「 生 産 費 4 割 減 」 に 相当 する 60 キ ロ 約 
9, 600 円 を 各地 で 割り 込む な ど 過 去 最低 の 水準 に 下がっ て いま す 。 また 、 農林 水産 省 が 公表 
し た 6 月 末 の 米 の 民間 在庫 数 量 は 255 万 トン で 、 前 年 同期 と 同様 の 高 水準 で 推移 し て い 
す 。 収 穫 を 迎え る 2014 年 産 米 は 、 東 北 が 「 や や 良 」、 北 海道 が 「 良 」 の 豊作 基調 に な っ て お 
り 、 供 給 が 需要 を 上 回 る 需給 緩和 の 状況 が 、 過 去 10 年 で 最も 深刻 に な る と の 予測 が 出 て い 
ます 。 
稲作 農家 の 経営 は 、 米 直接 支払 交付 金 半減 の 影響 や 、 米 価 変動 補填 交付 金 が 事実 上 廃止 
され た こと で 、 厳 し いも の と な っ て いま す 。 そ の よう な 中 、 米 価 が さら に 下落 する と 、 一 
層 成 し く な る こと は 明らか で す 。 特 に も 、 小 規模 農家 の 経営 へ の 影響 は 大 きい も の と 思わ 
れ ま す 。 政 府 は 、 主 食用 米 か ら 飼 料 用 米 へ の 転換 に つい て 、 助 成金 を 増額 し て 誘導 し て い 
ます が 、 対 策 の 初 年 度 と いう こと も あり 、 生 産 現場 で は 十分 な 対応 が で き な い 状況 に あり 
ます 。 

米価 の 下落 は 、 今 年 6 月末 の 民間 在庫 が 2 年 前 に 比べ て 75 万 トン も 増え る 見 通し を 政府 
に お いて 立て て いな が ら 、 効 果 的 な 施策 を 講じ て いな いこ と が 要因 で あり 、 ま た 、 攻 め の 
農政 改革 で 、5 年 後に 政府 が 需給 調整 か ら 撤 退 する 方 針 を 打ち 出し た こと も 一 因 で ある と 
思わ れ ま す 。 

主食 で ある 米 の 需給 と 価格 の 安定 を 図る の は 、 政 府 の 重要 な 役割 で あり 、 政 府 に よる 備 
蓄 米 の 買い 入れ は 、 需 給 引 き 締 め の 効 果 が 期待 され ます 。 過剰 基調 が 明確 に な っ て お り 、 
政府 の 主導 で 需給 の 調整 を 行い 、 早 急 に 対策 を 立て る こと が 求め られ ます 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 こ れ ら の 実情 を 深く 理解 され 、 備 蓄 米 の 買い 
入れ を は じ め 、 政 府 の 責任 で 緊急 に 過剰 米 処理 を 行う よう 強く 求め ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 
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総務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


社会 保障 ・ 税 一 体 改革 担当 大 臣 
名 】 消 費 税 増税 に 関す る 慎重 な 対応 を 求め る 意見 書 
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北 上 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 
【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 強化 を 求め る 意見 書 





























し か し な が ら 、 少 子 化 に よる 生徒 数 の 減少 等 に より 私 立 高等 学校 の 経営 は 厳し 
て いま す 。 高 等 学校 等 就学 文 援 金 制度 が 創設 され 、 教 育 費 の 保護 者 負担 の 軽減 が 
も の の 、 依 然 と し て 公私 間 に は 、 公 費 支 出 や 保護 者 負担 に 大 き な 格 差 が あり 、 私 
校 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 と な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 、 教 育 条件 の 維持 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 区 
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、 こ れ ま で 子ども た ちの 学ぶ 意欲 に こたえ る 特色 ある 教育 を 積極 的 に 展 
育 の 一 翼 を 担い 、 社 会 の 各 分 野 で 活躍 で きる 人 材 を 輩出 し て きま し た 。 
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私 立 高等 学校 の 経営 の 健全 性 を 高め て いく た る め 、 
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公費 助成 の 一 層 の 充実 が 求め られ て いま 
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よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 中 学校 を 卒業 する 者 の 減少 が 見 込ま れる 地域 
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以上 、 地 方 E 








治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 私学 助成 の 充実 強化 と 国 へ の 助成 制度 の 一 層 の 拡充 を 求め る 意見 書 


私 立 高等 学校 は 、 こ れ ま で 子ども た ちの 学ぶ 意欲 に こたえ る 特色 ある 教育 を 積極 的 に 展 
開 し 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 、 社 会 の 各 分 野 で 活躍 で きる 人 材 を 輩出 し て きま し た 。 

し か し な が ら 、 少 子 化 に よる 生徒 数 の 減少 等 に より 私 立 高等 学校 の 経営 は 厳し さ を 増 し 
て いま す 。 高 等 学校 等 就学 支援 金 制度 が 創設 され 、 教 育 費 の 保護 者 負担 の 軽減 が 図ら れ た 
も の の 、 依 然 と し て 公私 間 に は 、 公 費 支 出 や 保護 者 負担 に 大 き な 格差 が あり 、 私 立 高 等 学 
校 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 と な っ て いま す 。 
また 、 県 内 に は 、 平 成 23 年 3 月 の 東日本 大 震 災 で 被災 し た 施設 や 設備 の 復旧 に 多額 の 費 
用 を 要 し た 高等 学校 や 、 老 朽 化し た 校舎 の 耐震 化 対策 を 講じ る 必要 が あり な が ら 、 早 期 の 
整備 が 困難 な 高等 学校 も あり ます 。 
こう し た 状況 の 中 、 教 育 条件 の 維持 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も に 、 
私 立 高 等 学校 の 経営 の 健全 性 を 高め て いく た め 、 公 費 助 成 の 一 層 の 充実 が 求め られ て いま 
し 

よっ て 、 県 に お いて は 、 次 の 























































































































































































































る 


























い 














ln 





事項 を 実現 する よう 強く 求め a 
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1 中 学校 を 卒業 する 者 の 減少 が 見 込ま れる 地域 内 の 私 立 高等 学校 に 対す る 助成 の 増額 を 
含め 、 私 学 助成 の 充実 強化 を 図る こと 。 
2 私 立 高 等 学校 に 対す る 経常 費 助 成 の 増額 な ど 、 私 学 助成 制度 の 一 層 の 拡充 を 国 に 求め 


















































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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北 上 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 
【 件 名 】「 手 話 言語 法 」 制 定 を 求め る 意見 書 


手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 語 課 や 
文法 体系 を 持つ 言語 で す 。 ろ う 者 は 耳 が 聞こ えな いた め 、 手 話 を 物 の 名 前 や 抽象 的 な 概念 
な どの 意思 疎通 を 図る 言語 と し て 、 大 切 に 受け 継ぎ 発展 させ て きま し た 。 

し か し 、 明 治 1 3 年 に イタ リア で 開催 され た 国際 会 議 に お いて 、 ろ 2 教育 で は 読 唇 と 発声 
訓練 を 中 心 と する 口 話 法 を 教え る こと が 決議 され まし た 。 我 が 国 に お いて も ろう 学校 で は 
話 法 が 用 いら れる よう に な り 、 昭 和 8 年 に は ろう 学校 で の 手話 の 使用 が 事実 上 禁止 され 
まし た 。 こ れ に より 、 ろ 2 う 者 の 第 一 言語 で ある 手話 は 長い 間 使 用 が 禁止 され て きま し た 。 
つま り 、 手 話 は 法 的 に 言語 と し て 認め られ て いな か っ た の で す 。 そ の た め 、 ろ う 者 は 社会 
の いろ いろ な 場面 で 不利 益 を 被り 、 さ ま ざ ま な 差別 や 排除 を 受け て きま し た 。 
近年 、 手 話 は ろう 者 に と っ て 重要 な も の で ある と の 認識 が 広まり つつ あり ます 。 平成 18 
年 に 国連 で 採択 され た 「 障 害 者 の 権利 に 関す る 条約 」 に は 、「 手 話 は 言語 」 で ある こと が 明 
記さ れ 、 我 が 国 に お いて も 、 平 成 23 年 に 成立 し た 「 改 正 障害 者 基本 法 」 で 、「 す べ て の 障 
が い 者 は 、 可 能 な 限り 言語 (手話 を 含む ) その 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て 選択 の 
機会 が 保障 され る 」 と 定め られ まし た 。 し か し 、 こ の 基本 法 は あく まで も 手話 が 認め られ 
た と いう こと だ け で あり 、 ろ う 者 の 生活 する 権利 を 守る た め に は 不 十 分 な も の と な っ て い 
ます 。 手 話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 と し て 使用 で きる よう に する た め に は 、「 障 害 者 基本 法 」 
の 内 容 を 具体 的 に 規定 する 法律 の 制定 が 必要 で す 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 ろ う 者 の 権利 を 保障 し 、 ろ う 者 と し て の 尊厳 
を 持つ こと が で き 、 ろ 2 う 者 と ろう 者 以外 の 国民 が 互い に 理解 し 合い 、 共 生 し て いく こと が 
で きる 社会 を 実現 する た め 、 次 の 事項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 

記 

手話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 耳 の 聞こ えな い 子 ども が 手 
話 を 身 に つけ 、 手話 で 学べ 、 ろ う 者 が 自由 に 手話 を 使え 、 さ ら に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 
研究 する こと の で きる 環境 を 作る た め の 「 手 話 言 語法 (仮称 )」 を 制定 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
【 件 名 】 地 域 公共 サー ビス を 着実 に 推進 する 地方 財政 の 充実 を 求め る 意見 書 














地方 自治 体 が 担 う 役割 は 年 々 拡大 し て お り 、 地 域 公 共 サ ービス の 拡充 を 図る た め 
地域 の 財政 需要 を 的 確 に 見 積もり 、 こ れ に 見 合う 地方 交付 税 及び 一 nd 
可 欠 で す 。 

し か し 、 政 府 の 経済 財政 府 間 会 議 な ど で 法人 実効 税率 の 見 直 NMR 
産 税 の 減免 な ど が 議論 され て お り 、 地 域 公 共 サ ービス の 質 及び 量 を 確保 する た め に も 、 
定 的 な 地方 税 財源 を 確立 する こと が 極め て 重要 な 課題 で す 。 

地方 自治 体 の 実態 に 見 合っ た 歳出 、 歳 入 を 的 確 に 見 積もる た め に は 、 国 と 地方 自治 体 の 
RCA RG i a 
る 必要 が あり ます 。 

こう し た 中 で 、8 月 7 日 に 人 事 院 が 勧告 し た 「 公 務 員 給与 の 総合 的 見 直し 」 は 、 公 務 員 
給与 に つい て 大 都市 と 地方 と の 地域 間 格 差 の 拡大 を 柱 と する も の で し た 。 公務員 給与 が 及 
ぼ す 地方 交付 税 算定 へ の 影響 を 考え れ ば 、 地 方 財政 の 厳し さ は 一 層 増 すこ と に な り ま す 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 地 域 公 共 サ ービス を 着実 に 推進 する 地方 財政 
の 充実 の た め 、 次 の 事項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 
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1 地方 財政 計画 、 地 方 税 の あり 方 、 地 方 交付 税 総額 の 決定 に 当たっ て は 、 国 の 政策 方 針 
に 基づき 一 方 的 に 決する の で は な く 、 国 と 地方 の 協議 の 場 に お いて 、 十 分 な 協議 の も と 
に 決定 する こと 。 









































2 人 件 費 削 減 な ど 行 革 指 標 に 基づく 地方 交付 税 の 算定 は 、 交 付 税 算定 を 通し た 国 の 政策 
誘導 で あり 、 地 方 自治 、 地 方 分 権 の 理念 に 反する も の で ある こと か ら 、 こ の よう な 算定 
を 改め る こと 。 






















































































3 人 事 院 が 勧告 し た 「 公 務 員 給与 の 総合 的 見 直し 」 は 、 公 務 員 給与 に つい て 大 都市 と 地 
dnie ONG 影響 を 与え 、 地 方 財政 の 厳し 
さ に 拍車 を か ける 結果 と な る た め 、 こ の よう な 見 直し は 改め る こと 。 
























































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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北 上 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 復 興 大 臣 
【 件 名 】「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 の 継続 を 求め る 意見 書 























東日本 大 震 災 か ら 3 年 が 経過 し まし た 。 被災 地 で は 、 い まだ 地域 の 復旧 ・ 復 興 の 遅れ か 
ら 先 行き の 見 通し が 立た な い 中 、 家 庭 や 地域 で の 様々 な 問題 が 子ども た ちの 生活 に 大 き な 
影響 を 与え て いま す 。 

「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 は 、 東 日 本 大 震 災 で 被災 を し 、 経 済 的 理由 
に より 就学 等 が 困難 な 子ども を 対象 に 、 就 学 文 援 等 を 実施 する た め に 創設 され た も の で 、 
この 交付 金 に より 、 幼 稚 園 の 保育 料 や 入園 料 、 小 ・ 中 学校 の 学用品 費 や 通 学費 、 高 等 学校 
の 奨学 金 、 私 立 学校 の 授業 料 等 の 減免 な ど 多く の 就 学 支 援 等 が 行わ れ 、 邊 災 し た 子ども た 
ちや 保護 者 に 大 き な 安 心 感 を 与え て きま し た 。 

し か し 、 こ の 「 被 災 児 童 生 徒 就 学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 は 、 平 成 26 年 度 ま で の 事業 と 
な っ て お り 、 平成 27 年 度 以降 どう な る の か 見 えな い 状 況 と な っ て いま す 。 この 交付 金 の 対 
象 者 は 平成 25 年 度 で 52, 436 人 と な っ て お り 、 こ れ か ら も この 事業 を 必要 と する 子ども た 
ち は い まだ に 数 多く いま す 。 

よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 引き 続き 平成 27 年 度 以降 も 全額 国費 で 支援 す 
る 「 被 災 児 童 生 徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 を 継続 し て いた だ く よ う 、 強 く 要 望 し ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 12 日 












































































































































【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 、 復 興 大 臣 

【 件 名 】「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 継 続 を 求め る 意見 書 

東日本 大 震 災 か ら 3 年 が 経過 し まし た 。 東日本 大 震 災 で 被災 を し 、 経 済 的 理由 に より 就 
0 も を 対象 に 、 国 に よ 0 

幼稚 園 、 小 ・ 中 学校 、 高 等 学校 、 特 別 支援 学級 ・ 学 校 、 私 立 学校 、 軸 各種 学校 
A お いて 、 岩 災 に より 、 対 象 者 増 や 
単価 増 が 見 込ま れる た め 、 自 治 体 の 新た な 負担 を 全額 国費 で 国 が 負担 0 も の で 、 





























2011 年 度 の 国 の 補正 予算 




















就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 
事業 対象 の 子ども の 数 は 全国 で 、2011 年 度 67, 639 人 、2012 有 
52, 436 人 と な っ て お り 、 信 慈 市 に お いて も 、2014 
と な っ て お り 、 支援 の 継続 が 必要 な 状況 と な っ て い 
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要 な 支援 が で きる よう 「 和 被災 児 童 生 入 
区 され た 経緯 が あり 3 
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E 度 58, 352 人 、2013 年 度 


E 度 小 中 学 生 60 人 以上 が 対象 児童 生徒 














する こと の な いよ う 制 度 の 継続 を 強く 望む 声 が 届い て いま す 。 


こう し た 状況 を ふま 
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日 本 大 岩 秋 に 





る た め 、 引 き 続 き 、2015 旬 
を 継続 する こと 。 


特例 交付 金 」 




















以上 、 地 方 E 
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が 実現 され る よう 強く 要望 し 
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ます 。 学校 現場 か ら も 2014 年 度 で 終了 








に 困窮 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 が 保障 さ 
E す 。 











治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 


E 科 





に 困 欠 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 を 保障 す 


全額 国費 で 支援 する 「 被 炎 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 12 日 


【 提 


出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 


内 閣 官房 長官 


【 件 


2006 (平成 18) 年 12 月 
利 条 約 」 第 2 条 に 





参議 院 ま 





は 、 





識 長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
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に 対し 、 障 が い 者 の 情報 取得 や 意 』 























提供 施設 の 整備 




















を 義務 づけ て いる こと か ら 、 手 話 が 音声 
就労 、 教 育 の 場 で 手 
話 を 必要 と する 人 が 自由 に 社会 


日 常 生活 、 
障 さ れ 、 手 
































年 8 月 【 


ぽ 保 され る と と も ! 
られ る こと 。」 と 定め られ 、 同 法 第 22 条 に お いて 、 医 





に 国連 総会 で 採択 され 、 
「 言 語 と は 、 
手話 が 言語 で ある と 国 
国内 で は 、2011 (平成 23) 
全て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 
に つい て の 選択 の 機会 が 確 
の 選択 の 機会 の 拡大 が 
































品 貴 通 を 


厚生 労働 大 臣 、 


名 】「 手 話 言語 法 ( 仮 称 ) 」 制 定 を 求め る 意見 書 











2008 (平成 20) 年 発効 し た 「 障 害 者 権 














語 及 び 手 話 その 他 の 形態 の 非 音 声 言語 を い う 。」 
際 的 に 認知 され た 。 

に 一 部 改正 され た 「 障 害 
言語 (手話 を 含む 。) その 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 
こ 、 情 報 の 取得 又 























基本 法 」 第 3 条 第 3 項 に お 
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刀 ら れる よう 必要 な 施策 を 講じ る こと 
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言語 と 同様 、 ブ 





























重要 な 役 害 





| を # 
2013 (平成 25) 
は 、 
全て の 国 























よっ て 、 国 
う 強 く 要 望 する 。 























1 聴覚 障がい 者 の 家族 や 身近 な 人 た ち に 
を 身 に つけ 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使用 する こ と の で きる 教 





会 及び 政府 





っ ろ っ て いる 。 


年 6 月 ! 








こ 成 立 し た 「 障 
障害 者 基本 法 の 基本 的 な 























民 が 相互 に 人 格 と 個 1 
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トー Oo 


























2 手話 が 音 








まき 五 
音声 言語 


話 を 習得 で きる た め 


と 同様 な 





以上 、 地 方 E 























体 な ど 
で あり 、 手 話 を 使用 する 聴覚 障がい 者 ( 児 )【 
た 切な 情報 獲得 上 と 上 コミュニケ ーション の 手段 と し て 極め て 





害 を 理由 と する 差別 の 解消 の 推進 に 関す る 法律 
E 念 に の っ と り 、 障がい を 理 [ 
ーー 
は 、 下 記 の 内 容 を 盛り 込ん だ 





記 








言語 で ある こと を 広く 示す と と も 
の 環境 づく り を 進め る こと 。 


手話 





言語 で ある こと を 広く 国民 に 示し 、 


情報 の 提供 や コミ ュ ニ ケー ショ ン が 万 遍 な く 保 
に 参加 で きる 環 





境 整 備 に 向け た 法 整 備 を 国 と し 

















の 動き や 顔 の 表情 を 用 い 、 独 自 





の 語 菜 や 
に と っ て 、 聞 こ 
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と する 差別 を 受け る こと な く 、 
目指 し て いる 。 
た (仮称 )」 を 制定 する よ 














言語 : 


























に 関す る 情報 提供 を 行う と と も に ーー 
育 環 境 づ くり を 館 








に 、 





民 が 手話 に 触れ 、 





治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 














市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 12 日 

【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 

【 件 名 】 消 費 税 10%% へ の 引き 上 げ 反 対 の 意見 書 
本 年 4 月 より 消費 税率 が 8% と な り 、 住 民 の 生活 と 景気 に 大 激震 を 与え て いま す 。 
総務 省 が 発表 し た 5 月 の 家計 調査 で は 、 消 費 支出 が 前 年 同月 比 8.0% 減 り 、 減 少 率 は 4 
月 の 4.6% か ら 拡 大 、 東 日 本 大 震 災 が あっ た 2011 年 3 月 の マイ ナス 8.1% 以 来 の 落ち 込み 
と な り 、 増 税 に よる 深刻 な 影響 は 誰 の 目 に も 明らか で す 。 

それ に も か か わら ず 、 政 府 は 夏場 に 向け て 経済 を 強め 、 そ の 夏場 の 経済 指数 を 踏ま えて 
12 月 初旬 に も 来年 10 月 か ら の 消費 税 10% を 決定 する と し て いま す 。 

し か し 、 た と え ア ベ ノ ミ クス に よっ て マク ロ 的 経済 指標 が 上 向く こと が あっ て も 、 経 済 
格差 の 広がり は 顕著 で あり 、 中 小 企業 ・ 労 働 者 を 土台 と する 国民 経済 は 、 一 方 で 年 金 等 社 
会 保障 削減 の 影響 を 受け 、 さ ら な る 消費 税 増税 は 一 層 の 深刻 な 消費 不況 を 招き 、 地 域 経済 
に 計り 知れ な い 影 響 を 与え る こと は 必至 で す 。 そ れ は 全体 と し て の 税収 減 を 招き 、 財 政 再 
建 に も まっ た く 逆 行 し ます 。 
これ 以上 の 消費 税 増生 は 、 地 域 の 中 小 企業 倒産 、 失 業者 増大 な どの 地域 経済 の 壊滅 的 打 
撃 を 与え ます 。 
こう し た 状況 を ふま え 、 下 記事 項 が 実現 され る よう 強く 要望 し ます 。 
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1 消費 税 10% へ の 引き 上 げ を し な いこ と 。 









































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 























市 町 村 議 会 名 









































































































































意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 
【 件 名 】 消費 税 10% 増 税 の 中 止 を 求め る 意見 書 
本 年 4 月 より 消費 税 が 8 % と な り 、 住 民 の 生活 と 景気 に 大 激震 を 与え そえ てい ます 。 
ON NG a i 
4 月 の 4.6% か ら 拡 大 、 東 日 本 大 震 災 が あっ た 2011 年 3 月 の 8.1% 減 少 以 来 の 落ち 込み と 
な り 、 増 税 に よる 深刻 な 影響 は 誰 の 目 に も 明らか で す 。 
それ に も か か わら ず 、 政 府 は 夏場 に 向け て 経済 を 強め 、 そ の 夏場 の 経済 指標 を 踏ま えて 


12 
し か し 、 
年 金 等 














減 の 薩 














財政 











担 増 


これ 以上 の 消 


を 与え ます 。 


以上 の こと か ら 、 地 方 
る 意見 書 を 提 

















費 税 











月 初旬 に も 来年 10 月 か ら の 消 
経済 格差 の 広がり 
[会 保障 削 


テマ 






























































出 い た し 


ます 。 


台 法 第 99 条 の 


は 顕著 で あり 、 
0 さら な る 消 
域 経済 に 計り 知れ な い 影響 を 与え る こと は 必至 で す 。 そ れ は 
建 に も まっ た く 逆 行 し ます 。 

また 4 月 の 増税 に より 、 地 域 の 雇用 や 経済 を 支え て いる 中 小 企業 は 
に よっ て 人 塗 談 の 苦し み で あり ます 。 


肖 税 は 、 地 域 の 中 小 企業 倒産 、 失 業者 } 


規定 に 























費 税率 10% を 決定 する と し て いま す 。 
中 小 企業 ・ 勤 労 者 を 土台 と する 国 








民 経 済 は 




















費 税 増税 は 




















全体 と 


























より 、 政府 に 対 し 、 消 費 税 } 














、 売 上 減 と 消 


層 深 刻 な 消費 不況 を 招き 、 地 
し て の 税収 減 を } 





招き 、 





費 税 負 





大 な ど 地 域 経済 の 壊滅 的 打撃 


税 中 止 を 求め 





























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 

【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 
を 求め る 意見 書 


35 人 以下 学級 に つい て 、 こ れ ま で 小学 校 1 年 生 、2 


た 。 














【 




















し か し 、 小 学 4 年 生ま で は 岩手 県 独自 








に よる 予算 措置 は 出さ れ て いな い 。 























年 生 と 拡充 が 継続 し て 進め られ て き 


に よる 拡充 が 行わ れる こと に な っ た も の の 、 政 府 





日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、 1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 























徒 数 が 多く な っ て いる 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス の 
学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が ある 。 


























社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必要 と 






































な っ て いる 。 ま た 、 新 し い 学 習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま り 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 し 
て いる 。 日 本 語 指導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障害 の ある 子ども た ち へ の 対応 等 も 課 





題し と な っ て いる 。 いじめ 、 不 登校 な ど 生徒 } 




















旧 導 の 課題 も も る 。 こ うし た こと の 解決 に 向け 


て 、 少 人 数 学級 の 推進 な どの 計画 的 定数 改善 が 必要 で ある 。 


いく つか の EE 




















治 体 に お いて は 、 茂 し い 財政 状況 の 中 、 























独自 財源 に よる 30 人 35 人 以下 





学級 が 行わ れ て いる 。 こ の こと は 、 自 治 体 の 判断 と し て 少 人 数 学級 の 必要 性 を 認識 し て い 
る こと の 現れ で あり 、 国 の 施策 と し て 財源 補償 すべ き 





中 高校 の 望ま し い 学 級 】 


























ん で いる こと は 明らか で ある 。 











で ある 。 


子ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な 


条件 整備 が 不可 欠 で ある 。 こ うし た 観点 か ら 、2015 年 度 政府 予算 編成 に お いて 、 下 記事 項 


























必要 が ある 。 ま た 、 文 部 科学 省 が 実 




















施し た 「 今 後 の 学級 編成 及び 教職 員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 
冊 模 」 と し て 、26 て 30 人 を 挙げ て いる 。 国 民 も 3 0 人 以下 学級 を 望 














また 、 三 位 一 体 改 革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制 
の 1 に 引き 下げ られ た 。 そ の 結果 、 自 
子ども た ち が 全 国 ど こ に 人 









































度 の 国 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 





























治 体 財 政 が 圧迫 され 、 非 正規 教職 員 も 増え て いる 。 
E ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 が 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 








及 り 組み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の た め の 


が 実現 され る よう 、 強 く 求め る も の で ある 。 


記 





1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、 
境 を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 

















以上 、 地 方 用 
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法 第 99 条 の 規 









































OECD 諸国 並み の ゆたか な 教育 環 


























義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 



































定 に より 意見 書 を 提 














市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








遠 野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総 理大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 
【 件 名 】「 被 災 児 童 生 徒 就 学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 の 継続 を 求め る 意見 書 
東日本 大 震 炎 か ら 3 年 が 経過 し た 。 東 日 本 大 震 災 で 被災 を し 、 経 済 的 理由 に より 就学 等 
困難 な 子ども を 対象 に 、 国 に よる 就学 支援 等 が 行わ れ て いる 。 
具体 的 に は 、 幼稚 園 、 小 ・ 中 学校 、 高 等 学校 、 特 別 支援 学級 ・ 学 校 、 私 立 学校 、 専 修学 
校 ・ 各 種 学校 に 対し て 自治 体 が 実施 し て いる 既存 の 就学 支援 事業 等 に お いて 、 岩 災 に より 、 
対象 者 増 や 単 価 増 が 見 込ま れる た め 、 自 治 体 の 新た な 負担 を 全額 、 国 が 負担 ・ 支 援 す る も 
の で ある 。 

2011 年 度 の 国 の 補正 予算 におい て 、 2014 年 度 ま で 必要 な 支援 が で きる よう 「 被 災 児 童 生 
徒 就学 文 援 等 臨時 特例 交付 金 」 が 創設 され た 。 

事業 対象 の 子ども の 数 は 全国 で 、2011 年 度 67, 639 人 、2012 年 度 58, 352 人 、2013 年 度 
52, 436 人 と な っ て お り 、 時 間 の 経過 と 共に 対象 の 人 数 は 減少 し て き て は いる も の の 、 未 だ 
復興 半ば で あり 、 地 域 経済 の 不安 定 な 現状 か ら 支 援 の 継続 が 不可 欠 で ある と 考え る 。 
学校 現場 か ら も 2014 年 度 で 終了 する こと の な いよ う 制 度 の 継続 を 強く 望む の 声 が 届い て い 
る 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で ある 。 子 
ども の 学び の 機会 を 切れ 目 な く 支 援 し て いく こと が 、 人 材 育 成 ・ 人 材 創 出 の 拡大 に も つ な 
が る も の と 考え る 。 

こう し た 観点 か ら 、 経 済 的 に 困 氏 し て いる 家庭 の 子供 た ちの 就学 ・ 修 学 が 補償 され る よ 
う 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め る 。 
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1 東日本 大 震 災 に よっ て 経済 的 に 困 負 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 を 保障 す 
る た め 、 引 き 続 き 、2015 年 度 以降 も 全額 国費 で 支援 する 「 被 災 児 童 生徒 就学 文 援 等 臨時 
特例 交付 金 」 を 継続 する こと 。 






































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








遠 野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 政府 に よる 緊急 の 過剰 米 処 理 を 求め る 意見 書 






































平成 26 年 産 米 は 、 宮崎 県 、 鹿 児島 県 、 高 知 県 な どの 超 早 場 米 の 消費 地 で の 取引 価格 が 「 前 
年 を 4, 000 円 程度 下回る 12, 000 円 台 (1 人 60kg) 」 な ど と 取り ざた され 、 全 国 的 な 価格 の 
大 病 落 が 強く 懸念 され ます 。 

この 間 、 米 の 生産 費 が 16, 356 円 (60kg 当たり 全 人 算入 平成 19 年 平成 23 年 平均 ) と 
いう 一 方 で 、 米 価 下 落 が 続い て いま す 。 農 家 手 取り ベー ス で 4, 000 円 前 後 の 赤字 と いう 状 
態 が この 数 年 の 傾向 で す 。 さ ら に 平成 26 年 産 米 か ら 経 営 所 得 安定 対策 が 半減 され 、 米価 変 
動 宰 て ん 交付 金 も 事 実 上 廃止 と な り 、 稲 作 農 家 の 経 営 は 圧迫 され て いま す 。 

この も と で 米価 が さら に 横 落 する な ら 、 再 生産 が 根底 か ら 田 か され る こと に な り ま す 。 
と り わ け 、 規 模 拡 大 を し て きた いわ ゆる 「 担 い 手 」 の 経営 へ の 打撃 は 計り 知れ な いも の が 
あり ます 。 
そもそも 、 こ の 春 か ら 秋 に か け て で の 米価 の 下落 は 、 政 府 の 姿勢 に よる も の が 大 きい と 考 
えら れ ま す 。 平成 25 年 度 、 平 成 26 年 度 の 基本 指針 を 決め た 昨年 11 月 の 「 食 料 ・ 農 業 ・ 農 
村 政 策 審 議会 食糧 部 会 」 で 、 今年 6 月 末 の 在庫 が 2 年 前 に 比べ て 75 万 トン も 増え る 見 通し 
を 認識 し な が ら 、 何 ら 対策 を 講じ て こ な か っ た 政府 の 責任 が 問わ れ て いま す 。 ま た 、「 攻 め 
の 農政 改革 」 で 5 年 後に 政府 が 需給 調整 か ら 撤退 する 方 針 を 打ち 出し た こと も 追い 打ち を 
か け て いま す 。 
主食 の 米 の 筑 給 と 価格 の 安定 を 図る の は 、 政 府 の 重要 な 役割 で す 。 過 剰 基調 が 明確 に な 
っ て いる 今 、 政 府 の 責任 で 需給 の 調整 を 行う の は 当然 で あり 、 緊 急 に 対策 を 実施 する こと 
が 求め られ て いま す 。 こ う し た 緊急 対策 も 含め て 政府 が 「 米 の 需給 と 価格 の 安定 に 責任 を 
持つ 」 姿 勢 を 明確 に する こと が 今 、 最 も 求め られ て いま す 。 
以上 の 主旨 か ら 、 次 の 事項 に つい て 取り 組ま れる よう 強く 求め ます 。 

記 

備蓄 米 買 い 入 れん を は じ め 、 政 府 の 責任 で 緊急 に 過剰 米 処 理 を 行う こと 。 












































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 





ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 26 年 9 月 18 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実現 の た め の 夜勤 改善 ・ 大 幅 増 員 を 求め る 意見 書 


























東日本 大 震 災 で は 、「 医 療 月 壊 」、「 介 護 月 壊 」 の 実情 が 改め て B 
で 医師 、 看 護 師 、 介 護 職 員 な ど 
厚 


月 ら か に な り 、 そ の 中 
医療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り に な り ま し た 。 
生 労 働 省 が 2011 年 6 月 17 






















































































日 に 出し た 「 看 護 師 等 の 『 雇 用 の 質 』 の 向上 の た め の 取 り 組 
つい て 」 の 通知 (5 局長 通知 ) で は 、「 必 要 な 人 材 の 確保 を 図り な が ら 、 看護 師 等 が 健 
康 で 安心 し て 働け る 環境 を 整備 し 、『 雇 用 の 質 』 を 高め て いく こと が 喫緊 の 課題 で す 。」 
と し て いま す 。 
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だ 
Rn 



















































































震 炎 か ら の 復興 、 地域 医療 再生 の た め に も 、 医 療 ・ 
民 の 負担 を 減ら すこ と が 求め られ て いま す 。 


医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職 員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で ゆき と どい た 医療 ・ 看 

































































会 保障 予算 を 先進 国 並み に 増やし 、 

















































































































年 護 ・ 介 護 の 拡 
充 を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 下 記 の 事項 に つい て 国 に 要望 し ます 。 
1 医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 な ど を 大 幅 に 増やす こと 。 















































2 国民 (患者 ・ 利 用 者 ) の 自己 負担 を 減ら し 、 安 全 ・ 


























護 を 実現 する こと 。 














以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 


















































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





ー 関 市 |【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 18 日 


【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 過 剰 米 対策 を 求め る 意見 書 














2014 年 産 の 米価 の 概算 払い は 、 主 力 の 「 ひ と め ば ぼれ 」 で 8, 400 

















] (60 kg 当たり ) と 前 年 
の 11, 200 円 か ら 大 幅 に 下落 の 状況 に ある 。 こ の こと に より 、 当 地域 へ の 影響 


影響 は 、2013 年 
の 販売 額 に 対 し て 11 違 円 余 が 減収 と な る 見 込み で ある 。 


加え て 、 戸 別所 得 安定 対策 が 半減 され 、 当 地方 の 米 の 生産 は 、 そ の 生産 費 が 約 14, 000 
円 で ある こと か ら 、 再 生産 へ の 意欲 が 大 きく 減退 する こと は 必至 で ある 。 


また 、2014 年 産 米 は 、 本 年 10 月 に は 全国 で 50 万 トン 以上 の 過剰 米 発生 が 懸念 され る 事 
















































































ビビ 


態 と な っ て いる 。 






































国民 の 主食 で ある 米 の 需給 と 価格 の 安定 を 図る こと は 政府 の 重要 な 役割 で わる 。 
よっ て 、 下 記 の 事項 に つい て 、 早 急 な 対応 を 求め 意見 書 を 提 田 する 。 















































唱 
三 ! 


pL 


1 緊急 の 対策 と し て 、 さ ら な る 備 藩 米 の 買い 入れ を 行い 、 過 和 球 米 対策 を 行う こと 。 
F 生 産 へ の 意欲 が 持て る よう な 生産 費 に 見 合う 対策 を 講じ る こと 。 


ロ 


3 政府 は 、 米 の 需給 と 価格 の 安定 に 責任 を 持つ 対策 を 明確 に ホ す こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 18 日 








【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 

【 件 名 】「 手 話 言語 法 」 制 定 を 求め る 意見 書 

手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 
文法 体系 を も つ 言 語 で ある 。 手 話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 
様 に 、 大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ 

















し か し 、 手 話 通 











て き て いる も の の 、 そ の 活 
2006 (平成 18) 年 12 月 に 採択 され た 








こと が 明記 され て いる 。 


障害 者 権利 条約 の 批准 に 向 
[改正 障害 者 基 





に 成立 し た 


























その 他 の 意思 疎通 の た め 
また 、 同 法 第 22 条 で 














飼 放 


ロロ 


が 音声 言語 と 対等 な 


つけ 、 手 話 で 学べ 、 自 








訳者 養成 ・ 派 遣 ・ 


二話 
所 n ロ 


由 ( 
訪 に 向け た 法 整 備 を 攻 


















































用 や 認識 は ま 


国連 の 





























け て 日 本 政府 は 国内 法 の 整 
本 法 」 で は 「 全 て 障がい 者 は 、 






































の 手段 に つい て の 選 ) 
は 国 ・ 地 方 公共 団体 に 
























































対し て 情報 保 


総務 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 


義 を 進め 、2011 Q 
可能 な 限り 、 
の 機会 が 確保 され る 」 と 定め られ た 。 

障 施策 を 義務 づけ て お り 、 手話 











で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 






























































きる 環境 刺 
よっ て 、 国 に お きま 
強く 要望 する 。 





























治 法 第 


以上 、 地 方 E 

















中 
心 ア 











「 手 話 は 





登 娠 


トコ ロロ 














こ 手 話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 
と し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え る 。 


Zz 
戸 











ン の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て きた 。 
設置 事業 の 法制 化 な ど に より 社会 的 に 手話 を 認め られ 
こま だ 充分 と は いえ な い 状 況 で ある 。 
障害 者 権利 条約 に は 、 





合 待 
ni 


覚 障がい の 子ども が 手話 を 身 ( 
及 、 研 究 す る こと の で 

















し て は 、 上 記 内 容 を 踏ま えた 「 手 話 言語 法 」 を 早期 に 
99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 


前 凡 


の 語 緊 や 





音声 言語 と 同 


」 で ある 


E 成 23) 年 8 月 
(手話 を 含む 。) 
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tb 





定 す る よう 














市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 |【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 18 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 、 岩 手 県 教育 委員 会 教育 長 
【 件 名 】 小 規模 高校 の 存続 と 十分 な 教育 の 機会 の 提供 を 求め る 意見 書 






































岩手 県 教育 委員 会 は 、 東 日 本 大 震 災 津波 に よっ て 中 断 し て いた 高校 再編 に つい て 、 今 年 
度 よ り 県 立 高 等 学校 教育 の あり 方 検討 会 を 設置 し て その 方 向 性 に つい て の 議論 が 本 格 的 に 
始ま っ て いる 。 

高校 再編 を めぐ っ て は 、 人 口 減少 、 少 子 化 な どの 社会 的 環境 の 変化 に 対応 する も の と し 
て 、 そ の 議論 は 避け て 通れ な いも の と 論 識 する 一 方 、 学 校 の 存廃 が 地域 の 子ども た ちや 地 
域 社 会 へ の 影響 も 危 倶 され る と ころ で ある 。 

前 回 の 高校 再編 計画 で は 、 一 学年 4 クラ ス 、 小 規模 校 で も 一 学年 2 クラ ス と いっ た 画 一 
的 な 基準 に よっ て 、 地域 の 事情 は 考慮 され ず 、 強行 に 再編 が 実施 され た と ころ も あっ た が 、 
報道 に よれ ば 、 小 規模 校 の 存続 に つい て も 画 一 的 な 基準 で は な く 、 十 分 に 地域 事情 に 考慮 
する よ 2 う 求 め る 声 が 検討 会 内 部 に も ある と いう こと は 誠に 見 識 の ある 意見 と 評価 する も の 
で ある 。 

現在 、 県 内 に は 一 学年 1 クラ ス の 高等 学校 が 存在 し て いる が 、 地 域 の 子ども た ち に と っ 
て も 通学 の 諸 負 担 や 地元 へ の 頁 献 、 地 域 社会 の 人 材 育成 の 観点 か ら も 学校 の 存続 は 地元 の 
大 き な 希 望 で ある 。 

一 方 で 、 一 学年 1 クラ ス と な れ ば 、 進 学 、 就 職 と さま ざま な 進路 選択 を する 上 で 、 十 分 
な 指導 体制 が 取れ る か 懸念 も 尽き な い 。 子 ども た ちの 進路 達成 と 人 材 育成 の 観点 か ら も 、 
一 学年 2 クラ ス を 維持 で きる 体制 を 構築 する こと は きわ め て 大 切 で あり 、 県 当局 に あっ て 
は 安易 に 学級 減 す る の で は な く 、 十 分 な 議論 と 将来 的 見 通し を 示し た 上 で 、 地 元 中 学校 と 
当該 高校 と の 連携 を 密 に し な が ら 、 地 域 社会 と の 合意 形成 の も と で 進め る べき で ある 。 

な お 、 当 地域 に お いて は 宮城 県 内 の 高校 再編 に よる 人 材 流出 、2 つの 私 立 高校 が 設置 さ 
れ て いる 実態 、 高 校 配置 の バラ ンス 上 の 課題 な ども あり 、 こ れ ら を 考慮 し た 上 で 、 高 校 再 
編 議論 に 当たる べき で ある 。 

以上 の こと か ら 、 下 記 の こと に つい て 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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記 
1 現在 議論 が 進め られ て いる 高校 再編 に つい て は 、 画 一 的 な 基準 に よる 存廃 の 決定 で は 
ND VPHPRNSGWP DIHESIPIG い OH 








に 9 の こき 。 
2 小 規 模 校 で の 十分 な 教育 を 担保 し 進路 選択 を 実現 させ る 観点 か ら 、 安 易 に 学級 減 を す 

る の で は な く 、 就 職 、 進 学 そ れ ぞ れ に 対応 し た クラ ス 編 成 と な る よう 、 県 立 学校 

村 中 学校 の 連携 を 密 に し 、 学 級数 の 維持 に つい て 努力 する こと 。 
3 県 境地 域 と いう 事情 や 私 立 学校 と の 関係 を 踏ま そる な ど 、 高 校 再編 や 学科 再編 等 に つ 

いて は 地域 の 事情 を 十分 に 考慮 する と と も に 、 地 域 の 合意 を 前 提 に し た 進め 方 と する こ 

と 。 
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4 








今後 の 学校 再編 等 に あっ て は 、 




































































ト 分 な 指導 の 下 、 進 路 達 成 と 地元 の 人 材 育 成 の 観点 か 
ら 、 柔 軟 な クラ ス 、 コ ー ス の 編成 な ど が 可能 と な る よう に する ほか 、 指 導 力 の 高い 教諭 
の 配置 な ど 、 教 育 の 質 の 向上 に 努め る こと 。 






























































より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 18 日 


【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 


シカ 、 ク マ 、 イノ シシ 等 に よる 


狩猟 者 の 減少 ・ 


に お いて 、「 鳥 
「 保 護 」 だ け で な く 「 管 理 」 の 定 
































自然 生態 系 へ 














高齢 化 等 に より 鳥 








獣 の 保護 及び 狩猟 





獣 捕獲 の 担 





の 適正 化 に 























の 整理 、 指 定 管理 鳥獣 に 定め られ 




















制度 の 抜本 的 な 改正 を 行っ た 。 
法 改 正 に よっ て 今後 鳥獣 の 捕獲 











記事 項 に つい て 十分 に 





1 都 道 府 県 を 越え て 生息 する 鳥 

















義 を 規定 する と と も に 





た 鳥獣 の 














定 の 条件 下 で の 夜間 銃 狼 を 可能 に する 規制 














長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 環 境 大 臣 
【 件 名 】 鳥獣 の 捕獲 促進 体制 強化 の 速やか な 実施 を 求め る 意見 書 

影響 及び 農林 水産 業 被害 が 深刻 化す る 中 、 
Cc 
鳥獣 の 捕獲 等 の 一 層 の 促進 と 捕獲 等 の 担い 手 の 育成 が 必要 と の 観点 か ら 、 政 府 は 、 国 会 
関す る 法律 」 を 改正 し 、 法 有 











Im 








の 目的 に 鳥獣 の 
「 保 護 」 と 「 管 理 」 の 施策 体系 














集中 的 か つ 広 域 的 に 管理 を 図る 事業 の 創設 、 一 
緩和 、 認 定 鳥獣 捕獲 等 事業 者 制度 の 創 記 かり 





T 



































体制 が 強化 され る こと に な る が 、 施 行 に 当たっ て は 、 下 








獣 の 保護 ・ 





記 
管理 に つ v 


広域 対応 を 行う た め の 仕組 み を 検討 する こと 。 


2 市 町 村 へ の 鳥 


以上 、 地 方 用 



































獣 被害 防止 総合 対策 交付 


治 法 第 99 条 の 規定 に より 


























、 意 見 書 を 提 


こ 留 意 し て 実施 され る よう 強く 要望 する 。 

















\ て は 、 国 が 主導 し て より 効果 的 な 








金 の 予算 を 拡充 させ る こと 。 





出す る 。 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 18 日 
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【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
WP 

【 件 名 】 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 復活 を 求め る 意見 書 
























































東日本 大 震 災 に より 被災 され た 本 県 の 国保 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 費 窓口 負担 
免除 が 本 年 12 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 し ます 。 
岩手 県 保険 医 協 会 が 被災 され た 方 に 行っ て いる 2013 年 2 月 6 日 時 点 の アン ケー ト 調 査 
結果 で は 、 窓 口 負担 が 発生 し た 後 ど うす る の か の 問い に 対し 、「 通 院 回 数 を 減ら す 」、「 通 院 
で き な い 」 が あわ せ て 43.6% で し た 。 ま た 、 社 保 の 方 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 の 補助 
が 打ち 切ら れ ま し た が 、「 通 院 回 数 を 減ら し た 」、「 通 院 で き な く な っ た 」 が 46.4% に 上 り ま 
し た 。 こ の 結果 か ら 、 国 保 や 後期 高齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 社 保 同 様 の 事態 と な る 
こと は 明白 で す 。 アン ケー ト の 意見 に は 、「 医 療 費 が 免除 され て いる た め 助 か っ て いま す 」、 
「 年 金 で 国保 税 、 介 護 保険 料 が すご く 負 担 で す 」、「 仮 設 住宅 に 住み 、 住 宅 再建 を 望ん で い 
ます が 、 年 金 暮 らし で 、 生 活 費 を 切り 詰め て いま す 。 閉 寒 感 に 押し つぶ され そう で す 」 な 
どの 切実 な 声 が 寄せ られ て いま す 。 本 県 は 6 月 30 日 時 点 で 31, 529 名 の 方 が 仮設 住居 暮 ら 
し を 余儀 な くさ れ て いま す 。 事業 所 の 再開 や 雇用 の 確保 道 半ば で す 。 住宅 建 設 の 費用 も 高 
騰 し て いま す 。 そ の よう な 中 で 窓口 負担 が 発生 すれ ば 、 必 要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 明 
ら か で す 。 
また 、 現在 免除 が 打ち 切ら れ て いる 社保 の 方 の 「 通 院 回 数 を 減ら し た 」 理由 は 、「 経 済 的 
E 由 」、「 医 療 費 が 負担 」 が 上 位 を 占め て いま す 。 
つき まし て は 、 国 に お か れ て は 、 被 災 さ れ た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項目 に つい て 
実現 し て いた だ きま す よ う 要 望 い た し ます 。 

記 
1 国 は 、 被 炎 さ れ た 方 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 復活 させ て くだ さい 。 
2 国 は 、 被 災 さ れ た 社保 の 方 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 復活 させ て くだ さい 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 18 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 









































日 本 大 震 災 に より 被災 され た 本 県 の 国民 健康 保険 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 費 
窓口 負担 免除 が 本 年 12 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 し ます 。 
岩手 県 保険 医 協 会 が 被災 され た 方 々 に 行っ て いる 2013 年 2 月 6 日 時 点 の アン ケー ト 調 
査 結果 で は 、 窓口 負担 が 発生 し た 後 ど うす る の か の 間 い に 対し 、「 通 院 回 数 を 減ら す 」、「 通 
院 で き な い 」 が あわ せ て 43.6% で し た 。 ま た 、 和 社保 の 方 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 の 補 
助 が 打ち 切ら れ ま し た が 、「 通 院 回 数 を 減ら し た 」、「 通 院 で き な く な っ た 」 が 46.4% に 上 り 
まし た 。 こ の 結果 か ら 、 国 保 や 後期 高齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 和 社保 同様 の 事態 と な 
る こと は 明白 で す 。 ア ン ケ ー ト の 意見 に は 、「 医 療 費 が 免除 され て いる た め 助 か っ て いま 
す 」、「 年 金 で 国保 税 、 介 護 保険 料 が すご く 負 担 で す 」、「 仮 設 住宅 に 住み 、 住 宅 再 建 を 望ん 
で いま す が 、 年金 暮らし で 、 生 活 費 を 切り 詰め て いま す 。 閉 塞 感 に 押し つぶ され そう で す 」 
な どの 切実 な 声 が 寄せ られ て いま す 。 本 県 は 6 月 30 日 時 点 で 31, 529 名 の 方 が 仮設 住居 暮 
らし を 余儀 な くさ れ て いま す 。 事業 所 の 再開 や 雇用 の 確保 道 半 ば で す 。 住宅 建設 の 費用 も 
高騰 し て いま す 。 そ の よう な 中 で 窓口 負担 が 発生 すれ ば 、 必 要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 
明らか で す 。 
つき まし て は 、 岩 手 県 に お か れ て は 、 被 災 さ れ た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項目 に つ 
いて 実現 し て いた だ きま す よ 2 う 要 望 い た し ます 。 
記 
療 費 窓口 負担 の 免除 を 2015 年 1 月 以降 も 継続 し て くだ さい 。 
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1 県 は 、 被 災 さ れ た 方 の 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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定性 が 求め られ る 。 従っ て 、 
基本 的 な 論理 の 枠 内 で 、 国 民 の 命 の の 
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【 提 出 先 】 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 政府 に よる 緊急 の 過剰 米 処 理 を 求め る 意見 書 


















































2014 年 産 米 は 宮崎 県 、 鹿 児島 県 、 高 知 県 な どの 超 早 場 米 の 消費 地 で の 取引 価格 が 「 前 年 
を 4, 000 円 下回る 12, 000 円 台 (1 依 60 キロ )」 な ど と 取り 沙汰 され 、 全 国 的 な 価格 の 大 暴 
落 が 強く 懸念 され る 。 この 間 、 米 の 生産 費 が 16, 356 円 (60 kg 当たり 全 人 算入 、 2007 年 2011 
年 平均 ) と いう 一 方 で 、 米 価 暴 落 が 続い て お り 、 農 家 手 取り ベー ス で 4, 000 円 前 後 の 赤字 
と いう 状態 が この 数 年 の 傾向 で ある 。 さら に 2014 年 産 米 か ら 経 営 所 得 安定 対策 が 半減 さ 
れ 、 米 価 変動 補填 交付 金 も 事 実 上 廃止 と な り 、 稲 作 農 家 の 経 営 は 圧迫 され て いる 。 

この も と で 米価 が さら に 凌 落 する と 、 再 生産 が 根底 か ら 田 か され る こと に な り 、 と り わ 
け 、 規 模 拡 大 を し て きた いわ ゆる 「 担 い 手 」 の 経営 へ の 打撃 は 計り 知れ な いも の が ある 。 

この 春 か ら 秋 に か け て の 米価 の 下落 は 、 政 府 の 姿勢 に よる も の が 大 きい と 考え られ 、2013 
年 ・2014 年 度 の 基本 方 針 を 決め た 昨年 11 月 の 「 食 糧 ・ 農 業 ・ 農 村 政 策 審 議会 食糧 部 会 」 
で 、 今 年 6 月 末 の 在庫 が 2 年 前 の 在庫 と 比べ て 75 万 トン も 増え る 見 通し を 認識 し な が ら 、 
何ら 対策 を 講じ て こ な か っ た 政府 の 責任 が 問わ れ て いる 。 また 、「 攻 め の 農 政 改 革 」 で 5 年 
後に 政府 が 需給 調整 か ら 撤 退 する 方 針 を 打ち 出し た こと も 追い 打ち を か け て いる 。 

主食 の 米 の 需給 と 価格 の 安定 を 図る の は 政府 の 重要 な 役割 で ある 。 過 剰 基調 が 明確 に な 
っ て いる 今 、 政府 の 責任 で 需給 の 調整 を 行う の は 当然 で あり 、「 米 の 需給 と 価格 の 安定 に 責 
任 を 持つ 」 姿 勢 を 明確 に し て 緊急 に 対策 を 実施 する こと が 求め られ て いる 。 

以上 の 趣旨 か ら 下 記 の 事項 を 要望 する 。 
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記 
備蓄 米 買 入れ を は じ め 、 政 府 の 責任 で 緊急 に 過剰 米 処 理 を 行う こと 。 





























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
































市 町 村 議 会 名 





意見 書 の 内 容 





八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 10 月 1 日 
【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 
岩手 県 知事 


名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 


長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 


【 件 


私 立 学校 は 、 公 教 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いる 。 
現在 、 私 立 学校 の 組 : 盤 は 、 茂 し い 環境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いる 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に 支出 され る 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
こと が 、 私 学 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いる 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いる 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特 
を 要望 する 。 


一 翼 を 担い 、 














デー 
月 
六 双 症 































































































段 の 配慮 を され る よう 下記 





商 
ll 
や 


記 
肖 額 を 含め 、 私 学 助成 を さら に 充実 する こと 。 





過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増 











以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 






































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








八幡 平 市 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 10 月 1 日 

【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 

【 件 名 】 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を は か る た め の 、 
2015 年 度 政 府 予算 に 係る 意見 書 











教育 予算 に つい て 、 日 本 の GDP に 占め る 教育 費 の 割合 は 、OECD 加 盟 国 (デー タ の 
ある 32 カ国 ) の 中 で ほぼ 最 下位 と な っ て いる 。 
また 、 三 位 一 体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制 度 の 国 の 負担 割合 は 2 分 の 1 か ら 3 
分 の 1 に 引き 下げ られ た 。 こ れ に より 、 茂 し い 地 方 自治 体 財政 は 大 きく 圧迫 され 、 了 臨時 的 
任用 教職 員 の 増大 を 招き 、 非 正規 雇用 が 常態 化し て いる 今 、 学 校 間 に お いて 教育 条件 格差 
が 生じ て いる 。 
さら に 、 政 府 は 国家 公務 員 の 臨時 特例 減額 措置 に 準じ た 地方 公務 員 給 与 削減 を 地方 自治 
体 に 要請 し て お り 、 教 職員 の 人 材 確保 へ の 支障 と 教育 の 機会 均等 ・ 水 準 確保 に 多大 な 影響 
を 与え か ね な い 状 況 で ある 。 

将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で あり 、 子 
ども や 若者 の 学び を 絶え 間 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か ら 雇用 ・ 就 業 の 拡大 へ と つなげ 
る 必要 が ある 。 

こう し た 観点 か ら 2015 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 され る よう 要望 する 。 
記 

教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫 負担 制度 の 国 の 負担 割 
合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 






































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








八幡 平 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 10 月 1 日 


【 提 
【 件 


出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 


2015 年 度 政府 予算 に 係る 意見 書 


現在 、 
ら ず 、 








35 人 以下 学級 は 小学 校 1 年 生 
日 本 は 、OE CD 諸国 に 比べ て 、 
童 生徒 数 が 多く な っ て いる 





ーー 


こと で RO 





1 ei gphe 


学校 で は 、 新 し い 学 習 指 
導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障 





生徒 指導 等 、 

















遵 要領 に 





























どの 計画 的 
いく つか の E 























学級 が 行わ れ て いる が 、 
る こと の 現れ で あり 、 














玉 | の 











また 





文部 科学 省 が 実施 














募集 」 で は 、 約 6 割 が 

















こう し た 観点 か ら 2015 有朋 





少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具 体 的 学級 】 








要 で ある 。 


2 年 4 
1 学級 当たり の 
。 一人ひとり の 子ども に 丁寧 で きめ * 


、 授 業 時 間 や 指 
PP の 
課題 が 山積 し て いる 。 こ うし た こと へ の 解決 に む 
定数 改善 が 必 


財務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 
名 】 少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 を は か る た め の 、 
































治 体 に お いて は 、 茂 し い 財政 状況 の 中 、 
この こと は 自治 体 の # 











「 小 昌 








記 








を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 











以上 、 地 方 E 














治 法 第 9 9 条 の 規定 に よ 

















ノロ 時 


独自 

















E 以 上 の 拡充 が 予算 措置 され て お 


目 普 











生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児 











導 内 容 が 増 


EE 3 


員 定 





加 し て お り 、 日 本 語 指 
いじ め 、 
け て 、 


に 関す る 国民 か ら の 意見 
し て 、26 人 て 30 人 を 挙げ て いる 





り 意見 書 を 提 














| 





HH 








が 実現 











さ 


























や か な 対応 を 行う た め に 




















不 登校 な どの 
少 人 数 学級 の 推進 な 





財源 に よる 30 人 ~35 人 以下 
前 断 と し て 少 人 数 学級 の 必要 性 
施策 と し て 財源 保障 すべ き 必 要 が ある 。 
し た 「 今 後 の 学級 編 成 及び 教職 
高校 の 望ま し い 学 級 規 模 」 と 
こと か ら 、 国 民 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる と 思わ れる 。 
E 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 





を 認識 し て い 


























され る よう 要望 する 。 





現 模 は 、OE CD 諸国 並み の ゆたか な 教育 環境 

















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 10 月 1 日 





【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 


文部 科学 大 臣 


ヽ 参議 議院 議 ヽ 内 閣 : 総理 大 臣 、 


総務 大 臣 、 


厚生 労働 大 臣 、 


【 件 名 】 軽度 外傷 性 脳 損傷 の 周知 及び 労災 認定 基準 の 改正 な ど を 求め る 意見 書 





部 に 衝 還 








主 な 症状 は 、 
な どの 意識 障 























この 病態 は 、 



































報告 され て いる 。 


し か し な が ら 、 





また 、 


象 に な ら な い ケ ー ス が 多く 、 働 


Nd 


、 本 人 や 家族 、 周 囲 の 人 た ち も こ の 病態 
こ 、 悩 み 、 苦 し ん で いる ケー ス が 多々 ある 。 
型 民 、 教 育 機関 へ の 啓発 ・ 














に お いて 理解 され ず ( 
以上 の こと か ら 、 医 療 機関 を は じ め 、 








える 。 


こう し た こと か ら 、 国 で は 現状 を 踏ま えて 、 下 記 の 事項 





軽度 外傷 性 脳 損傷 は 、 交 通 事 
撃 を 受け 、 脳 内 の 情報 
発症 する 病気 で 


























ある 。 


高 次 脳 機能 障害 に 
害 、 半 身 ま ひ 、 視 野 が 狭く な る 、 匂 い ・ 
神経 まひ 、 尿 失禁 な ど 複 雑 か つ 多 様 で ある 。 

世界 保健 機構 に お いて 

















調 


























伝達 を 担う 





よる 記憶 力 ・ 理 解 力 ・ 
味 が 分 





故 や 高 所 か ら の 転落 、 転 倒 、 
「 軸 索 」 と 呼ば れる 神経 線維 が 断 像 する な ど し て 


























定義 付け が な され て お り 、 





スポ ー ツ 外傷 な ど に より 、 頭 
































注意 力 の 低下 を は じ め 、 て ん か ん 


) け か ら な く な る な どの 多発 性 脳 





他 覚 的 ・ 体 系 的 な 神経 学 














この 軽度 外傷 性 脳 損傷 は 








ナ な い 場 合 に 






















































































的 検査 及び 神経 各 科 の 裏付け 検査 を 実施 すれ ば 、 外 傷 性 脳 損傷 と 診 








は 経済 的 




































































を 知ら な いた め 


断 す る こと が で きる と 


日 本 の 医療 に お いて あま り 知 られ て お ら ず 、 
MR DR に くい た め 、 労 災 や 自賠責 保険 の 補償 対 
に 追い 込ま れる ケー ス も ある の が 現 





























に 誤解 が 生じ 、 職 場 や 学 








周知 が 重要 で ある と 考 




















l に つい て 適切 な 措置 を 講じ る よ 







































































う 強 く 求 め る 。 
記 

1 業務 上 の 災害 また は 通勤 災害 に より 軽度 外傷 性 脳 損傷 と な り 、 後 遣 障害 が 残存 し た 労 
働 者 を 、 労 災 の 障害 (補償 ) 年 金 が 受給 で きる よう 、 労 災 認 定 基準 を 改正 する こと 。 

が 作 是 基準 の 攻 正 に 当たっ て は 、 他 覚 的 ・ 休 系 的 な 神経 学 的 検査 法 な ど 、 画 像 に 代 
わる 外傷 性 脳 損傷 の 判定 方 法 を 導入 する こと 。 
3 軽度 外傷 性 脳 損傷 に つい て 、 医 療 機 関 を は じ め 国民 、 教 育 機関 へ の 啓発 ・ 周 知 を 図る 
こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





八幡 平 市 


【 議 決 年 月 日 】 


EE 
【 提 完 議 


出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 き 
RE 
名 】 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 


姜 長 、 内 閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 


【 件 

















東日本 大 震 災 に より 被災 され た 岩手 
負担 免除 が 本 年 12 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 

















県 の 国保 と 、 後 期 高齢 者 医 















































厚生 労働 大 臣 、 


療 制度 の 方 の 医 
が 発生 する 。 











府 費 窓 

















岩手 県 保険 医 協会 が 被災 者 の 方 々 に 行っ て いる アン ケ 調 














『 査 で は 、 負 # 


















































どう する か の 間 い に 対し 、「 通 院 回 数 を 減ら す 」、「 通 院 で き 
っ た 。 ま た 、 社 保 の 方 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 
を 減ら し た 」、「 通 院 で き な く な っ た 」 が 43. 8%【 
者 の 負担 が 発生 する と 、 社保 同様 の 事態 


な い 」 が 合わ 























に 上 っ た 。 こ の 結果 か ら 




















と な る こと は 明 E 








で ある 。 アン ケ 


A 











旦 が 発生 し た 後 





国 の 補助 が 打ち 切ら れ た が 、 
、 国 保 や 後期 高齢 


は て 49.79%% で あ 
「 通 院 回 数 



































ト の 高見 で は 、 














「 震 災 で 仕事 を 失っ て し まい 免除 に 助け られ て いま す 」、 
い 」、 





NR 
「 年 金 生 活 で 今 は 国保 税 、 介 護 保険 料 、 地 方 税 、 消 費 税 8 % と 大 変 で す 。 土 




















な っ て き て お り 再 建 で きま せん 。 助 け て 下さ い 」 な どの 切実 な 声 が 寄せ られ て いる 。 
岩手 県 は 、6 月 30 
業 所 の 再開 や 雇用 の 確保 も 不透明 で 、 住 宅 建設 の 費 
負担 が 発生 する と 、 必 要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で ある 。 
こう し た こと か ら 、 国 で は 被災 され た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 事 
る よう 強く 求め る 。 
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記 
1 国 は 、 被 炎 さ れ た 方 の 医療 費 窓 口 負 担 免 除 を 今後 も 継続 する こと 。 
2 国 は 、 被 炎 さ れ た 社保 の 方 の 医療 費 窓 口 負 担 の 免除 を 復活 させ る こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























引き だ 
上 地 も 高く 


日 時 点 で 31, 529 名 の 方 が 仮設 住居 暮らし を 余儀 な くさ れ て いる 。 事 
も 高 勝 し て いる 。 そ の よう な 中 で 窓 


順に つい て 実現 す 
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八幡 平 市 





【 議 決 年 月 日 】 


【 提 
【 件 


平成 26 年 


10 月 1 日 


出 先 】 岩手 県 知事 


名 】 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 

















LT 


石 








東日本 大 震 災 に 

担 免 除 が 本 年 12 月 
手 県 保険 
どう する か の 問い ! 
つた 。 また 。 
を 減ら し た 」、 
者 の 負担 が 発生 する と 、 社 














末 








こ 対 し 、 











「 震 災 で 仕事 を 失っ て し ま 
「 年 金 生 活 で 今 は 国保 税 、 介 護 保険 料 、 
な っ て き て お り 再 建 で きま せん 。 助 け て 下さ い 」 


い ] 、 


本 県 は 、 











6 月 30 























所 の ] 
負担 が 発 4 








H 開 や 








用 の 確保 も 不 遂 




















この あ も だ こと が から 、 四半 
する よう 強 


県 は 、 被 災 さ れ た 方 の 


以上 、 地 方 E 


E す る と 、 必 要 な 





保 同 様 の 事態 

















より 被災 され た 本 県 の 国保 




















日 で 終了 し 、 来 人 
医 協 会 が 被災 者 の 方 々 に 行っ て いる アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 後 
「 通 院 で き な い 」 が 合わ せ て 49.7% で あ 
国 の 補助 が 打ち 切ら れ た が 、「 通 院 回 数 
に 上 っ た 。 こ の 結果 か ら 















































い 免 除 ( 





日 時 点 で 31, 529 名 の 方 が 仮設 住 
宅 建 設 の 費 





壮 明 で 、 骨 


E 1 





「 通 院 回 数 を 減ら す 」、 
社保 の 方 は 2012 和 朋 
通院 で き な く な っ た 」 


E2 月 に 免除 に 係る 
が 43.8%( 


に 助け られ て 








と 、 後 期 高齢 者 医 


















































と な る こと は 明 
‘ます 」、 





















































月 より 通常 の 負 


地方 税 、 消 費 税 8 % と 大 変 で す 。 土 














療 制 度 の 方 の 
担 が 発生 する 。 
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rn 


療 費 窓口 

































































、 国 保 や 後期 高齢 











白 で ある 。 アン ケー ト の 意見 で は 、 





「 仮 設 に いる 間 は 免除 し て 頂き た 


地 も 高く 





な どの 切実 な 声 が 寄せ られ て いる 。 
居 暮 らし を 余 
H も 高騰 し て いる 。 2 の RNN 


和義 な くさ れ て いる 


山本 


I 





業 
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條 





受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で ある 。 




















く 求め る 。 
































療 費 窓口 負 
































治 法 第 9 9 条 の 規定 に 





担 の 免除 を 2015 年 


県 は 被災 され た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 


記 














lm 





守 項 に つい て 実現 














1 月 以降 も 継続 する こと 。 


より 意見 書 を 提出 する 。 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








八幡 平 市 





【 議 決 年 月 日 
【 提 出 先 
【 件 名 


わが 国 に お 
る ほど 攻 延 し 
対策 基本 法 や 
染 被 害 者 を 救 
染 者 給付 金 等 
任 は 明確 に な 

ウイ ルス 性 
れ て いる が 、 
療法 で ある イ 
め 、 医 療 費 助 


























】 平成 26 年 10 月 1 日 
】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 議院 議 ヽ 内 閣 : 令 理 大 臣 、 厚生 労働 大 臣 
】 ウ イル ス 性 肝炎 患者 に 対す る 医療 費 助成 の 拡充 を 求め る 意見 書 





いて ウイ ルス 性 肝炎 、 特 に B 型 ・C 型 肝炎 の 患者 が 合計 350 万 人 以上 と され 
て いる の は 、 国 の 責め に 帰す べき 事由 に よる も の で ある と いう こと は 、 肝 炎 
「 特 定 フ ィ ブ リノ ゲン 製剤 及び 特定 血液 凝固 第 TW 因 子 製剤 に よる C 型 肝炎 感 
済 す る た め の 給 付 金 の 支給 に 関す る 特別 措置 法 」、「 特 定 B 型 肝炎 ウイ ルス 成 
支給 に 関す る 特別 措置 法 」 で も 確認 され て いる と ころ で あり 、 国 の 法 的 責 
っ て いる 。 
肝炎 患者 に 対す る 医療 費 助 成 は 、 現 在 、 肝 導 治 療 特 別 促進 事業 と し て 実施 さ 
対象 と な る 医療 が 、B 型 ・C 型 肝炎 ウイ ルス の 減少 を 目的 と し た 抗 ウ イル ス 
ンタ ー フ ェ ロ ン 治 療 と B 型 肝炎 の 核酸 アナ ログ 製剤 治療 に 限定 され て いる た 
成 の 対象 か ら 外 れ て いる 愚者 が 相当 数 に 上 る 。 特 に 、 肝 人 看 変 ・ 肝 が ん 愚者 は 















































































































































高額 の 医療 費 











を 負担 ざる を 得 な い だ け で な く 、 就 労 不能 の 方 も 多く 、 生 活 に 困難 を 来 し 




















て いる 。 

また 、 現在 
の 対象 と され 
けれ ば 認定 さ 








活 支 援 の 実効 


他方 、 特 定 
23 年 12 月 ) ! 
り 方 に つい て 
変 ・ 肝 が ん 愚 
し じ て い な い 。 

肝硬変 ・ 肝 


























支援 の 実現 は 、 


と この: し た ご こ 


1 ウイ ルス 
2 身体 障 
実態 に 応じ 


以上 、 地 方 E 


は 肝硬変 を 中 心 と する 肝 疾 患 も 身体 障害 者 福祉 法 上 の 障害 認定 (障害 者 手帳 






































て いる も の の 、 医 学 上 の 認定 基準 が きわ め て 厳し いた め 、 亡 く な る 直前 で な 
れ な いと いっ た 実態 が 報告 され る な ど 、 現 在 の 制度 は 、 肝 炎 患 者 に 対す る 生 
性 を 発揮 し て いな いと の 指摘 が な され て いる と ころ で ある 。 
B 型 肝炎 ウイ ルス 感染 者 給付 金 等 の 支給 に 関す る 特別 措置 法 の 制定 時 (平成 
こ は 、「 と り わ け 肝 硬 変 及び 肝 が ん の 愚者 に 対す る 医療 費 助成 を 含む 支援 の 在 
検討 を 進め る こと 」 と の 附帯 決議 が な され た 。 し か し 、 国 に お いて は 、 肝 硬 
者 に 対す る 医療 費 助 成 を 含む 生活 支援 に つい て 、 何 ら 新 た な 具体 的 措置 を 講 











































































































が ん 患者 は 、 毎 日 120 人 以上 の 方 が 亡くな っ て お り 、 医 療 費 助成 を 含む 生活 
一 刻 の 猫 予 も な い 課題 で ある 。 
と か ら 、 下 記 の 事項 に つい て 実現 する よう 強く 求め る 。 
記 
性 肝硬変 ・ 有 時 が ん に 係る 医療 費 助 成 制度 を 創設 する こと 。 





















































害 者 福祉 法 上 の 肝 機 能 障害 に よる 身体 障害 者 手帳 の 認定 基準 を 緩和 し 、 愚 者 の 














た 認定 制度 に する こと 。 

















治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 
【 件 


名 】 東日本 大 震 災 の 被災 者 の 国民 健康 保険 、 後 


期 高齢 者 医療 保険 の 一 


及び 介護 保険 の 利用 料 等 の 支援 制度 の 継続 を 求め る 意見 書 
































梓 内 で 免除 費用 の 最大 8 割 補助 に 





























これ を 受け 、 岩 手 県 は 市 町 村 の 負担 が 1 割 で 済む よう に 
の こと は 、 和 被災 者 を 励ま し 、 生 活 支援 に 大 きく 寄与 し て きま し た 。 
し か し 、 被 災 者 の 住宅 再建 や ふる さと へ の 復帰 の 状況 を 



























































し た 今 も な お 、 大 き な 改 善 を 見 る に 至っ て は お ら ず 、 7 





設 住 宅 暮 らし を 余儀 な くさ れ て お り 、 
まま だ た 
の 問い に 
で まっ 























これ ら の こと か ら も ゃ 、 今後 と も 被災 者 の 健 


事業 所 の 再開 や 
岩手 県 保険 医 協 会 が 実施 し た アン ケー 
に 対し 、「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 で き な い 」 が あわ せ て 49.79% と な っ て お り 深 刻 


















































そし て 、 被 災 者 が 自立 し た 生活 を 送る こと が 出来 る まで 、 














保険 の 一 部 負担 金 及 び 介 護 保険 の 利用 因 











等 の 支援 制度 を 継 * 














2 きま し て は 。 
れる よう 強く 要望 いた し ます 。 








1 2014 











彼 災 され た 方 の 命 と 健 


| 31 日 現在 、 
雇用 の 確保 も 道 半 


ト 調査 で は 、 負 担 が 発生 し た 後 ど うす る か 








財政 文 援 を 行っ て 来 3 





見 る と き 、 被 災後 3 


























ば で す 。 


























康 を 維持 し 、 病 状 の 悪化 を 予防 する た め に 
後期 高齢 者 























司 民 健康 保険 
読 すべ き で す 。 














記 





年 12 月 まで と な っ て いる 被災 者 の 国民 健康 保険 、 





























E 康 を 守る た め 、 下 記 の 事項 に つい て 対策 を 8 











担 金 及 び 介 護 保険 の 利用 料 等 の 支援 制度 を 継続 する こと 。 























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 











より 意 








意見 書 を 提出 し ます 。 


























後期 高齢 者 医療 保険 の 


本 
一 部 1 
ロ D 


部 負担 金 


東日本 大 震 災 の 被災 者 の 国民 健康 保険 、 後 期 高齢 者 医療 保険 及び 介護 保険 の 保険 料 、 医 
療 費 及び 利用 料 の 全額 免除 制度 が 一 昨年 9 月 で 打ち 切ら れ 、 
切り 替え られ まし た 。 


以来 、 国 の 既存 の 災害 減免 の 


ーー 
ュー 


経過 


31, 072 名 の 方 が 仮 


医療 


じ ら 














市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 


【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 
【 件 名 】 被 災 児 童 生 徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 の 継続 を 求め る 意見 書 












































東日本 大 震 災 か ら 3 年 6 ヶ月 が 経過 し まし た 。 東日本 大 震 災 で 被災 し 、 経 済 的 理由 ( 
り 就学 等 が 困難 な 子ども を 対象 に 、 国 に よる 就学 支援 等 が 行わ れ て いま す 。 
具体 的 に は 、 幼 稚 園 、 小 ・ 中 学校 、 高 等 学校 、 特 別 支 援 学 級 ・ 学 校 、 私 立 学校 、 専 修学 
校 ・ 各 種 学校 に 対 し て 、 自 治 体 が 実施 し て いる 既存 の 就学 支援 事業 等 に お いて 、 震 災 に よ 
り 対象 者 や 単価 増 が 見 込ま れる た め 、 自 治 体 の 新た な 負担 を 全額 国費 で 負担 ・ 支 援 す る も 
の で す 。 2011 年 度 の 国 の 補正 予算 に お いて 、2014 年 度 ま で 必要 な 支援 が で きる よう 「 被 災 
児童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 が 創設 され まし た 。 
事業 対象 の 子ども の 数 は 全国 で 、2011 年 度 67, 639 人 、2012 年 度 58, 352 人 、2013 年 
52, 436 人 と な っ て お り 、 支援 の 継続 が 必要 で す 。 学校 現場 か ら も 、 2014 年 度 で 終了 する こ 
と の な いよ う 、 制 度 の 継続 を 強く 望む 声 が 届い て いま す 。 

こう し た 状況 を ふま え 、 経 済 的 に 困 氏 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 が 保障 さ 
れる よう 、 下 記事 項 に つい て 強く 要請 し ます 。 

記 

1 東日本 大 震 災 に よっ て 経済 的 に 困 徐 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 を 保障 す 
る た め 、2015 年 度 以降 も 全額 国費 で 支援 する 「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 
を 継続 する よう 強く 要請 し ます 。 
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9 て 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 
【 件 名 】 ウ イル ス 性 肝炎 患者 に 対す る 医療 費 助成 の 拡充 を 求め る 意見 書 











我が国 に お いて ウイ ルス 性 肝炎 、 特 に B 型 ・C 型 肝炎 患者 が 350 万 人 以上 と 言わ れる ほ 
ど 慕 延 し と て いる の は 国 の 責め に 帰す べき 事由 に よる も の で ある こと は 、 肝 人 炎 対 策 基 本 法 や 
「 特 定 フ ィ ブ リノ ゲン 製剤 及び 特定 血液 凝固 第 区 因子 製剤 に よる C 型 肝炎 感染 被害 者 を 救 
済 す る た め の 給 付 金 の 支給 に 関す る 特別 措置 法 」 「 特 定 B 型 肝炎 ウイ ルス 感染 者 給付 金 等 
の 支給 に 関す る 特別 措置 法 」 に お いて 確認 され て いる と ころ で あり 、 国 の 法 的 責任 は 明確 
に な っ て お り ま す 。 
ウイ ルス 性 肝炎 患 者 に 対す る 医療 費 助成 は 、 現 在 、 肝 導 治 療 特 別 促進 事業 と し て 実施 さ 
れ て お り ま す が 、 対 象 と な る 医療 が B 型 ・C 型 肝炎 ウイ ルス の 減少 を 目的 と し た 抗 ウ イル 
ス 療 法 で ある イン ター フェ ロン 治療 と 、B 型 肝炎 へ の 核酸 アナ ログ 製剤 治療 に 限定 され て 
いる た め 、 助 成 対象 外患 者 が 相当 数 に 上 っ て お り ま す 。 特に 肝硬変 また は 肝 が ん 患者 は 、 
高額 の 医療 費 負 担 を 強い られ る ば か り で は な く 、 就 労 不 能 の 場合 も 多く 生活 に 困 重 を 来 し 
て ね おり ます 。 
また 、 現 在 は 肝硬変 を 中 心 と する 肝 疾 患 も 身体 障害 者 福祉 法 上 の 障害 認定 (いわ ゆる 障 
害 者 手帳 交付 ) の 対象 と され て いる も の の 、 医 学 上 の 認定 基準 が きわ め て 厳し いた め 、 亡 
く な る 直前 で な けれ ば 認定 され な いと いっ た 実態 が 報告 され る な ど 、 現 在 の 制度 は 当該 愚 
者 へ の 生活 支援 の 実効 性 を 発揮 し て いな いと の 指摘 が な され て お り ま す 。 
他方 、 平 成 23 年 12 月 の 「 特 定 B 型 肝炎 ウイ ルス 感染 者 給付 金 等 の 支給 に 関す る 特別 措 
置 法 」 制 定時 に は 、『 と り わ け 肝 硬 変 及び 肝 が ん の 患者 に 対す る 医療 費 助成 を 含む 支援 の 
在り 方 に つい て 検討 を 進め る こと 』 と の 付帯 決議 が な され まし た が 、 国 に お いて は 未だ 当 
該 患 者 へ の 医療 費 助 成 を 含む 生活 支援 に つい て 、 何 ら 新た な 具体 的 措置 を 講じ られ て お り 
ませ ん 。 
肝硬変 及び 肝 が ん 愚者 は 毎日 120 人 以上 が 亡くな っ て お り 、 医 療 費 助成 を 含む 生活 支援 
の 実現 は 一 刻 の 猫 予 も な い 課題 で も や り ます 。 

つき まし て は 、 国 に お いて は 愚者 の 命 と 健康 を 守る た め 、 下 記 の 通り 対策 を 講じ られ 3 
すこ と を 強く 要望 いた し ます 。 
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1 ウイ ルス 性 肝硬変 及び 肝 が ん 患者 に 係る 医療 費 助 成 制 度 を 、 1 受 さ れる こと 。 
2 身体 障害 者 福祉 法 上 の 肝 機 能 障 害 に よる 障害 認定 に 係る 認定 基準 を 緩和 し 、 患 者 の 実 
態 に 応じ た 制度 と する こと 。 



















































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 3 
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奥 州 市 NS 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
日 

【 件 名 】 地 域 経済 を 支え る 地方 財政 の 充実 ・ 強 化 を 求め る 意見 書 


人 へ 
分 











日 、 子 育て 、 教 育 、 医 療 、 介 護 な どの 社会 保障 、 環 境 対策 の 充実 な ど 、 地 方 自治 体 が 
担う 役割 は 年 々 拡大 し て お り 、 こ れ ら 地域 公共 サー ビス の 拡充 を は か る た め に は 、 地 域 の 
財政 需要 を 的 確 に 見 積もり 、 こ れ に 見 合う 地方 交付 税 及び 一 般 財 源 総額 の 確保 は 不可 欠 で 
す 。 

し か し な が ら 、 政 府 の 経済 財政 論 問 会 議 な ど で 法 人 実効 税率 の 見 直し や 償却 資産 に 係る 

固定 資産 税 の 減免 な ど が 議論 され て お り 、 地 域 公 共 サ ービス の 質 及び 量 を 確保 する た め に 

も 、 安 定 的 か つ 地 域 偏 在 性 の 小さ い 地方 税 財源 を 確立 する こと が 極め て 重要 な 課題 で す 。 

地方 自治 体 の 実態 に 見 合っ た 歳出 ・ 歳 入 を 的 確 に 見 積もる た め に は 、 国 と 地方 自治 体 の 

十分 な 協議 を 保障 し た 上 で 、 地 方 財政 計画 、 地 方 税 、 地 方 交付 税 の あり 方 に つい て 決定 す 

る 必要 が あり ます 。 
こう し た 中 で 、 8 月 7 日 、 人 事 院 は 「 公 務 員 給与 の 総合 的 見 直し 」 を 勧告 し まし た 。 そ 

の 内 容 は 、 公 務 員 給与 に つい て 大 都市 と 地方 と の 「 地 域 間 格 差 」 の 拡大 を 柱 と する も の で 

あり 、 地 場 中 小 の 労働 者 の 賃金 水準 が 公務 員 に 準拠 し て いる 地方 経済 の 成長 に 深刻 な 影響 

を 与え か ね ませ ん 。 そ れ ば か りか 、 自 治 体 の 事業 執行 を 担 う 優 秀 な 人 材 の 確保 と いう 点 で 

も 悪影響 を 及ぼ すこ と は 必至 で す 。 
以上 の こと か ら 、 地 域 公共 サー ビス を 着実 に 推進 する 地方 財政 の 充実 と 自治 体 に お ける 

事業 執行 体制 の 安定 的 な 確保 に 向け て 、 下 記事 項 を 要望 いた し ます 。 

記 

1 地方 財政 計画 、 地 方 税 の あり 方 、 地 方 交付 税 総額 の 決定 に 当たっ て は 、 国 の 政策 方 針 
に 基づき 一 方 的 に 決する の で は な く 、 国 と 地方 の 協議 の 場 で 十分 な 協議 の も と に 決定 す 
る こと 。 

2 社会 保障 分 野 の 人 材 確保 と 処遇 改善 、 農 林 水 産業 の 再興 、 環 境 対 策 な どの 財政 需要 を 
的 確 に 把握 し 、 増 大 する 地域 の 財政 需要 に 見 合う 地方 財政 計画 、 地 方 交付 税 及 び 一 般 財 
源 総額 の 拡大 を 図る こと 。 

3 法人 実効 税率 の 見 直し に つい て は 、 課 税 ベ ー ス の 拡大 な ど を 通じ 、 地 方 税 財源 の 確保 
を 図っ た 上 で 、 地 方 財政 に 影響 を 与え る こと の な いよ うに する こと 。 ま た 、 法 人 事業 税 
に つい て は 、 安 定 的 な 税収 確保 や 地域 偏在 性 の 縮小 を めざす 観点 か ら 、 現 行 の 外形 標準 
課税 の 充実 を 図る こと 。 

4 償却 資産 に か か る 固定 資産 税 や ゴル フ 場 利用 税 に つい て は 、 市 町 村 の 財政 運営 に 不可 
欠 な 税 で ある た め 、 現 行 制度 を 堅持 する こと 。 

5 地方 交付 税 の 別枠 加算 ・ 歳 出 特別 枠 に つい て は 、 地 方 自治 体 の 重要 な 財源 と な っ て い 
る こと か ら 、 現 行 水準 を 確保 する こと 。 ま た 、 増 大 する 地方 自治 体 の 財政 需要 に 対応 し 、 
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臨時 的 な 財源 か ら 社 会 保障 や 環境 対策 な どの 経常 的 な 経費 に 対応 する 財源 へ と 位置 づけ 
を 改め る こと 。 

6 地方 交付 税 の 財源 保障 機能 ・ 財 政調 整 機能 の 強化 を 図り 、 小 規模 自治 体 に 配慮 し た 段 
階 補正 の 強化 、 市 町 村 合 併 の 算定 特例 の 終了 を 踏ま えた 新た な 財政 需要 の 把握 に つい て 、 
引き 続き 対策 を 講じ る こと 。 

7 人 件 費 削 減 な どの 行革 指標 に 基づく 地方 交付 税 の 算定 は 、 交 付 税 算定 を 通じ た 国 の 政 
策 誘導 で あり 、 地 方 自治 、 地 方 分 権 の 理念 に 反する も の で ある こと か ら 、 こ の よう な 算 

定 を 改め る こと 。 

8 復興 教育 の 推進 な ど 山 積 する 教育 諾 課題 の 解決 に 向け て 教職 員 の 人 材 確保 が 重要 で あ 
る こと か ら 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 金 を 削減 し な いこ と 。 

9 人 事 院 が 勧告 し た 「 公 務 員 給与 の 総合 的 見 直し 」 は 、 地 方 の 公務 員 賃 金 の 引き 下げ に 
と ど ま ら ず 、 当該 地域 の 労働 者 の 賃金 水準 全体 の 低下 に つなが る も の で あり 、「 デ フレ 胸 

却 」・「 地 域 経 済 の 活性 化 」 を めざす 政府 の 目標 と も 矛盾 し て いる こと か ら 、 政 府 は 、 各 

自治 体 に お ける 賃金 決定 に つい て 「 労 使 自治 」 を 尊重 する こと 。 








































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 
【 件 名 】 消 費 税 増税 の 撤回 を 求め る 意見 書 
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政府 は 今年 4 月 1 日 、 消 費 税 を 8 % に 引き 上 げ ま し た 。 長 引く 不況 に 加え 、 多 く の 市 民 
は 「 ア ベ ノ ミ クス 」 の 恩恵 ず こ ろか 、 物 価 上 昇 、 収 入 減 、 社 会 保障 費 の 自己 負担 増 と 三重 
苦 を 強い られ て いま す 。 消費 税 の 価格 転嫁 が 困難 な 中 小 企 業 の 倒産 、 廃 業 も 後 を 絶た ず 、 
地域 経済 は 決定 的 に 破壊 され よう と し て いま す 。 

政府 は 慕 大 な 税金 を つぎ 込み 、「 消 費 税 は 社会 保障 財源 に 充て る 」 と し て いま す が 、 低 所 
得 者 ほど 負担 が 重い 弱い も の いじ め の 税 金 は 、 社 会 保障 財源 と し て ふさ わし く あ り ま せん 。 
財政 再建 の た め と いう な ら 、 税 金 の 使い 方 を 国民 の 暮らし 、 福 祉 優先 に 切り 換え 、 法 人 税 
率 を 見 直し 、 大 企業 、 大 資産 家 に 応 分 の 負担 を 求め る 必要 が あり ます 。 

以上 の こと か ら 、 国 に お いて は 、 国 民 の 切実 な 実態 と 声 を 受け 止め 、 消 費 税 増税 を 撤 
する よう 要望 いた し ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し 
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奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私学 教育 の 充実 と 発展 を 求め る 意見 書 








私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 、 学 校 教 育 の 充実 と 発展 に 寄与 し て いま す 。 
現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 少子 化 な ど に より 厳し い 環 境 に 置か れ て お り 、 私 立 学 校 に 
通わ せる 保護 者 の 学費 負担 は 家計 を 大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か け 
られ る 公費 が 公立 学校 と 比べ て 低い こと は 、 和 私 立 学校 の 教育 諸 条 件 が 改善 さん れん ない 大 き な 
要因 と な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 国 及び 県 に お いて は 、 こ の よう な 私 学 教育 を 取り 巻く 現状 を 考慮 し 、 過 疎 地 域 
の 私 立 高等 学校 へ の 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 され る よう 強く 要望 い 


た し ます 。 



















































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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NG 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 i 見 書 


手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 の 語 菓 や 
文法 体系 を 持つ 言語 で す 。 手 話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 音声 言語 と 同様 
に 、 大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ ン の 手段 と し て 大 切 に 守ら れ て きま し た 。 し か し 
な が ら 、 ろ う 学 校 で は 手話 は 禁止 され 、 社 会 で は 手話 を 使う こと で 差別 され て きた 長い 歴 
史 が あり まし た 。 

2006 (平成 18) 年 12 月 に 国連 総会 に お いて 採択 され た 「 障 害 者 の 権利 に 関す る 条約 」 
に は 、「 手 話 は 言語 」 で ある こと が 明記 され て いま す 。 

[障害 者 の 権利 に 関す る 条約 」 の 批准 に 向け て 日 本 政府 は 国内 法 の 整備 を 進め 、 2011 ( 平 


















































































































































成 23) 年 8 月 に 成立 し た 「 改 正 障害 者 基本 法 」 で は 「 全 て の 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 言 語 
(手話 を 含む ) その 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定 





























め ら れ ま し た 。 
また 、 同 法 第 22 条 で は 国 ・ 地 方 公共 団体 に 対 し て 情報 保障 施策 を 義務 づけ て いる こと か 
ら 、 手 話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 
を 身 に つけ 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 普及 、 研 究 す る こ 
と の で きる 環境 整備 に 向け た 法 整 備 を 国 と し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え ます 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 手 話 が 音声 言語 と 対等 な 言語 で ある こと を 広く 国民 に 広め 、 き 
こえ な い 子 ども が 手話 を 身 に つけ 、 手 話 で 学べ 、 自 由 に 手話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 
し て 普及 、 研究 する こと の で きる 環境 整備 を 目的 と し た 「 手 話 言 語法 (仮称 )」 を 制定 する 
よう 強く 要望 いた し ます 。 

























































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 


【 提 
文部 科学 大 臣 
【 件 


2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 





35 人 以下 学級 に つい て 、 小 学校 1 年 4 
年 度 は 予算 措置 され て お り ま せん 。 











日 本 は OECD 諸国 に 比べ て 、 

















模 を 更に 引き 下げ る 必要 が あり 
定数 の 在り 方 に 関す る 国 





























模 」 と し て 26 人 か ら 30 人 を あげ て お り 、 国 


す 。 











出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


名 】 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定 数 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 


E、2 年 生 と 続い て きた 35 人 以下 学級 の 拡充 が 、2014 














が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編成 及び 教職 














1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 一 人 当たり の 児童 生徒 数 が 
多く な っ て お り 、 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス の 学級 規 


E す 。 文 部 科学 4 
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と な っ て いま 
導 内 容 の 増加 に 加え 、 


























民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学 級 】 
民 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか で 


ノ 





絡 


社会 状況 等 の 変化 に より 、 学 校 は 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細やか な 対応 が 必要 
す 。 ま た 、 新 し い 学 習 指導 要領 が 本 格 的 に 始ま っ た こと に よる 授業 時 数 や 指 
日 本 語 指導 な ど 特 別 な 支援 を 必要 と する 子ども た ちや 障がい の ある 





























子ども た ち へ の 対応 等 も 課題 と な っ て お り 、 い じ め や 不 登校 等 生徒 指導 の 課題 も も る こと 
か ら 、 こ れ ら の 解決 に 向け て 、 少 人 数 学級 の 推進 な どの 計画 的 定数 改善 が 必要 で す 。 











いく つか の 














ヨ 治 体 に お いて は 、 厳 し 
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\ 財 政 状況 の 中 、 





テー 








学級 が 行なわ れ て お り 、 こ の こと は 、 





gy 















































独自 財源 に よる 30 人 か ら 35 人 以下 











治 体 の 判断 と し て 少 人 数 学級 の 必要 性 を 認識 し て 


いる こと の 現れ で あり 、 国 の 施策 と し て 財源 保障 すべ き 必 要 が あり ます 。 








子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 機会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る よう 、 
法 に 教育 を 受け る 権利 が 定め られ て お り ま す が 、 三 位 一 体 改革 に より 義務 教育 費 国 庫 負担 


割合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ た こと に より 、 自 

















制度 の 国 





の 負 # 























圧迫 され 、 非 正規 教職 員 も 増え て いま す 。 











よっ て 、 子 ども の 学ぶ 意欲 ・ ヨ 
の た め の 条 件 整備 が 不可 欠 で ある 

















実現 され る よう 強く 要望 いた し 


1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具 体 的 学級 規模 は 、0ECD 諸 民 


E 体 


ーー 
ュー 
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、 





と か ら 、2015 介 





記 





備 す る た め 、30 人 以下 学級 と する こと 。 








2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 








を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 














以上 、 地 方 E 

















治 法 第 99 条 の 規定 に 
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る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 # 





トー 
人 刺 











TI 























治 体 財政 が 











的 な 取り 組み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ 
E 度 の 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 




















和則 








並み の 豊か な 教育 環 
































ど テ ど テ 












































よ り 意見 書 を 提出 し まず すず 。 














市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 
【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 農林 水産 大 臣 
【 件 名 】 政 府 に よる 緊急 の 過剰 米 処 理 を 求め る 意見 書 














2014 年 産 米 取引 価格 の 全国 的 大 帝 落 が 強く 懸念 され 、 生産 費 が 取引 価格 を 超え て いる 状 
況 が 続く 一 方 、 米価 下落 も 続い て お り 、 さ ら に 2014 年 産 米 か ら 経 営 所 得 安定 対策 が 半減 さ 
れ 、 米 価 変 動 科 て ん 交付 金 も 事実 上 廃止 と な り 、 稲 作 農家 の 経営 は 圧迫 され て いま す 。 

主食 の 米 の 筑 給 と 価格 の 安定 を は か る の は 政府 の 重要 な 役割 で す 。 過 剰 基調 が 明確 に な 
っ て いる 今 、 政 府 の 責任 で 需給 の 調整 を 行う の は 当然 で や り 、 緊 急 に 対策 を 実施 する こと 
が 求め られ て いま す 。 こ う し た 緊急 対策 も 含め て 政府 が 「 米 の 需給 と 価格 の 安定 に 責任 を 
持つ 」 姿勢 を 明確 に する こと が 今 、 最 も 求め られ て いま す 。 

以上 の 状況 に か ん が み 、 次 の 事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 

記 
E で 緊急 に 過剰 米 処 理 を 行う こと 。 




























































































































































































1 備蓄 米 買い 入れ を は じ め 、 政 府 の 責 





LLV 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 


























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 26 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 

【 件 名 】 農業 委員 会 ・ 企 業 の 農地 所 有 ・ 農 協 改 革 な ど 、「 農 業 改革 」 に 
関す る 意見 書 








「 農 協 改 革 」「 農 業 委員 会 の 公選 制 廃止 」 な ど を 含む 政府 の 「 農 業 改革 」 は 、 農 業 関 係 者 
の みな ら ず 地域 に 大 き な 衝撃 を 与え て いま す 。 

農業 委員 の 公選 制 を 廃止 し 、 地 域 農業 振興 の 建議 機能 を 奪う こと は 、 農 地 管 理 や 農業 
興 に 対す る 農民 の 意見 表明 の 場 を 奪う こと に な り 、 農 業 生産 法人 の 要件 緩和 と 合わ せ 、 企 
業 の 農地 取得 に 道 を 開く こと に つなが り ま す 。 
また 、 農 協 中 央 会 の 見 直し 、 全 農 の 株 式 会 社 化 、 さ ら に は 単位 農協 か ら 信用 ・ 共 済 事 業 
を 分 離す る こと は 、 家 族 農 業 や 地域 経済 を 支え 、 地 域 の イン フラ を 提供 し て いる 農協 の 役 
割 を な い が し ろ に する も の で す 。 地域 経済 や 労働 者 の 雇用 に も 重大 な 影響 を 与え ます 。 
いま 食料 危機 が 心配 され る な か 、 将 来 に わた っ て 安全 ・ 安 心 な 食料 生産 ・ 供 給 を 担い 、 
環境 と 調和 で きる の は 家族 農業 で あり ます 。 農 業 政策 の 基本 を 、 企 業 の 参入 ・ 進 出 に 置く 
の で は な く 、 家 族 農 業 を 基本 と し 、 そ れ を 支え る 諸 制 度 の 充実 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ ー の 維 
持 、 協 同 組 合 を 発展 させ る こと こそ が 重要 だ と 考え ます 。 

以上 の 状況 に か ん が み 、 次 の 事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 

記 

骨太 方 針 2014」 な ら び に 「 新 成長 戦略 」 に 位置 づけ た 「 農 業 改 革 」 を 中 止 す る こと 。 
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2 農業 改革 に あたっ て は 、 農 業 の 担い 手 の 軸 を 家族 経営 と し 、 こ れ を 支援 する 諸 制 度 の 
充実 、 農 業 委 員 会 、 農 協 の 役割 の 強化 等 、 生 産 の 振興 と 食料 自給 率 の 向上 に 資す る も の 
に する こと 。 










































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 


























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








乗 石 町 |【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 24 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 = 名 】 政 府 に よる 緊急 の 過剰 米 処 理 を 求め る 意見 書 























2014 年 産 米 は 、 超 早 場 米 ・ 早 場 米 地帯 の 消費 地 で の 取引 価格 が 前 年 を 1 依 60 kg 当たり 
4, 000 円 程度 下回る な ど と 取り 沙汰 され 、 全 国 的 な 価格 の 大 暴落 が 強く 懸念 され て いま す 。 
また 、 今 年 か ら 経営 所 得 安定 対策 が 半減 され 、 米 価 変 動 補填 交付 金 も 事実 上 廃止 され た 
も と で 、 現 状 で さえ 生産 費 を 大 幅 に 下回っ て いる 米価 が さら に 暴落 すれ ば 、 再 生産 が 根底 
か ら 益 か され る こと に な り ま す 。 とりわけ 、 規 模 拡大 を し て きた いわ ゆる 「 担 い 手 」 や 専 
業 稲作 農 家 等 へ の 打撃 は 、 は か り 知 れ な いも の が あり ます 。 

この 米価 の 下落 は 、2013・2014 年 度 の 基本 方 針 を 決め た 昨年 11 月 の 「 食 料 ・ 農 業 ・ 農 
村 政 策 審 議会 食糧 部 会 」 で 、 今年 6 月 末 の 在庫 が 2 年 前 に 比べ て 75 万 トン も 増え る 見 通し 
を 認識 し な が ら 、 何 ら 対策 を 講じ て こ な か っ た こと に あり ます 。 ま た 、「 攻 め の 農 政 改 革 」 
で 5 年 後に 政府 が 需給 調整 か ら 撤 退 する 方 針 を 出し た こと も 追い 打ち を か け て いま す 。 
主食 の 米 の 需要 と 価格 の 安定 を は か る うえ で 、 政 府 の 役割 は 重要 で あり ます 。 過剰 基調 
が 明確 に な っ て いる 今 、 政 府 の 責任 で 需給 調整 を 行い 、 緊 急 に 対策 を 実施 する こと が 求め 
られ ます 。 

以上 の 趣旨 か ら 、 下 記 の 事項 に つい て 要望 いた し ます 。 

記 
1 備蓄 米 買 い 入れ を は じ め 、 政 府 の 責任 で 緊急 に 過剰 米 処理 を 行う こと 。 




















































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








二 石 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 24 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 














GO 


私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 
































現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 
また 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い こと が 、 私 立 学校 の 
教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条件 の 維持 向上 と 、 保 護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 和 私立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 
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よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要 望 い た し ます 。 




















記 
1 私 立 高 校 に 対す る 私 学 助成 金 を 更に 充実 させる こと を 求め ます 。 









































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








雷 石 町 了 ER 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 
a 復興 大 臣 

【 件 名 】 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 





























東日本 大 震 炎 に より 被災 され た 岩手 県 の 国保 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 費 窓 口 負 
担 免除 が 本 年 12 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 し ます 。 

岩手 県 保健 医 協会 が 被災 され た 方 々 に 行っ て いる アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 
後 ど うす る か の 問い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 で き な い 」 が あわ せ て 49.7% で し 
こ 。 ま た 、 社 保 の 方 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 の 補助 が 打ち 切ら れ ま し た が 、「 通 院 回 
数 を 減ら し た 」「 通 院 で き な く な っ た 」 が 43.8% に 上 り ま し た 。 こ の 結果 か ら 、 国 保 や 後 
期 高 齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 社 保 同 様 の 事態 と な る こと は 明白 で す 。 ア ン ケ ー ト の 
意見 に は 「 岩 災 で 仕事 を 失っ て し まい 免除 に 大 変 助 けら れ て いま す 」 「 仮 設 に いる 間 は 免除 
し て 頂き た い 」「 年 金 生 活 で 国保 税 、 介 護 保険 料 、 地 方 税 、 消 費 税 8 %% と 負担 が 大 きく 大 変 
で す 。 土地 も 高く な っ て お り 再 建 で きま せん 。 助け て 下さ い 」 な どの 切実 な 声 が 寄せ られ 
て いま す 。 



























































































































































































































































































































































岩手 県 は 6 月 3 0 日 時 点 で 31, 529 名 の 方 が 仮 














キキ 居 暮 らし を 余儀 な くさ れ て いま す 。 事 
業 所 の 再開 や 雇用 の 確保 も 道 半 ば で す 。 住宅 建設 の 費用 も 高騰 し て いま す 。 そ の よう な 中 
で 窓口 負担 が 発生 すれ ば 、 必 要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で す 。 

つき まし て 国 に お か れ ま し て は 、 和 被災 され た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項目 に つい て 
実現 し て 頂き ます よう 要請 いた し ます 。 


ul 
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記 
1 国 は 、 被 炎 さ れ た 方 の 医療 費 窓口 負担 免除 を 今後 も 継続 し て 下さ い 
2 国 は 、 和 被災 され た 社保 の 方 の 医療 費 窓 口 負担 の 免除 を 復活 させ て 下さ い 











































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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石 町 
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【 議 決 年 月 日 】 
【 提 出 先 】 
【 件 


果 














日 本 大 震 災 に 





平成 26 年 9 月 24 日 
岩手 県 知事 




















こよ り 和 被災 さ れ た 本 県 の 国保 と 後期 高齢 者 
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免除 が 本 年 12 月 


岩手 県 保健 医 
後 ど うす る か の 
だ また 
数 を 減ら し た 」 
期 高齢 者 


矢 














医療 の 








し て 頂き た い 」 

で まず 。 圭 

て いま す 。 
本 県 は 6 月 3 


























社保 の 方 は 2012 年 2 月 








名 】 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 





医療 制度 の 方 の 

















療 費 窓口 負担 


























末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 











より 通常 の 負 











担 が 発生 し ます 。 








協会 が 彼 災 され た 方 々 
問い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」! 通 
に 免除 に 係る 国 


に 行っ て いる 


















































[通院 で き な く な っ た 」 が 43.8% 
負担 が 発 









































に 大 変 助 
「 年 金 生 活 で 国保 税 、 介 護 保険 料 、 
































地方 税 、 消 費 税 8 % と 
地 も 高く な っ て お り 再 建 で きま せん 。 助け て 下さ い 」 な どの 切実 な 声 が 寄せ られ 











アン ケー ト 調 査 で は 、 負 




















担 が 発生 し た 


肌 院 で き な い 」 が あわ せ て 49.79%% で し 


の 補助 が 打ち 切ら れ ま し た が 、 











「 通 院 回 
































に 上 り ま し た 。 こ の 結果 か ら 、 
生 す れ ば 、 和 社保 同様 の 事態 と な る こと は 明白 で す 。 ア ン ケ ー ト の 
意見 に は 「 震 災 で 仕事 を 失っ て し まい 免除 





けら れ て いま す 」 「 仮 設 に 


名 


















































0 日 時 点 で 31, 529 名 の 方 が 仮設 住 











開 や や 雇 





所 の 再 








] の 確保 も 道 半 





























人 
CN 


























つき まし て 岩手 県 



























































ば で す 。 住宅 建設 の 費用 も 高騰 し て い 
負担 が 発生 すれ ば 、 必 要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で す 。 
こ お か れ ま し て は 、 被 災 さ れ た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項目 に つ 





いる 間 は 免除 
負担 が 大 きぐ く 大変 





国保 や 後 





天 暮 らし を 余儀 な くさ れ て いま す 。 事業 
ます 。 その よう な 中 で 


























いて 実現 し て 頂き ます よう 要請 いた し ます 。 

請 
1 県 は 、 被 災 さ れ た 方 の 医療 費 窓口 負担 免除 を 2015 年 1 月 以降 も 継続 し 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 



























































し て 下さ い 
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【 提 
【 件 


本 年 4 月 か ら 消 
が 発表 し た 5 月 
4 月 の 4.69% か ら 拡 大 、 東 
影響 は 明らか で ある 。 
それ に も か か わら ず 、 政 府 ! 
12 月 初旬 に も 来 有 
し 0 し 、 だ と テア デベ ノミ クニ に だ によって マク 
は 顕著 で あり 、 中 


総務 省 


増税 に よる 





格差 の 広がり 
会 保障 削減 の 影響 
に も 逆行 する 。 
また 、4 月 増税 に 伴っ て 危 恨 され て いた 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
出 先 】 内 閣 総理 大 臣 
名 】 消費 税 109%6 増 税 の 中 止 を 求め る 意見 書 











費 税率 が 8% となり 、 






































計 調 査 で は 、 
日 本 大 震 災 が あっ た 2011 テ 














E 10 月 か ら の 














= 
け 





主 民 の 生活 と 景気 














は 夏場 に 向け て 経済 を 強め 、 そ の 夏場 の 経済 指 
費 税率 10% を 決定 する と し て いる 。 











ヽ 企業 ・ 勤 労 者 を ] 
























































枯 難 で あり 、 地 域 の 

















茂 し い 状 況 に ある 





a 























を 与え る 。 
以上 の こと か ら 、 地方 目 : 

















意 書 を 提 出す る 。 











以上 、 地 方 自治 





























影響 を 与え て いる 。 
NE 比 8.0% 減 少し 、 減 少 幅 は 
年 3 月 の 8.1% 以 来 の 落ち 込み と な り 、 




















ロ 的 経済 
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を 受け 、 さ ら な る 消費 税 増税 は 一 








や 経済 を 支え て いる 中 小 企業 は 





台 法 第 99 条 の 規定 に より 、 政府 に 対し 消費 税 増 





























中 小 企業 の 消費 税 転嫁 
、 売 上 減 と 消費 税 

















標 を 踏ま えて 





本 と が あっ て も 、 経 済 
一 方 で の 年 金 等 
時 














今日 の な か で 





























涼 」 


負担 増 に よっ 


地域 の 中 小 企業 倒産 、 失 業者 増大 な ど 地 域 経済 に 大 き な 影 響 














より 意見 書 を 提出 する 。 








止 を 求め る 
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聞 E 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 農 林 水 産 大 臣 
【 件 
































2014 年 産 米 は 、 宮 崎 県 、 鹿 児島 県 、 























年 を 4, 000 円 程度 下回る 12, 000 
大 暴落 が 懸念 され る 。 
この 間 、 米 の 生産 費 が 16, 356 



































] (60kg あたり 


名 】 政府 に よる 緊急 の 過剰 米 処 理 を 求め る 意見 書 














会 選 























全 算 入 2007 年 て 2011 和 


高知 県 な どの 超 早 場 米 の 消費 地 で の 取引 価格 が 「 前 
] 台 (1 依 60 * ぉ ヵ )」 な ど と 取り 沙汰 され 、 全 国 的 な 価格 の 























FE 平均) と いう 一 








方 で 、 米 価 下 落 が 続い て いる 。 農家 手取 り ベ ー ス で 4, 000 円 前 後 の 赤 字 と いう 状態 が 、 こ 





の 数 年 の 傾向 で ある 。 さ ら に 、 








2014 年 産 米 か ら 経 営 所 得 安定 対策 が ヨ 








て ん 交付 金 も 事 実 上 廃止 と な り 、 米 生産 農家 の 経営 は 圧迫 され て いる 。 











この も と で 米価 が さら に 帝 落 する な ら 、 
わけ 、 
る 。 
本 
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の 農業 は 、 岩 手 県 内 一 の 野菜 総合 産 } 
































E 減 され 、 米 価 変動 補 





再生 産 が 根底 か ら 脅 か され る こと と な る 。 とり 
規模 拡大 を し て きた いわ ゆる 「 担 い 手 」 の 経営 へ の 打撃 は は か り し れ な いも の が あ 











色 の た め 野 菜 農 家 の 割 合 が 多い が 、 米 生産 農家 


も 約 1, 100 戸 あ り 、 米 の 粗 生 産 額 は 約 6 億 円 と な っ て いる 。 今年 の 米価 下落 は 、 こ れ ら の 











米 生産 農家 の 経営 に 大 き な 影 響 を 与え る 。 








そもそも 、 こ の 春 か ら 秋 に か け て の 米 人 











えら れる 。2013 年 ・2014 年 度 の 基本 指針 を 決め た 昨 








議会 食糧 部 会 」 
何ら 対策 を 講 











で 、 今 年 6 月 末 の 在庫 が 2 年 前 に 比べ て 75 万 ' し も } 
じ て こ な か っ た 政府 の 責任 が 問わ れ て いる 。 ま た 、「 攻 め の 農 政 改革 」 で 、5 








j の 下落 は 、 政 府 の 姿勢 に よる も の が 大 きい と 考 





FE 11 月 の 「 食 料 ・ 農 業 ・ 農 村 政 策 審 
当 え る 認識 を し な が ら 、 


年 後に 政府 が 需給 調整 か ら 撤退 する 方 針 を 打ち 出し た こと も 追い 打ち を か け て いる 。 














コ 








主食 の 米 の 筑 給 と 価格 の 安定 を は か る の は 、 政 府 の 


























ほ 要 な 役割 で ある 。 過 剰 基調 が 明確 


に な っ て いる 今 、 政 府 の 責任 で 需給 の 調整 を 行う の は 当然 で あり 、 上 緊急 に 対策 を 実施 する 
こと が 求め られ て いる 。 こ うし た 上 緊急 対策 を 含め て 、 政 府 が 「 米 の 需給 と 価格 の 安定 に 責 











任 を 持つ 」 姿 勢 を 明確 に する こと が 、 今 、 』 














以上 の 趣 冒 か ら 下 記 の 事項 に つい て 、 地 方 自 








る 。 








記 








最も 求め られ て いる 。 
治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 す 




















1 備蓄 米 買い 入れ を は じ め 、 政 府 の 責任 で 緊急 に 過剰 米 処理 を 行う 



































以上 、 














地方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


【 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 

【 提 出 DEN 農林 水産 大 臣 

【 件 名 】 農業 委員 会 ・ 企 業 の 農地 所 有 ・ 農 協 改 革 な ど 、「 農 業 改 革 」 に 関す る 
意見 書 


























「 農 協 改 革 」、「 農 業 委員 会 の 公選 制 廃止 」 な ど を 含む 政府 の 「 農 業 改革 」 は 、 農 業 関 係 者 
の みな ら ず 地域 に 大 き な 衝 撃 を 与え て いる 。 

ー 連 の 改革 は 、5 月 14 日 に 政府 の 規制 改革 会 議 農 業 ワ ー キ ング グル ー プ が 出し た 原案 に 
基づい て 、 6 月 13 日 に 規制 改革 会 議 が 答申 を 出し 、 さ ら に 6 月 24 日 に 出さ れ た 、 政 府 の 
「 骨 太 方 針 2014」 並び に 「 新 成長 戦略 」 に 盛り 込ま れ た 。 
この 「 農 業 改革 」 は 、 安 倍 首 相 の 「 日 本 を 世界 で 一 番 企業 が 活躍 し や すい 国 」 を つく る 
成長 戦略 の 一 環 と し て 出さ れ て いる 。 日 本 農業 と 国民 の 食 を 支え て きた 家族 農業 を 否定 し 、 
農業 と 農地 を 企業 の 利益 の た め に 解放 し よう と する も の で ある 。 そ し て 、 そ の 障害 と な る 
農業 委員 会 や 農協 の 事実 上 の 解体 も 提言 し て いる 。 

農業 委員 の 公選 制 を 廃止 し 、 地 域 農 業 振興 の 建議 機能 を 奪う こと は 、 農 地 管 理 や 農業 振 
興 に 対す る 農業 者 の 意見 表明 の 場 を 奪う こと に な る 。 農業 生産 法人 の 要件 緩和 と 合わ せ 、 
企業 の 農地 取得 に 道 を 開く こと に つなが る 。 
また 、 農 協 中 央 会 の 見 直し 、 全 農 の 株 式 会 社 化 、 さ ら に は 単位 農協 か ら 信 用 ・ 共 済 事業 

分 離す る こと は 、 家 族 農 業 や 地域 経済 を 支え 、 地 域 の イン フラ を 提供 し て いる 農協 の 役 
割 を な い が し ろ に する も の で ある 。 地域 経済 や 労働 者 の 雇用 に も 重大 な 影響 を 与え る 。 

この 方 向 は 、 企 業 の 利益 の た め に 、 自 主 的 に 運営 され る べき 協同 組合 の 存在 を 否定 する 
こと に つなが りか ね な い 。 I CA (国際 協同 組合 同盟 ) 会 長 も 、「 協 同 組 合 の 根本 的 な 原則 

SN RGN RS Re td 

これ ら の 「 農 業 改革 」 は 、 国 民 の 食料 と 地域 の 将来 に 重大 な 影響 を 及ぼ す 。 今 、 食 料 危 
機 が 心配 され る な か 、 層 来 に に わた っ て 安全 ・ 安 心 な 食料 生産 ・ 供 給 を 担い 、 環 境 と 調和 で 
きる の は 家族 農業 で あり 、 国 連 も 今年 を 国際 家族 農業 年 と し て いる 。 上 農業 政策 の 基本 を 、 
企業 の 参入 ・ 進 出 に 置く の で は な く 、 家 族 農業 を 基本 と し 、 そ れ を 支え る 諸 制 度 の 充実 、 
地域 コミ ュ ニ ティ の 維持 、 協 同 組 合 を 発展 させ る こと が 重要 だ と 考え る 。 

以上 の 趣旨 か ら 下 記 の 事項 に つい て 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 す 
2 の 
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記 
1 「 骨 太 方 針 2014」 並 びに 「 新 成長 戦略 」 に 位置 づけ た 「 農 業 改革 」 を 中 止 す る こと 。 
2 農政 改革 に あたっ て は 、 Nn 
充実 、 農 業 委 員 会 、 農 協 の 役割 の 強化 等 、 生産 の 振興 と 食料 自給 率 向 上 に 資す る も の 
に する こと 。 


































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








矢 巾 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 18 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 現行法 (原子 爆弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法律 ) の 改正 を 求め る 


意見 書 




















69 年 前 に 広島 ・ 長 崎 に 投下 され た 原子 爆弾 は 二 つ の 都市 を 一 瞬 に し て 壊 減 さ せ 、 多 く の 
人 の 命 を 奪い まし た 。 そ れ か ら 、 今 日 まで 被爆 者 は 、 い の ち 、 か ら だ 、 こ ころ 、 く らし の 
被害 に 苦し め ら れ て きま し た 。 

被爆 者 は 、「 ふ た た び 被 爆 者 を つく る な 」 と いう 悲願 実現 の た め に 「 核 兵器 の 廃絶 」 と 「 原 
爆 被害 に 対す る 国 の 償い 」 を 求め て 、 国 内 外 で 運動 を 続け て きま し た 。 こ の 願い は 被 傷 者 
の 命 を か けた 願い で あり 、 日 本 国民 と 世界 の 人 々 の 願い で も あり ます 。 

国 は 、「 原 子 爆弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法律 」 (以下 現行 法 と 表現 する ) に よっ て 
被爆 者 施策 を 行っ て いま す 。 し か し 、 原爆 被害 に 対す る 償い は な され て いま せん 。 そ れ は 、 
現行 法 が 原爆 被害 を 初期 放射 線 被害 に 限定 し て いる こと 、 高 齢 化し た 被爆 者 に 対す る 施策 

と し て いる こと 、 核 兵器 の 廃絶 を 「 究 極 的 廃絶 」 と し て いる こと 、 戦 争 被害 受 妨 論 の 立場 
に 立っ て いる こと に より ます 。 

ふた た び 和 被爆 者 を つく ら な いた め に 、 国 民 の 命 を 守り 、 日 本 国民 が 安心 し て 、 安 全 に 暮 
ら す た め に も 、 現行法 を 原爆 被害 に 対す る 国 の 償い を 明記 し た 内 容 と する 法律 に 改正 する 
必要 が あり ます 。 
原爆 被害 に 対す る 国 の 償い は 、 国 が 原爆 被害 を 償う こと に よっ て 、 ふ た た び 和 被 傷 者 を つ 
くら な い 誓 い を 、 宣 言 す る こと と 考え ます 。 

や が て 、 被爆 70 年 を 迎え よう と し て お り 、 一 日 も 早い 国 の 償い が 求め られ て いる こと か 
ら 、 下 記 項 目 を 中 心 と する 「 原 子 爆弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法律 」 の 改正 が 行わ れ 
ます よう 意見 書 を 提出 し ます 。 

















































































































































































































































































































































































































記 
1 ふた た び 被 爆 者 を つく ら な いと の 決意 を 込め 、 原 爆 被害 に 対す る 国 の 償い と 核兵器 
の 廃絶 を 趣旨 と する 法 の 目的 を 明記 する こと 。 
2 原爆 死没 者 に 償い を する こと 。 
3 すべ て の 被爆 者 に 償い を する こと 。 



















































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








矢 巾 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 18 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私学 教育 を 充実 ・ 発 展 さ せる た め の 意 見 書 








私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環境 に 置か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 
いこ と が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 















































































































































過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 


























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








矢 巾 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 18 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 防 衛 大 臣 

【 件 名 】 集団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 閣議 決定 を 撤回 し 関係 法律 の 「 改 正 」 
を し な いこ と を 求め る 意見 書 








集団 的 自衛 権 の 行使 は せ 、 こ れ ま で 半 世 紀 以 上 に わた り 、 歴 代 の 政権 が 憲法 上 の 制約 か ら 
容認 で き な い と し て きた も の で す 。 こ の た め 、2003 年 の 自衛 隊 イ ラク 派遣 で は 、「 武 力行 
使 を し て は な ら な い 」 「 戦 闘 地域 に 行っ て は な ら な い 」 と いう 二 つ の 歯止め が か けら れ た も 
と で 行わ れ た も の で し た 。 
安倍 内 閣 が 去る 7 月 1 日 に 行っ た 集団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 閲 議 決定 は 、 戦 後 の 
日 本 の 国 の あり 方 を 根底 か ら 覆 す も の で す 。 こ れ ほ ど 重 要 な 事 を 、 一 内 閣 の 憲法 解釈 の 
変更 と 開 議 決定 で 行う と は 、 近 代 立 憲 主 義 の 根本 を 破壊 する 又 挙 で あり 断じて 許さ れ ま 
せん 。 国 の 最高 法規 は 憲法 で あり 、 こ れ に 反する 閑 議 決定 は 無効 で す 。 よ っ て 速やか に 
閣議 決定 を 撤回 し 関係 法律 の 「 改 正 」 を し な いこ と を 強く 求め ます 。 




























































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 



































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








矢 巾 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 18 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 
【 件 名 】 消費 税 109%6 増 税 の 中 止 を 求め る 意見 書 











本 年 4 月 より 消費 税率 が 8% となり 、 市 民 の 生活 と 景気 に 大 激震 を 与え て いま す 。 

総務 省 が 発表 し た 5 月 の 家計 調査 で は 、 消 費 支 出 が 前 年 同月 比 8.0% 減 り 、 減 少 幅 は 4 
月 の 4.6% か ら 拡 大 、 東 日 本 大 震 災 が あっ た 2011 年 3 月 の へ 8.1% 以 来 の 落ち 込み と な り 、 
増税 に よる 深刻 な 影響 は 誰 の 目 に も 明らか で す 。 

それ に も か か わら ず 、 政 府 は 夏場 に 向け て 経済 を 強め 、 そ の 夏場 の 経済 指標 を 踏ま えて 
12 月 初旬 に も 来年 10 月 か ら の 消費 税率 10% を 決定 する と し て いま す 。 

し か し 、 た と え ア ベ ノ ミ クス に よっ て マク ロ 的 経済 指標 が 上 向く こと が あっ て も 、 経 
済 格 差 の 広がり は 顕著 で あり 、 中 小 企業 ・ 勤 労 者 を 土台 と する 国民 経済 は 、 一 方 で の 年 
金 等 社会 保障 削減 の 影響 も 受け 、 さ ら な る 消費 税 増税 は 一 層 深 刻 な 消費 不況 を 招き 、 地 
域 経 済 に 計り 知れ な い 影 響 を 与え る こと は 必至 です 。 そ れ は 全体 と し て の 税収 減 を 招き 、 
財政 再建 に も まっ た く 逆 行 し ます 。 
また 4 月 増税 に と も な っ て 危 慣 され て いた 中 小 企 業 の 消費 税 転 嫁 は 、 厳 し い 今日 の な か 
で や は り 困 難 で あり 、 地 域 の 雇用 や 経済 を 支え て いる 中 小 企業 は 、 売 上 減 と 消費 税 負 担 増 
に よっ て 塗 炭 の 苦し み に あ り ま す 。 

これ 以上 の 消費 税 増 税 は 、 地 域 の 中 小 企業 倒産 、 失 業者 増大 を 招き 、 地 域 経済 へ 壊滅 的 
打撃 を 与え ます 。 








































































































































































































































































































































































































以上 の こと か ら 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 政 府 に 対し 、 消 費 税 増税 中 止 を 求め 
る 意見 書 を 提出 いた し ます 。 



























































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








矢 巾 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 18 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 

【 件 名 】 住民 の 安全 ・ 安 心 を 支え る 公務 ・ 公 共 サ ービス の 体制 ・ 機 能 の 充実 を 
求め る 意見 書 



































東日本 大 岩 災 や 連 年 の 台風 な ど に より 、 全 国 各地 で 大 き な 被 害 が 発生 し て いる な か 、 公 
務 労 働 者 は 国 ・ 地 方 を 分 か た ず 、 復 旧 ・ 復 興 に 向け て 全力 で 取り 組ん で いま す 。 国 の 機関 
で は これ ら の 活動 に あたり 、 全 て の 地方 出先 機関 が 本 省 と 一 体 と な っ て 役割 を 発揮 し て い 
ます 。 仮 に 国 の 出先 機関 の 廃止 や 地方 移譲 が 行わ れ て いた な ら 、 迅 速 な 復旧 な どの 取り 組 
み は 極 め て 困難 で あっ た と 考え られ ます 。 そ うし た 復旧 ・ 復 興 の 活動 は 報道 で も 取り 上 げ 
られ 、 公 務 ・ 公 共 サ ービス の 重要 性 や 「 構 造 改革 」 路 線 の 問題 点 が 指摘 され る と と も に 、 
氏 民 の いのち を 守り 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に は 、 国 と 地方 の 双方 に よる 責任 と 役割 の 
発揮 が 不可 欠 な こと が 改め て 明らか に な り ま し た 。 
その 一 方 で 、 現 在 の 都 道 府 県 制度 を な くし 、 国 の 役割 を 外交 や 防衛 、 危 機 管 理 、 金 融 な 
ど に 限定 する 、「 道 州 制 」 導 入 の 議論 が 活発 化し て いま す 。 国 民 の た め の 議 論 で は な く 、 道 
州 制 導 入 あ りき の 議論 が 進め ば 、 国 民 の くら し ・ 福 祉 ・ 教 育 な ど に 関わ る 国家 責任 が 大 き 
く 後退 する こと 、 ま た 、 更 な る 市 町 村 合 併 に よっ て 住民 生活 ・ 地 域 格差 の 拡大 が いっ そう 
進行 し 、 住 民 と の 距離 が 広がる こと に よる 住民 自治 の 形骸 化 な ど が 懸念 され ます 。 

さま ざま な 政府 統計 が 示す と お り 、 国 民 の 所 得 と 消費 は 下がり 続け 、 就 業 ・ 営 業 や 就学 
の 困難 が 増し 、 格 差 と 貧困 が 広がり 続け て いま す 。 ま た 、 東 海 地震 や 東南 海 ・ 南 海 地震 の 
発生 が 確実 視 さ れる な ど 生 活 へ の 不安 は 増す ば び か り と な っ て いま す 。 こ う し た な か で 、 国 
民 の いのち を 守り 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に は 、 国 と 地方 の 共同 に よる 責任 と 役割 の 発 
揮 が 不可 欠 で す 。 
出先 機関 の 原則 廃止 を は じ め と する 「 地 域 分 権 改革 」 や 「 道 州 制 」 は 、 地 域 に お いて 国 
が 果たす べき 責任 と 役割 を あい まい に する も の で 、 政府 の 使命 に 反する と と も に 憲法 第 25 
条 の 完全 保障 を 求め る 国民 的 要求 に も 背く も の で す 。 

よっ て 、 政 府 に お か れ て は 、 下 記 の 事項 に つい て 実現 する よう 強く 要望 し ます 。 

記 

1 憲法 第 25 条 の 完全 保障 を 実現 する た め 、 国 と 地方 の 共同 を 強め る と と も に 、 公務 ・ 公 
共 サ ービス の 体制 ・ 機 能 の 充実 を 図る こと 。 
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2 防災 対策 な ど 住 民 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 必要 な 、 国 の 出先 機関 や 独立 行政 法 
人 の 体制 ・ 機 能 の 充実 を 図る こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 
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意見 書 の 内 容 








矢 巾 町 


Es 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理 
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【 件 名 】 被災 者 の 医療 費 窓 口 負担 の 免除 継続 

















東日本 大 震 災 に より 被災 され た 岩手 県 の 国保 と 後 
































大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 


を 求め る 意見 書 





期 高 齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 費 窓口 負 



































担 免除 が 本 年 12 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 
岩手 県 保険 医 協会 が 被災 され た 方 々 に 行っ て いる 


























月 より 通常 の 負担 が 発生 し ます 。 











アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 











後 どう する か の 間 い 

















に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 で き な い 」 


が あわ せ て 49.79% で し 























た 。 ま た 、 社 保 の 方 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 
数 を 減ら し た 」「 通 院 で き な く な っ た 」 が 43.89%! 
期 高 齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 和 社保 同様 の 事態 
意見 に は 「 震 災 で 仕事 を 失っ て し まい 免除 に 大 変 助 
し て 頂き た い 」「 年 金 生 活 で 今 は 国保 税 、 
地 も 高く な っ て お り 再 建 で きま せん 。 助 0 


































































































の 補助 が 打ち 
こ 上 り ま し た 。 こ の 結果 か ら 、 


介護 保険 料 、 地 方 税 、 消 
ナ て 下さ い 」 な どの 切実 な 声 が 寄せ られ て いま す 。 


























切ら れ ま し た が 、「 通 院 回 
国保 や 後 
と な る こと は 明白 で す 。 ア ン ケ ー ト の 
けら れ て いま す 」「 仮 設 に いる 間 は 免除 
費 税 8 % と 大 変 で す 。 土 



























































岩手 県 は 6 月 30 





業 所 の 再 


日 時 点 で 31, 529 名 の 方 が 仮設 住 














大 暮らし を 余儀 な くさ れ て いま す 。 事 


























開 や 雇 / 


1 の 確 











愉 も 道 半 ば で す 。 住 宅 建設 の 費用 も 高 勝 し て いま す 。 そ の よう な 中 
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と ju 











負担 が 発 
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実現 し て 




















きま し て 国 






































玉 | は 、 














玉 | は 、 











被災 きれ た 方 の 


被災 され た 社保 の 方 の 


、 地 方 自治 法 第 




















生 す れ ば 、 必 要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で す 。 
に お か れ ま し て は 、 
1 きま すず よう 要請 数 し まず す 。 

















(に つい て 








被災 され た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項 

















療 費 窓口 負担 免除 を 今後 も 継続 
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し て 下さ い 。 
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負担 の 免除 を 








復活 させ て 下さ い 。 






































99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








矢 巾 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 18 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 
【 件 名 】 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 

















東日本 大 震 災 に より 被災 さき され た 本 県 の 国保 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 費 窓 口 負 提 
免除 が 本 年 12 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 し ます 。 

岩手 県 保険 医 協 会 が 被災 され た 方 々 に 行っ て いる アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 
後 ど うす る か の 問い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 で き な い 」 が あわ せ て 49.7% で し た 。 
また 、 和 社保 の 方 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 の 補助 が 打ち 切ら れ ま し た が 、「 通 院 回 数 を 
減ら し た 」「 通 院 で き な く な っ た 」 が 43.8% に 上 り ま し た 。 こ の 結果 か ら 、 国 保 や 後期 高 
齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 社 保 同 様 の 事態 と な る こと は 明白 で す 。 ア ン ケ ー ト の 意見 
に は 「 震 災 で 仕事 を 失っ て し まい 免除 に 大 変 助 けら れ て いま す 」 「 仮 設 に いる 間 は 免除 し て 
頂き た い 」「 年 金 生 活 で 今 は 国保 税 、 介 護 保険 料 、 地 方 税 、 消 費 税 8 %% と 大 変 で す 。 土 地 も 
高く な っ て お り 再 建 で きま せん 。 助け て 下さ い 」 な どの 切実 な 声 が 寄せ られ て いま す 。 
本 県 は 6 月 30 日 時 点 で 31, 529 名 の 方 が 仮設 住居 暮らし を 余儀 な くさ れ て いま す 。 事業 
所 の 再開 や 雇用 の 確保 も 道 半 ば で す 。 住宅 建設 の 費用 も 高騰 し て いま す 。 そ の よう な 中 で 
窓口 負担 が 発生 すれ ば 、 必 要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で す 。 

つき まし て 岩手 県 に お か れ ま し て は 、 被 災 さ れ た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項目 に つ 
いて 実現 し て 頂き ます よう 要請 致し ます 。 
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記 
HH 
療 費 窓口 負担 の 免除 を 2015 年 1 月 以降 も 継続 し て 下さ い 。 














1 県 は 、 被 災 さ れ た 方 の 








了 





























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








西 和賀 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 に つい て の 意見 書 

















私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 
NN ON a 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当り に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
OR Rt に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 






































































































































が 求め られ て いま す 。 
よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 














過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 





















































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
西 和賀 町 | 【 議 決 年 月 日 】 a 19 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 痢 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
i 復興 大 臣 





【 件 














| 日 本 大 震 災 に 
































東 
費 窓口 負担 免除 が 1 2 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 





名 】 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 


























より 通 


こよ り 和 被災 され た 岩手 県 の 国民 健康 保険 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 
肌 常 の 負担 が 発生 し ます 。 




















岩手 県 保険 医 協 会 が 被災 され た 方 々 に 行っ て いる アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 


後 ど うす る か の 問い ( 
た 。 ま た 、 社 
た が 、 
ト の 意見 に は 


に 対し 














の 負担 が 発生 すれ ば 





[通院 回 数 を 減ら す 」、 
会 保険 加入 者 の 方 は 平成 2 4 年 2 月 
「 通 院 で き な く な っ た 」 が 43.8% に 
「 震 災 で 仕事 を 失っ て し まい 免除 に 助 
し て ほし い 」 な どの 切実 な 声 が 寄せ られ て いま す 。 
、 社 保 同 様 の 事態 と な る こと は 明 


「 通 院 回 数 を 減ら し た 」、 





LT 








岩手 県 内 で は 、 6 月 30 








日 時 点 で 3 1, 

























































































この 結果 か ら 、 
邊 で まお 8 
529 人 の 方 が 仮設 

































































て いま す 。 事業 所 の 再開 や 雇用 の 確保 も 道 半 
負担 が 発生 すれ ば 
被災 され た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 項 目 を 実現 する よう 強く 





RN 
で 





その よう な 中 で 、 
よっ て 、 国 に お いて は 、 
求め ます 。 





























1 被災 され た 方 の 医療 費 窓 口 負 

















、 必 要 な 受診 が 妨げ られ る こ 


けら れ て いる 」、 








「 通 院 で き な い 」 が あわ せ て 49.79%% で し 
に 免除 に 係る 国 の 補助 が 打 











ち 切 られ まし 
りり ま た 。 デン ケー 
「 仮 設 に いる 間 は 免除 
国保 や 後期 高齢 者 医療 


























主 居 暮らし を 余儀 な くさ れ 
ば で あり 、 住宅 建設 の 費用 も 高騰 し て いま す 。 





こと は 明らか で す 。 

















記 
担 免 除 を 今後 も 継続 する こと 。 






































2 被災 され た 社会 保険 加入 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 復活 させ る こと 。 





以上 、 地 方 自 














治 法 第 9 9 条 の 規定 に 


























書 を 提出 し ます 。 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








西 和賀 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 























東日本 大 震 災 に より 被災 され た 岩手 県 の 国民 健康 保険 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 
費 窓 口 負 担 免 除 が 1 2 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 し ます 。 

岩手 県 保険 医 協会 が 被災 され た 方 々 に 行っ て いる アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 
後 ど うす る か の 間 い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」、「 通 院 で き な い 」 が あわ せ て 49.7% で し 
た 。 ま た 、 社 会 保険 加入 者 の 方 は 平成 2 4 年 2 月 に 免除 に 係る 国 の 補助 が 打ち 切ら れ ま し 
た が 、「 通 院 回 数 を 減ら し た 」、「 通 院 で き な く な っ た 」 が 43.8% に 上 り ま し た 。 ア ン ケ ー 
ト の 意見 に は 「 震 災 で 仕事 を 失っ て し まい 免除 に 助け られ て いる 」、「 仮 設 に いる 間 は 免除 
し て ほし い 」 な どの 切実 な 声 が 寄せ られ て いま す 。 こ の 結果 か ら 、 国 保 や や 後期 高齢 者 医療 
の 負担 が 発生 すれ ば 、 和 社保 同様 の 事態 と な る こと は 明白 で す 。 
岩手 県 内 で は 、 6 月 3 0 日 時 点 で 3 1, 5 2 9 人 の 方 が 仮設 住居 暮らし を 余儀 な くさ れ 
て いま す 。 事業 所 の 再開 や 雇用 の 確保 も 道 半 ば で あり 、 住宅 建設 の 費用 も 高騰 し て いま す 。 
その よう な 中 で 、 窓 口 負担 が 発生 すれ ば 、 必 要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で す 。 
よっ て 、 県 に お いて は 、 被 災 さ れ た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 項 目 を 実現 する よう 強く 
求め ます 。 
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| 以降 も 継続 する こと 。 
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1 被災 され た 方 の 医療 費 窓口 
































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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意見 書 の 内 容 








西 和 賀 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 


【 提 
【 件 


東 日 





本 大 岩 災 か ら 3 年 が 経過 し まし た 。 東 


出 先 】 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 
名 】「 被 災 児 童 生 徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 























由 に より 就学 等 が 
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具体 的 に は 、 功 稚 
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園 、 




















校 、 専 修学 校 ・ 各 種 学校 に 対し て 自 


= 4 


に お いて 、 岩 炎 に より 、 
負担 を 全額 玉 費 で 玉 























難 な 子 ども を 対象 に 、 国 


が 負担 


























小 ・ 中 学校 、 
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対象 者 増 や 単 人 
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日 本 ブ 
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臨時 特例 交 
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は 58, 35 2 人 、 

















強く 望む 声 が 届い て い 




















く 求め ます 。 














1 東日本 大 震 災 に よっ 
する た め 、 引 き 続 き 、 
援 等 臨時 特例 交付 金 」 











以上 、 地 方 自 

















2 5 年 度 は 5 2, 
要 で す 。 学校 現場 か ら も 


治 法 第 9 9 条 の 規 








され まし た 。 


で 、 平 成 2 3 

















・ 支 援 す る も の で す 。 
お いて 、 平 成 2 6 年 度 ま で 必要 な 支援 で きる よう 
け 金 」 が 創設 


ほ 業 対象 の 子ども の 数 は 全国 FE 度 は 6 7。 
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天 れ る だ め 。 
平成 2 3 年 度 


震 災 で 被災 を し 、 
に よる 就学 支援 等 が 行わ れ て いま 


継続 を 求め る 意見 書 














経済 的 務 
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高等 学校 、 特 別 支援 学級 ・ 学 校 、 私 立 学 























本 が 実施 し て いる 既存 の 就学 支援 事業 等 
H 治 体 の 新た な 




















民 の 補正 予算 











「 被 災 児 
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生徒 


6 83 9 入 。 





就学 支援 等 


2 4 年 度 


436 人 と な っ て お り 、 支 援 の 継続 が 必 
F 成 2 6 年 度 で 終了 する こと の な いよ う 制 度 の 継続 を 
ます 。 

こう し た 状況 を ふま え 、 経 済 的 に 
学 が 保障 され る よう 平成 2 7 年 度 政 


困 氏 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 
符 の 予算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 を 強 





て 経済 的 に 困 欠 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 を 保障 











平成 2 7 年 度 以降 も 全額 
































を 継続 する こと 。 


私費 で 支 

















定 に より 








援 す る 「 被 災 児 童 生徒 就学 支 





提出 し ます 。 



















































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 

西 和賀 町 | 【 議 決 年 月 日 】 Hi 19 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 文 部 科学 大 臣 
【 件 名 】「 手 話 言語 法 (仮称 )」 制 定 を 求め る 意見 書 
手話 と は 、 日 本 語 を 音声 で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 
の 語 英 や 文法 体系 を も つ 言 語 で す 。 手話 を 使う ろう 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た 
ちの 音声 言語 と 同様 に 、 大 切な 情報 獲得 上 コミュ ニケ ーション の 手段 と し て 大 








切 に 守ら れ て きま 





は 手話 を 使う 





平成 1 8 年 1 2 
ある こと が 明 
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に 採択 され た 
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に 向け て 


い 歴史 が あり まし た 。 
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切 に 講じ る よう 強く 求め ま 
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と し て 普及 、 研 究 す る こと の で きる 環境 整 


備 を 目的 と し た 「 手 




















し ます 。 


























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
西 和賀 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 農林 水産 大 臣 、 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 米 価 下 落 に 対す る 早急 な 対応 を 求め る 意見 書 
全農 いわ て 県 本 部 の 示 し た 2014 年 産 米 の 概算 金 は 、 本 町 の 主力 品種 「 あ きた こま ち 」 が 


受け る こと が で きず 、 
急速 に 進む こと が 懸念 され る 。 
村 及 び 関 係 機関 が 一 体 と な っ た 上 
に 要望 する も の で ある 。 





前 年 比 3, 300 円 減 の 7, 900 円 、 

















「 い わ て っ こ 」 が 3, 800 

























































































中 日 








a 








この た め 、 国 、 県 、 
と か ら 、 の と を 緊急 


人 











① 米 の 収入 減少 影響 緩和 対策 (ナラ シ 対 策 ) 
] 滑 化 対策 の か さ 上 げ 等 要 作 











ラ シ 移 行 の た め の 
② 米 の 過剰 在庫 を 主 
③ 農家 が 生産 意欲 を 維持 
































食用 米 か ら 切 り 離 し 、 滞 
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し 、 か つ 、 和 震 給 調整 








接 支払 交付 金 の 増額 を 





区 





る ご と s 
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治 法 第 











以上 、 地 方 E 9 9 条 




















の 規定 に より 意見 書 を 提 




















] 減 の 7, 100 円 と 、 過去 最 


区 低 の 水稲 




















栽培 農家 に と っ て 極め て 厳し い 価 格 設定 と な っ た 。 

これ は 、 農 家 努 力 に よる 生産 費 削減 の 限界 を 超え 、 計 
は 今年 度 か ら 、 農 家 所 得 の 倍増 を 目指 し 、 全 都 道 府 県 に 農 
手 へ の 農地 集積 を 加速 化す る こと と し た 。 し か し な が ら 、 


小 規模 農家 の 廃業 が 進み 、 引 き 受 1 


(に つい て 、 

E 緩 和 を 
畜 給 が 均衡 する た め の 対 策 を 講ず る こと 。 
に 積極 的 に 参加 で きる よ 2 水 | 











生産 が 不可 能 な 金額 で ある 。 国 で 
地 中 間 管理 機構 を 設立 し 
この 米価 で は 担い 手 が 農 
手 の な い 農 地 の 耕 作 放棄 地 化 が 


、 担 い 
謀 地 を 借 


























下 人 





& な 対応 が 必要 と 思 














早 争 

















る こと 。 
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: わ れる こ 


に 発動 する と と も に 





























活 





| の 








四 . 











出し ます 。 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








平 泉 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 法 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 


【 提 
【 件 


出 先 








は 、 集 団 
に 慎 





】 衆議院 完 議 長 


的 自衛 権 の 














征 に 対応 す 





























理由 
集団 的 自衛 





























これ を 行使 し 





撃 を 実力 で 阻止 する こと は 、 憲 法 


権 に つい て 、 


名 】 集団 的 自衛 権 の 行使 に つい て 国民 的 な 合 








行使 に つい て 、 立 憲 主 
る よう 強く 要望 する 。 








国際 法 上 、 


歴代 政権 は 、 




















て 、 我 が 攻 














が 直接 攻撃 され て いな い ( 








た 第 9 条 の 下 で 詳 





る も の で あり 許さ れ な いと し て きた 。 











先 の アジ ア ・ 
の な いよ うに する こと を 


太平 洋 戦 











する 日 本 上 











1 











も 明らか で あ 
各種 世論 調 














と な っ て お り 、 政 府 に 一 番 に 了 


じ め と し た 地 


坪 人 


! 域 経済 の 回 


た を 制定 











全て の 戦力 を 放棄 する 趣 


る 。 
査 で は 、 集 

















争 の 教 ョ 
意 し 、 

















綱 で あっ た こと 





財 的 自衛 権 の 行使 容認 を 多 





























復 で あり 、 集 団 的 

















論 も な され て いる と は 必ず し も 言え な い 。 








まつ で 、 
ね る と と も に 











以上 、 地 方 用 


年 に お いて は 、 


、 慎 重 に 対 


























治 法 第 99 条 の 規定 【 





立憲 主義 を 踏ま えた 国民 的 な 合意 に 向け て 丁寧 





応 す る よう 強く 要望 する 。 








義 を 踏 


こよ り 意 見 書 を 提 昌 








か ら 、 政 府 の 行為 に よっ て 再 
民主 権 、 戦 争 の 放棄 、 基 本 的 人 権 
し て 戦後 の 歩み を 始め た も の で あり 、 戦 争 の 放棄 が 、 
は 、 憲 法制 定 議会 に 





E え た 日 


当然 に 集団 的 自衛 権 を 有 し て 
こも か か わら ず 他 国 に 加え られ た 武力 攻 
御 容 され て いる 自衛 権 の 行使 


慎重 な 対応 を 求め る 意見 書 











民 的 な 合意 を 得る よう 努め 








う 努 











) る が 、 














の 範囲 を 超え 

















び 戦 争 の 惨 袖 が 起こ る こと 
民 障 を 三 大 原則 と 
自衛 戦力 を 含 


相 の 答弁 か ら 
























































ゝ 
・ 








お ける 吉 























く の 攻 








民 は 認め て いな いこ と が 明らか 





反り 組ん で ほし い 国 内 の 課題 は 、 
自衛 権 の 行使 容認 に つい て は 、 十 分 な 国 























震 災 被災 地 の 早 期 復 興 を は 
民 的 議 




















論 を 積み 重 


に 議 』 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





平 泉 町 








【 議 決 年 月 日 】 
【 提 


【 件 名 】 


うだ っ 


手話 と は 、 日 本 語 を 
文法 体系 を も つ 言 語 で ある 。 
様 に 、 

















大 切な 情報 獲得 と コミ ュ ニ ケー ショ ン の 手段 と し て 大 切 に 守 
し か し な が ら 、 る ろう 学校 で は 手話 は 禁止 され 、 社 会 で は 手 


平成 26 年 9 月 19 日 
出 先 】 内 閣 総理 大 臣 
「 手 話 言語 法 」 制 定 を 求め る 意見 書 











で は な く 手 や 指 、 体 な どの 動き や 顔 の 表情 を 使う 独自 


手話 を 使 2 




















られ て きた 。 








を 使 







































































た 長い 歴史 が あっ た 。 現在 で は 、 ろう 学校 で も 手話 を 使っ て 指 
れ て いる 。 
また 、 手 話 通訳 者 養成 ・ 派 遣 ・ 設 置 事業 の 法制 化 な ど に より 社会 的 に 手話 を 認 
き て いる も の の 、 そ の 活用 や 認識 は まだ まだ 充分 と は いえ な い 状 況 で ある 。 
2006 (平成 18) 年 12 月 に 採択 され た 国連 の 障害 者 権利 条約 に は 、「 手 話 は 言 
る こと が 明記 され て いる 。 





障害 者 権利 条約 の 批 























成立 し た 「 改 正 障 害 者 基本 法 」 で は 「 全 て 障害 者 は 、 可 能 な 限り 、 言 語 
その 他 の 意思 疎通 の た め の 手 段 に つい て の 選択 の 機会 が 確保 され る 」 と 定め られ た 。 
































また 、 
が 音声 言語 と 対等 
け 、 手 話 で 学べ 、 自 


























准 に 向け て 


re ょ 国 ・ 地 方 公共 団体 
i と を 広く ( 
手話 が 使え 、 更 に は 手話 を 言語 と し て 普及 、f 










































































日 本 政府 は 国内 法 の 整備 を 進め 2011 (平成 23) 


生 放 















































民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手 
究 す る こ 





国 


















































る 環境 整備 に i し て 実現 する こと が 必要 で ある と 考え る 。 





よっ て 平泉 町 議会 は 、 政 府 と 


手話 が 音声 言語 と 対等 














国会 が 下 
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un と を 広く 国民 に 広め 、 き こえ な い 子 ども が 手話 を 
移す る こと 






































は 手話 を 言語 と し て 普及 、 








手話 が 使え 、 











更に ! 





身 に つけ 、 手 話 で 学べ 、 自 
































の で きる 環境 整備 を 





的 と 0 「 手 話 言語 法 (仮称 ) 」 を 制定 する こと 。 

















以上 、 地 方 E 

















治 法 第 99 条 の 規定 【 





出し ます 。 





こよ り 意 見 書 を 提 





うろ う 者 に と っ て 、 聞 こえ る 人 た ちの 音声 言語 と 同 


うこ と で 差別 され て き 
導 で きる 職員 が いる が 限ら 


(手話 を 含む 。) 


に 対し て 情報 保障 施策 を 義務 づけ て お り 、 手 語 
話 を 身 に つ 


記事 項 を 講ず る よう 強く 求め る も の で ある 。 


の 語 緊 や 











年 8 | (に 

















と の で き 








































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 

住 田 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 25 日 
【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 財務 大 臣 
【 件 名 】 消費 税 1 09%% へ の 引き 上 げに 反対 する 意見 書 
本 年 4 月 か ら 消費 税率 が 8 % に 増税 され 、 さ ら に は 物価 や 原材料 の 高騰 が 、 地 方 の 住民 
の 生活 と 景気 に 影響 を 与え を て いる 。 総務 省 が 発表 し た 5 月 の 家計 調査 で は 、 消 費 支出 が 前 
年 同月 比 8. 0% 減 少し て お り 、 減 少 幅 は 4 月 の 4. 6% か ら 拡 大 、 東 日 本 大 震 災 が あっ 
た 平成 2 3 年 年 3 月 の 8. 1 % の 減少 以来 の 落ち 込み と な っ て いる 。 こ の 深刻 な 状況 は 


























アベ ノミ クス に 
中 央 と の 経済 格差 の 広がり 
動く 勤労 者 の 生業 と くら し は 、 厳 し さ を 増 


し く 、 




















そこ で 


0 9% へ の 引き 上 げ は 、 い っ そう 深刻 な 消 
え 込 ませ る こと は 税収 減 に 直結 し 、 





える こと は 必至 で ある 。 











る 。 
よっ て 国 に 
以上 、 地 方 自治 法 第 

















よっ て マク 


ロ 的 





経済 を 冷 





お いて は 、 さ ら な る 消 


99 条 の 規 








は 顕著 で ある 。 
































費 税 


当 税 を 行わ な いこ 


肖 費 増税 に よる も の で ある こと が 明らか と な っ て いる 。 
経済 指標 が 上 向く こと が あっ て も 、 地 方 の 経済 状況 は 厳 
到 民 経済 を 土台 か ら 支 えて いる 























四 す 一 方 で ある 。 
































定 に 基 づ き 意見 書 を 提出 する 。 





現在 の 状況 で 、 





と を 求め る 。 














小 業者 、 




















消費 税 1 





費 不 況 を 招き 、 地 方 経済 に 計り 知れ な い 影 響 を 与 
財政 再建 に も 


も 逆行 す 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








住 田 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 25 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 法 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 

【 件 名 】 集団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 行わ な いよ う 
求め る 意見 書 

















歴代 政権 は 、 憲 法 第 9 条 の 下 に お いて 許容 され て いる 自衛 権 の 行使 は 、 我 が 国 を 防衛 す 
る た め の 必 要 最 小 限度 の 範囲 に と ど ま る べき も の で あり 、 集 団 的 自衛 権 を 行使 する こと は 、 
その 範囲 を 超え る も の で あっ て 、 憲 法 上 許さ れ な いと の 見 解 を 踏襲 し て きた 。 

し か し 、 安 倍 首 相 は 、 平 成 2 6 年 2 月 2 0 日 の 衆議院 予算 委員 会 に お いて 、 集 団 的 自衛 
権 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 与党 と 議論 し て 政府 と し て 責任 を 持っ て 閣議 決定 し 、 
その 上 で 国会 に お いて 議論 いた だ きた いと 述べ 、 国 会 審議 を 経 ず 、 内 閣 の 一 存 で 強行 する 
考え を 示し 、 政 府 は 、 安 倍 首 相 の 私 的 府 間 機関 「 安 全 保 障 の 法 的 基盤 の 再 構築 に 関す る 親 
談 会 」 の 報告 を 受け 、 集 団 的 自衛 権 行使 容認 の 政府 方 針 を 確定 し 、 与 党 内 で 調整 を し た 上 
で 閣議 決定 し た 。 

この よう に 一 内 閣 の 考え だ け で 憲法 解釈 を 変更 する こと は 、 国 民 の 理解 が 得 ら れる と は 
言い 難い 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 行わ な いよ う 
強く 要望 する 。 










































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








山 田 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 
【 件 名 】 被災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 継続 に 係る 意見 書 























| 
で 
Qc 


東日本 大 震 災 か ら 3 年 が 経過 し まし た 。 東日本 大 震 災 で 被災 を し 、 経 済 的 理 
学 等 が 困難 な 子ども を 対象 に 、 国 に よる 就学 支援 等 が 行わ れ て いま す 。 

具体 的 に は 、 幼 稚 園 、 小 ・ 中 学校 、 高 等 学校 、 特 別 支援 学級 ・ 学 校 、 私 立 学校 、 専 修学 
校 ・ 各 種 学校 に 対 し て 自治 体 が 実施 し て いる 既存 の 就学 支援 事業 等 に お いて 、 震 災 に より 
対象 者 増 や 単 価 増 が 見 込ま れる た め 、 自 治 体 の 新た な 負担 を 全額 国費 で 国 が 負担 ・ 支 援 す 
る も の で す 。2011 年 度 の 国 の 補正 予算 に お いて 、2014 年 度 まで 必要 な 支援 が で きる よう 「 被 
災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 が 創設 され まし た 。 
事業 対象 の 子ども の 数 は 全国 で 、2011 年 度 67, 639 人 、2012 年 度 58, 352 人 、2013 年 
52, 436 人 と な っ て お り 、 支 援 の 継続 が 必要 で す 。 学 校 現場 か ら も 2014 年 度 で 終了 する こ 
と の な いよ う 制 度 の 継続 を 強く 望む 声 が 届い て いま す 。 

こう し た 状況 を ふま え 、 経 済 的 に 困 負 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 が 保障 さ 
れる よう 、 政 府 予 算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 、 強 く 求 め ま す 。 

記 

1 東日本 大 震 災 に よっ て 経済 的 に 困 久 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 を 保障 す 
る た め 、 引 き 続 き 、2015 年 度 以降 も 全額 国費 で 支援 する 「 被 災 児 童 生 徒 就学 支援 等 臨時 
特例 交付 金 」 を 継続 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆議院 完 議 長 ヽ 参議 議院 議 ヽ 農林 水産 大 臣 
【 件 名 】 緊急 の 過剰 米 処 理 を 求め る 意見 書 
































2014 年 産 米 は 宮崎 県 、 鹿 児島 県 、 高 知 県 な どの 超 早 場 米 の 消費 地 で の 取引 価格 が 「 前 年 
を 4.000 円 程度 下回る 12,000 円 台 (60kg)」 な ど と 取り 沙汰 され 、 全 国 的 な 価格 の 大 暴落 が 
強く 懸念 され て いま す 。 岩手 県 の 「 ひ と め ぼ れ 」 生 産 者 へ の 概算 金 は 、 前 年 を 2.800 円 下 回 
る 8,400 円 (1 等 米 60kg) で 、「 い わ て っ こ 」 な ど 8,800 円 下落 し た 品種 も あり ます 。 全国 的 
に 、 農 家 の 手取 り ベ ー ス で 4,000 円 前 後 の 赤 字 と いう 状態 が ここ 数 年 の 傾向 で す 。 

さら に 2014 年 産 米 か ら 経 営 所 得 安定 対策 が 半減 され 、 米 価 変動 補てん 交付 金 は 事実 上 廃 
止 と な り 、 稲 作 農 家 の 経 営 は 圧迫 され て いま す 。 こ の も と で 米価 が さら に ウ 鞭 落 すれ ば 、 再 
生産 が 根底 か ら 田 か され る こと に な り ま す 。 とりわけ 、 担 い 手 層 の 経営 へ の 打撃 は 計り 知 
れ な いも の が あり ます 。 

そもそも 、 こ の 春 か ら 秋 に か け て の 米価 の 下落 は 、 2018 年 度 、 2014 年 度 の 基本 指針 を 決 
め た 昨年 11 月 の 「 食 料 ・ 農 業 ・ 農 村 政 策 審 議会 食糧 部 会 」 で 、 今 年 6 月 末 の 在庫 が 2 年 前 
に 比べ て 75 万 トン 増え る 見 通し を 国 が 認識 し な が ら 、 何 ら 対策 を 講じ し てこ なか っ た こと に 
あり ます 。 ま た 、「 攻 め の 農 政 改革 」 で 5 年 後に 政府 が 需給 調整 か ら 撤退 する 方 針 を 打ち 出 
し た こと も 追い 打ち を か け て いま す 。 
主食 の 米 の 需給 と 価格 の 安定 を は か る こと は 国 の 重要 な 役割 で す 。 過 剰 傾向 が 明確 に 
っ て いる 今 、 国 の 責任 で 需給 の 調整 を 行い 、 対 策 を 実施 する こと が 急務 で す 。 

よっ て 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め ます 。 
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1 備蓄 米 の 買い 入れ を は じ め 、 国 の 責任 で 堅 急 に 過剰 米 処 理 を 行う こと 。 






































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








町  【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 
【 件 名 】 被 災 児 童 生 徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 の 継続 を 求め る 意見 書 


区 E 
ド HI 























RY 、 経 済 的 理由 に より 就学 等 が 困難 な 幼児 児童 生徒 を 対象 に 、 全 額 
で 就学 支援 等 を 行う 「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 が 2012 年 度 か ら 2014 
まで 実施 され て いま す 。 
れ ま で 、 全 国 で 延べ 17 万 人 を 超す 子ども が この 支援 を 受け て お り 、 今 後 も 被災 し た 幼 
児 児 童 生徒 が 経済 的 な 困 鍛 に より 就学 等 困難 な 状況 に 陥る こと の な いよ う 、 継 続 し て 支援 
する 必要 が あり ます 。 

この こと か ら 、 政 府 予算 編成 に お いて 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め ます 。 
記 
1 東日本 大 震 災 に よっ て 経済 的 に 困 氏 し て いる 家庭 の 幼児 児童 生徒 の 就学 等 を 保障 する 
た め 、2015 年 度 以降 も 全額 国費 で 支援 する 「 被 災 児 童 生 徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 
を 継続 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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普 代 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 
【 件 名 】 岩 手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 











本 県 の 医療 費 助成 制度 の 給付 方 法 は 償 本 払い で 、 制 度 の 対象 者 は 医療 機関 を 受診 し た 際 
に 窓口 で いっ た ん 法廷 の 一 部 負担 金 を 支払 い 、 負 担 上 限 額 を 超え た 分 が 後日 払い 戻さ れ ま 
す 。 































































































方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機 関 窓口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 で 済み 、 
東北 で は 本 県 以外 の すべ て の 県 で 導入 され て いま す 。 全国 で も 現物 給付 を 導入 し て いる 都 
道府県 が 過半 数 と な っ て いま す 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 
上 の 支払 が 不要 な こと で す 。 そ の た め 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に つ 
な げ る こと が で きま す 。 ま た 、 償 還 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助 成 給付 申請 書 の 手続 き 
が 不要 で す 。 医 療 機 関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 が 不 
要 で す 。 

つき まし て 、 本 県 に お か れ ま し て は 、 住 民 の 健康 増進 及び 早期 発見 ・ 早 期 治療 に よる 
病 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 要望 し ます 。 
記 
医療 費 助成 制度 に つい て 現物 給付 を 導入 し て 下さ い 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に よる 意見 書 を 提出 し 





E す 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








普 代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 
【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 
国 の 負担 割合 二分 の 一 復元 及び 教育 予算 拡充 を 求め る 意見 書 
義務 標準 法 で は 、1 学級 あたり の 定員 を 小学 校 一 年 生か ら 二 年 4 








まで 3 5 人 と する こと 
と し て いま す が 、 そ れ 以 上 の 拡充 が 進ん で いま せん 。 岩手 県 で は 、 加 配 措置 を 活用 し た 県 
独自 予算 と し て 、 3 5 人 学級 の 拡充 を 小学 校 三 年 生 、 四 年 生ま で 行っ て いま す 。 

日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学級 あたり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 あたり の 児童 生 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス 
の 学級 規模 を 引き 下げ る 必要 が あり ます 。 

社会 状況 等 の 変化 に より 、 いじ め 、 不 登校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化し 、 発達 障害 な ど 、 
特別 な 支援 を 要する 子ども た ち へ の 対応 も 課題 と な っ て いま す 。 こ の よう な 課題 の 解決 に 
向け 、 一 人 ひと り の 子ども に 丁寧 な 支援 、 対応 を 行う た め に は 、1 学級 の 規模 を 引き 下げ 、 
計画 的 な 定数 改善 が ぜひ と も 必要 で す 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編成 及び 教職 
員 定 数 に 関す る 国民 か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学 級 規 模 」 と 
し て 、2 6 人 て 3 0 人 を 挙げ て いま す 。 国 民 も 3 0 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか 
で す 。 
三位一体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割合 が 二分 の 一 か ら 三 分 の 
に 引き 下げ られ まし た 。 そ の 結果 、 地 方 自治 体 財政 は 圧迫 され 、 非 正規 教職 員 も 増え て い 
ます 。 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 
の 要請 で す 。 
子ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な と りく み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の た め の 
条件 整備 が 不可 欠 で す 。 こ うし た 観点 か ら 、 2 0 1 5 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 
が 実現 され る よう 強く 要望 し ます 。 
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記 

1 小 中 学 校 に お ける 一 学級 あたり の 定員 を 3 0 人 以下 と し 、 適 切な 定数 改善 を 進め る こ 
で 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割 
合 を 二分 の 一 に 復元 する こと 。 

3 学校 施設 整備 費 、 教 材 費 や 図書 費 、 就 学 援助 費 や 奨 学 金 、 学 校 や 通学 路 の 安全 な ど 、 
特に も 被災 地方 自治 体 に お ける 教育 予算 が 十分 に 確保 で きる よう 、 地 方 交付 税 を 含め 国 
の 教育 予算 を 拡充 する こと 。 




















































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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普 代 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
総務 大 臣 、 復 興 大 臣 

【 件 名 】 都 道府県 単独 医療 費 助成 制度 に お ける 現物 給付 に か か る 交付 金 削減 の 
撤廃 を 求め る 意見 書 


岩手 県 の 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 は 償還 払い で す 。 

一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機 関 窓口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 済 
み 、 東 北 で は 本 県 以外 の 全て の 県 で 導入 され て いま す 。 全国 で も 現物 給付 を 導入 し て いる 
都 道 府 県 が 過半 数 と な っ て いま す 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 減額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 
上 の 支払 が 不要 な こと で す 。 そ の た め 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に つ 
な げ る こと が で きま す 。 ま た 、 償 還 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助 成 給付 申請 書 の 手続 き 
が 不要 で す 。 医 療 機 関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 が 不 
要 で す 。 

し か し 現物 給付 を 導入 すれ ば 、 ペ ナル ティ と し て 国 か ら の 交付 金 が 削減 され て し まい ま 
す 。 な ぜ 国 は 、 住 民 の 健康 の た め に 愚者 負担 を 軽減 し て いる 自治 体 に 対し て ベ ナ ル ティ を 
課す の で し ょ うか 。 そもそも 国民 の 健康 を 守る こと は 、 憲法 25 条 に も 規定 され て いる よう 
に 国 の 責務 で は な いで し ょ うか 。 
以上 の 点 か ら 、 国 に お か れ ま し て は 、 住 民 の 健康 増進 及び 早期 発見 ・ 早 期 治療 に よる 重 
症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 の 実現 を 求め ます 。 

記 
1 国 は 現物 給付 を 導入 し て いる 自治 体 に 対す る 交付 金 の 削減 を や め て 下さ い 














































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に よる 意見 書 を 提出 し ます 。 
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普 代 村 





【 議 決 年 月 日 】 NM 26 年 9 月 19 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
ea 復興 大 臣 

【 件 名 】 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 


























東日本 大 岩 災 に より 被災 され た 岩手 県 の 国保 と 後期 高齢 者 医療 制度 の 方 の 医療 費 窓口 負 
担 免 除 が 本 年 12 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 し ます 。 

岩手 県 保険 医 協 会 が 被災 され た 方 々 に 行っ て いる アン ケー ト 調 査 で は 、 負 担 が 発生 し た 
後 ど うす る か の 問い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 で き な い 」 が あわ せ て 49.79% で し 
た 。 ま た 、 社 保 の 方 は 2012 年 2 月 に 免除 に 係る 国 の 補助 が 打ち 切ら れ ま し た が 、「 通 院 回 
数 を 減ら し た 」「 通 院 で き な く な っ た 」 が 43.8% に 上 り ま し た 。 こ の 結果 か ら 、 国 保 後 
期 高 齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 社 保 同 様 の 事態 と な る こと は 明白 で す 。 ア ン ケ ー ト の 
意見 に は 「 震 災 で 仕事 を 失っ て し まい 免除 に 大 変 助け られ て いま す 」 「 仮 設 に いる 間 は 免除 
し て 頂き た い 」「 年 金 生活 で 今 は 国保 税 、 介 護 保険 料 、 地 方 税 、 消 費 税 8%% と 大 変 で す 。 土 
地 も 高く な っ て お り 再 建 で きま せん 。 助け て 下さ い 」 な どの 切実 な 声 が 寄せ られ て いま す 。 
岩手 県 は 6 月 30 日 時 点 で 31, 529 名 の 方 が 仮設 住居 暮らし を 余儀 な ぐさ れ て いま す 。 事 
業 所 の 再開 や 雇用 の 確保 も 道 半 ば で す 。 住宅 建設 の 費用 も 高騰 し て いま す 。 そ の よう な 中 
で 窓口 負担 が 発生 すれ ば 、 必 要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で す 。 

つき まし て 国 に お か れ ま し て は 、 被 災 さ れ た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項目 に つい て 
実現 し て 頂き ます よう 要請 致し ます 。 







































































































































































































































































































































































































































































記 
1 国 は 、 被 災 さ れ た 方 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 今後 も 継続 し て 下さ い 
2 国 は 、 被 炎 さ れ た 社保 の 方 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 復活 させ て 下さ い 











































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
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財務 大 臣 、 復 興 大 臣 

















中 学校 、 











に 対し て 自治 体 が 実施 し て いる 
増 が 見 込ま れる た め 、 自 治 体 の 新た な 負担 を 全額 
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単 1 























2011 年 度 の 国 











の 補 」 











就学 支援 等 臨 





52, 436 人 と な っ て お り 、 























東日本 大 震 災 か ら 3 年 が 経過 し まし た 。 東 日 
困難 な 子ども を 対象 に 、 


E 予 算 に お いて 、 2014 年 度 ま で 必要 な 支援 が で きる よう 「 被 災 児 童 生 有 
時 特例 交付 金 」 が 創設 され た 経緯 が あり ます 。 

事業 対象 の 子ども の 数 は 全国 で 、2011 年 度 67, 639 人 、2012 年 度 58, 352 人 、2013 年 度 
普代 村 に お いて も 、2014 年 度 小 中 学生 25 人 が 対象 児童 生徒 と な 


出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 


名 】「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 継 続 を 求め る 意見 書 


























本 大 震 災 で 被災 を し 、 経 済 的 理由 に より 就 





到 に よる 就学 支援 等 が 行わ れ も て いま す 。 
高等 学校 、 特 別 支 援 学 級 ・ 学 
既存 の 就学 支援 事業 等 に お いて 、 








専修 学校 ・ 各 種 学校 
に より 、 対象 者 肖 や 
が 負担 ・ 支 援 す る も の で 、 


校 、 私 立 学校 、 
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っ て お り 、 支援 の 継続 が 必要 な 状況 と な っ て いま す 。 学校 現場 か ら も 2014 年 度 で 終了 する 


こと の な いよ 2 う 1 








こう し た 状況 を ふま え 、 経 済 的 に 




















れる よう 、 ト 下記 事項 が 実現 され る よ 
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以上 、 地 方 E 

















日 本 大 震 災 に よっ て 経済 的 に 
る た め 、 引 き 続 き 、2015 旬 
特例 交付 金 」 








を 継続 する こと 。 

















治 法 第 99 条 の 規定 に 基 








骨 度 の 継続 を 強く 望む 声 が 




















届い て いま す 。 





困 氏 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 が 保障 さ 
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う 強 





く 要望 し ます 。 
記 








困 氏 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 を 保障 す 
E 度 以降 も 全額 国費 で 支援 する 「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 














づき 意見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 
軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 12 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 
【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 
私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発展 に 寄与 し て いま す 。 
現在 、 私 立 学 校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 
いこ と が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 軟 す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公 紳 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 
よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要 望 い た し ます 。 
過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 を 更に 充実 させ る こと を 
求め ます 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 12 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 
【 件 名 】 消 費 税 1 09%% へ の 増税 の 中 止 を 求め る 意見 書 








本 年 4 月 より 消費 税率 8 % と な り 、 住 民 の 生活 と 景気 に 大 激震 を 与え て いる 。 

総務 省 が 発表 し た 5 月 の 家計 調査 で は 、 消費 支出 が 前 年 同月 比 8. 0 % 減 り 、 減少 幅 は 4 
月 の 4.6% か ら 拡 大 、 東 日 本 大 震 災 が あっ た 2011 年 3 月 の 4 8.5% 以 来 の 落ち 込み 
と な り 、 増 税 に よる 深刻 な 影響 は 誰 の 目 に も 明らか で ある 。 

それ に も か か わら ず 、 政 府 は 夏場 に 向け て 経済 を 強め 、2014 年 1 1 月 公表 する 7 月 
か ら 9 月 の 国内 総 生 産 (GDP) な どの 景気 指標 を 見 た うえ で 、 年 末 に 2015 年 10 月 
か ら の 消費 税率 1 0% を 決定 する と し て いる 。 

し か し 、 た と え ア ベ ノ ミ クス に よっ て マク ロ 的 経済 指標 が 上 向く こと が あっ て も 、 経済 
格差 の 広がり は 顕著 で あり 、 中 小 企業 ・ 勤 労 者 を 土台 と する 国民 経済 は 、 一 方 で の 年 金 等 
社会 保障 削減 の 影響 も 受け 、 さ ら な る 消費 税 増税 は 一 層 深 刻 な 消費 不況 を 招き 、 地 域 経済 
に 計り 知れ な い 影 響 を 与え る こと は 必至 だ 。 それは 、 全 体 と し て の 税収 の 減額 を 招き 、 財 
政 再 建 に も まっ た く 逆 行 し て いる 。 
また 4 月 増税 に と も な っ て 危 恨 され て いた 中 小 企業 の 消費 税 転嫁 は 、 厳 し い 今 日 の な か 
で や は り 困 難 で あり 、 地 域 の 雇用 や や 経済 を 支え て いる 中 小 企業 は 、 売 上 減 と 消費 税 負担 増 
に よっ て 塗 炭 の 苦し み に あ る 。 
これ 以上 の 消費 税 増生 は 、 地 域 の 中 小 企業 倒産 、 失 業者 増大 な ど 地 域 経済 の 壊滅 的 打撃 
を 与え る 。 


















































































































































































































































































































































































































































以上 の こと か ら 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 、 政 府 に 対し 、 消 費 税 増税 中 止 を 強 
く 要望 し 意見 書 を 提出 する 。 
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軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 12 日 
【 提 出 先 】 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 復 興 大 臣 
【 件 名 】「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 継 続 に 向け た 意見 書 





























東日本 大 震 災 か ら 3 年 が 経過 し まし た 。 東 日 本 大 震 災 で 被災 を し 、 経 済 的 理由 に より 就 
学 等 が 困難 な 子ども を 対象 に 、 国 に よる 就学 支援 等 が 行わ れ て いま す 。 
具体 的 に は 、 幼 稚 園 、 小 ・ 中 学校 、 高 等 学校 、 特 別 支援 学級 ・ 学 校 、 私 立 学校 、 専 修学 
校 ・ 各 種 学校 に 対し て 自治 体 が 実施 し て いる 既存 の 就学 支援 事業 等 に お いて 、 岩 災 に より 、 
対象 者 増 や 単 価 増 が 見 込ま れる た め 、 自 治 体 の 新た な 負担 を 全額 国費 で 国 が 負担 ・ 支 援 す 
る も の で す 。 2 0 1 1 年 度 の 国 の 補正 予算 に お いて 、 2 0 1 4 年 度 ま で 必要 な 支援 が で き 
る よう 「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 が 創設 され まし た 。 
事業 対象 の 子ども の 数 は 全国 で 、 2 0 1 1 年度 6 7, 6 3 9 人 、201 2 年 度 58, 3 
5 2 人 、2013 年 度 52, 43 6 人 と な っ て お り 、 支 援 の 継続 が 必要 で す 。 学校 現場 か 
ら も 20 1 4 年 度 で 終了 する こと の な いよ う 制 度 の 継続 を 強く 望む 声 が 届い て いま す 。 
こう し た 状況 を ふま え 、 国 に お か れ て は 、 経 済 的 に 困 鍛 し て いる 家庭 の 子ども た ちの 式 
生生 
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記 

1 東日本 大 震 災 に よっ て 経済 的 に 困 鍋 し て いる 家庭 の 子ども の 就学 ・ 修 学 を 保障 する た 
め 、 引き続き 、2 0 1 5 年 度 以降 も 全額 国費 で 支援 する 「 被 災 児 童 生徒 就学 文 援 等 臨時 特 
例 交 付 金 」 を 継続 する こと 。 







































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 いた し ます 。 
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軽米 町 





Re 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


et 復興 大 臣 
【 件 名 】 被 災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 ・ 復 活 を 求め る 意見 書 
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東日本 大 震 災 に より 被災 され た 本 県 の 国保 と 後期 高齢 者 
免除 が 本 年 1 2 月 末日 で 終了 し 、 来 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 し ます 。 
















































































療 制 度 の 方 の 医療 費 窓 口 負 担 























岩手 県 保険 医 協会 が 被災 され た 方 々 に 行っ て いる 20183 年 2 月 6 日 時 点 の アン ケー ト 




































































ul 





































































































周 査 結果 で は 、 窓 口 負担 が 発生 し た 後 ど うす る か の 問い に 対し 「 通 院 回 数 を 減ら す 」「 通 院 
で き な い 」 が あわ せ て 4 3. 6% で し た 。 ま た 、 社 保 の 方 は 201 2 年 2 月 に 免除 に 係る 
型 の 補助 が 打ち 切ら れ ま し た が 、「 通 院 回 数 を 減ら し た 」「 通 院 で き な く な っ た 」 が 46・ 

49% に 上 り ま し た 。 こ の 結果 か ら 、 国 保 や 後期 高齢 者 医療 の 負担 が 発生 すれ ば 、 
事態 と な る こと は 明白 で す 。 ア ン ケ ー ト の 意見 に は 「 医 療 費 が 免除 され て いる た め 助 か 








社保 同様 























っ て いま す 。」「 年 金 で 国保 税 、 介 護 保険 料 が すご く 負 担 で す 。」「 仮 設 住宅 に 住み 、 住 宅 再 




































































































































































建 を 望ん で いま す が 、 年金 暮らし で 、 生 活 費 を 切り 詰め て いま す 。 閉塞 成 に 押し つぶ され 
そう で す 。」 な どの 切実 な 声 が 寄せ られ て いま す 。 本 県 は 6 月 3 0 日 時 点 で 3 1, 
の 方 が 仮設 住居 暮らし を 余儀 な くさ れ て いま す 。 事 業 所 の 再開 や 雇用 の 確保 も 道 半 


5 2 9 名 
ば で す 。 





住宅 建設 の 費用 も 高騰 し て いま す 。 そ の よう な 中 で 窓口 負担 が 発生 すれ ば 、 必 要 な 受診 が 

















妨げ られ る こと は 明らか で す 。 

また 、 現在 免除 が 打ち 切ら れ て いる 社保 の 方 の 「 通 院 回 数 を 減ら し た 」 理 
E 由 」「 医 療 費 が 負担 」 が 上 位 を 占め て いま す 。 

つき まし て は 、 国 に お か れ て は 、 和 被災 さ れ た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項 
実現 し て 頂き ます よう 要望 いた し ます 。 











































































































記 
1 国 は 、 被 災 さ れ た 方 の 医療 費 窓口 負 担 の 免除 を 今後 も 継続 し て 下さ い 。 
2 国 は 、 被 炎 さ れ た 社保 の 方 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 復活 させ て 下さ い 。 








































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 




















は 、「 経 済 的 








目 に つい て 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








野 田 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 長 、 参議 議院 議 ヽ 内 閣 : 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 防衛 大 臣 、 


法務 大 臣 、 外 務 大 臣 
【 件 名 】 集団 的 自衛 権 の 行使 に つい て 国民 的 な 合意 と 慎重 な 対応 を 求め る 意見 書 























国 は 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 に つい て 、 立 憲 主 義 を 踏ま えた 国民 的 な 合意 を 得る よう 努め 
る と と も に 人 慎重 に 対応 する よう 強く 要望 し ます 。 



























































理由 

集団 的 自衛 権 に つい て 、 歴 代 政権 は 、 国 際 法 上 、 当 然 に 集団 的 自衛 権 を 有 し て いる が 、 
これ を 行使 し て 、 我 が 国 が 直接 攻撃 され ん てい ない に も か か わら ず 、 他 国 に 加え られ た 武力 
攻撃 を 実力 で 阻止 する こと は 、 憲 法 第 9 条 の 下 で 許容 され て いる 自衛 権 の 行使 の 範囲 を 超 
える も の で あり 、 許 され な いと し て きま し た 。 
先 の アジ ア ・ 太 平 洋 戦争 の 教 記 か ら 、 政 府 の 行為 に よっ て 再び 戦争 の 惨 袖 が 起こ る こと 
の な いよ うに する こと を 決意 し 、 国 民主 権 、 戦 争 の 放棄 、 基 本 的 人 権 の 保障 を 三 大 原則 と 
する 日 本 国 憲 法 を 制定 し て 戦後 の 歩み を 始め た も の で あり 、 戦 争 の 放棄 が 、 自 衛 戦 力 を 含 
全て の 戦力 を 放棄 する 趣旨 で あっ た こと は 憲法 制定 議会 に お ける 吉田 首相 の 答弁 か ら も 
明らか で す 。 

各種 世論 調査 で は 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 容認 を 多く の 国民 は 認め て いな いこ と が 明らか 
と な っ て お り 、 政 府 に 一 番 に 取り 組ん で ほし い 国 内 の 課題 は 、 岩 災 被 災 地 の 早期 復旧 ・ 復 
興 を は じ め と し た 地域 経済 の 回 復 で あり 、 集 団 的 自衛 権 の 行使 容認 に つい て は 、 十 分 な 国 
民 的 議論 も な され て いる と は 必ず し も 言え ませ ん 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 立 憲 主 義 を 踏ま えた 国民 的 な 合意 に 向け て 丁寧 に 議論 を 積み 重 
ね る と と も に 、 慎 重 に 対応 する よう 強く 要望 し ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 
































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








野 田 村 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 原子 爆 弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法律 の 改正 を 求め る 意見 書 











69 年 前 に 広島 ・ 長 崎 に 投下 され た 原子 爆弾 は 二 つ の 都市 を 一 瞬 に し て 壊滅 させ 、 多 く の 
人 の 命 を 奪い まし た 。 それから 今日 まで 被爆 者 は 、 い の ち 、 か ら だ 、 こ ころ 、 く らし の 被 
害 に 苦し め ら れ て きま し た 。 

補 爆 者 は 、「 ふ た た び 被 爆 者 を つく る な 」 と いう 悲願 実現 の た め に 「 核 兵器 の 廃絶 」 と 

「 原 爆 被害 に 対す る 国 の 償い 」 を 求め て 、 国 内 外 で 運動 を 続け て きま し た 。 こ の 願い は 被 
爆 者 の 命 を か けた 願い で あり 、 日 本 国民 と 世界 の 人 々 の 願い で も あり ます 。 
国 は 、「 原 子 爆弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 関す る 法律 」 に 基づい て 被爆 者 援護 施策 を 行っ 
て いま す が 、 原 爆 症 認定 に 関す る 運用 上 の 問題 な ど に より 、 被 爆 者 の 救済 は 十分 に な され 
て いる と は 言え ませ ん 。 高齢 化し た 被爆 者 た ち は 、 原 爆死 没 者 及び 全て の 被爆 者 に 対す る 
一 刻 も 早い 国 の 償い を 趣旨 と し 、 ふ た た び 和 被爆 者 を つく ら な いと の 決意 を 込め た 現行 法 の 
改正 を 求め て いま す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記 
































































































































































































































ほ 項 を 実現 する よう 強く 要望 し ます 。 


lm 


記 
1 ふた た び 和 被爆 者 を つく ら な いと の 決意 を 込め 、 原 爆 被害 に 対す る 国 の 償い と 核 兵 准 の 
廃絶 を 法 の 目的 と し て 明示 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し 


























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








野 田 村  【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 
【 件 名 】 消 費 税 1096 増 税 の 中 止 を 求め る 意見 書 

















本 年 4 月 より 消費 税率 が 8% と な り 、 住 民 の 生活 と 景気 に 大 激震 を 与え そえ て いま す 。 

総務 省 が 発表 し た 5 月 の 家計 調査 で は 、 消費 支出 が 前 年 同月 比 8.0% 減 り 、 減少 幅 は 4 月 
の 4.6% か ら 拡 大 、 東 日 本 大 震 災 が あっ た 2011 年 3 月 の 8.1% 以 来 の 落ち 込み となり 、 増 税 

こよ る 深刻 な 影響 は 誰 の 目 に も 明らか で す 。 

それ に も 関わ ら ず 、 政府 は 12 月 初旬 に も 来年 10 月 か ら の 消費 税率 10% を 決定 する と し て 
いま す 。 

し か し 、 た と え ア ベ ノ ミ クス に よっ て マク ロ 的 経済 指標 が 上 向く こと が あっ て も 、 経 済 
格差 の 広がり は 顕著 で あり 、 中 小 企業 ・ 和 勤労 者 を 土台 と する 国民 経済 は 、 一 方 で の 年 金 等 
社会 保障 削減 の 影響 も 受け 、 さ ら な る 消費 税 増税 は 一 層 深 刻 な 消費 不況 を 招き 、 地 域 経済 

こ 計 り 知 れ な い 影 響 を 与え る こと は 必至 で す 。 それは 全体 と し て の 税収 減 を 招き 、 財 政 再 
建 に も まっ た く 逆 行 し ます 。 

これ 以上 の 消費 税 増 税 は 、 地 域 の 中 小 企業 倒産 、 失 業者 増大 な ど 地 域 経済 の 壊滅 的 打撃 
を 与え ます 。 


























































































































































































































































































































以上 の こと か ら 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 政 府 に 対し 、 消 費 税 増税 中 止 を 求 
め る 意 局 、 見 書 を 提出 いた し ます 。 
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野 田 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
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が 見 込 3 
度 の 医 
援 等 臨時 特例 交付 4 
象 の 子ども の 数 は 全国 で 、2011 
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日 本 





に よる 就学 支援 等 








ヨ 治 体 が 実施 

















震 災 








出 先 】 衆議院 完 議 長 


ヽ 参議 議院 議 ヽ 内 閣 : 総理 大 臣 、 文部 科学 大 臣 、 


財務 大 臣 、 復 興 大 臣 


か ら 3 年 が 経過 し まし 
が 行わ れ て いま す 。 
し て いる 既存 の 就学 支援 事業 等 に お 
治 体 の 新た な 





まれ る た め 、 自 
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事業 対 


予算 に 
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お いて 、2014 年 度 ま で 必要 な 支援 が で きる よう 「 被 災 児 童 


に 」 が 創設 さ 





52.436 人 と な っ て お り 、 野 田村 に 


て お り 、 支 援 の 継続 が 必要 な 状況 と な っ て いま す 。 学校 現場 か ら 
と の な いよ う 制 度 の 継続 を 強く 望む 
こう し た 状況 を 踏ま え 、 東 日 
され る よう 、 ト 記事 項 
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東日本 大 岩 
続き 、2015 年 








を 継続 する こ 
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が 実現 さ 


よっ て 被災 


以降 も 全額 国費 で 支援 する 「 被 災 児 











以上 、 地 方 自治 
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第 99 条 の 規定 に 基づき 





日 本 大 岩 災 
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担 を 全額 国費 で 
































れ た 経緯 が あり ま 
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お いて も 、 2014 年 度 小 中 
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声 が 








届い て いま す 。 


国 が 負担 ・ 


E48 人 が 対象 児童 生徒 
も 2014 年 度 で 終了 する こ 


総務 大 臣 、 


名 】「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特定 交付 金 」 継 続 を 求め る 意見 書 


で 被災 し た 家庭 の 子ども を 対象 に 























より 、 対 象 者 増 や 単 
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E 度 67.639 人 、2012 年 度 58.352 人 、2018 





支援 する も の で 、2011 年 
童 生徒 就学 支 





E 度 











と な っ 


本 大 震 炎 で 被災 し た 家庭 の 子ども た ちの 就学 ・ 修 学 が 保障 





れる よう 強く 要望 し 3 





す 。 
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し た 家庭 の 子ども た ちの 就学 




















意見 書 を 提出 いた し 





・ 修 学 を 保障 する た め 、 
童 生徒 就学 文 援 等 臨時 特 











ban 


引き 
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市 町 村 議 会 名 








意見 書 の 内 容 
野 田 村 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
岩手 県 知事 
【 件 


名 】 私 学 助成 の 充実 に つい て の 意見 書 





















































私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 
現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 また 、 生 和 





























E 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 
いこ と が 、 教 育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 よ っ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を 
され る よう 次 の と お り 要 望 し ます 。 
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記 
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過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 求め 、 私 学 助成 金 を さら に 充実 する こ 
と を 求め ます 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 尋 ョ 











こ 基 づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 

















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








野 田 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 

【 件 名 】 少 人 数 学級 の 推進 な どの 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負 
担 割合 二分 の 一 復元 及び 教育 予算 拡充 を 求め る 意見 書 

















義務 標準 法 で は 、 1 学級 あたり の 定員 を 小学 校 一 年 生か ら 二 年 生ま で 35 人 と する こと と 
し て いま す が 、 そ れ 以 上 の 拡充 が 進ん で いま せん 。 岩 手 県 で は 、 加 配 措置 を 活用 し た 県 独 
自 予算 と し て 、35 人 学級 の 拡充 を 小学 校 三 年 生 、 四 年 生ま で 行っ て いま す 。 

社会 状況 等 の 変化 に より 、 い じ め 、 不 登校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化し 、 特 別 な 支援 を 
要する 子ども た ち へ の 対応 も 課題 と な っ て いま す 。 こ の よう な 課題 の 解決 に 向け 、 一 人 ひ 
と り の 子ども に 丁寧 な 支援 、 対 応 を 行う た め に は 、 1 学級 の 規模 を 引き 下げ 、 計 画 的 な 定 
数 改善 が 必要 で す 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編 成 及 び 教 職員 定数 に 関す る 国民 
か ら の 意見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 中 高校 の 望ま し い 学 級 規 模 」 と し て 、26 人 て 80 人 を 
挙げ て いま す 。 国 民 も 30 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明らか で す 。 

三位一体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割合 が 二分 の 一 か ら 三 分 の 一 
に 引き 下げ られ まし た 。 そ の 結果 、 地 方 自治 体 財政 は 圧迫 され 、 非 正規 雇用 教職 員 も 増え 
て いま す 。 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水 準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲 
法 上 の 要請 で す 。 

子ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な 取り 組み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の た め の 
条件 整備 が 不可 欠 で す 。 こ う し た 観点 か ら 、2015 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実 
現さ れる よう 強く 要望 し ます 。 


































































































































































































































































































































































































記 
1 小 中 学 校 に お ける 一 学級 あたり の 定員 を 30 人 以下 と し 、 適 切な 定数 改善 を 進め る こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 の 負担 割 
合 を 二分 の 一 に 復元 する こと 。 


3 学校 施設 整備 費 、 教 材 費 や 図書 費 、 就 学 援助 費 や 奨学 金 、 学 校 や 通学 路 の 安全 な ど 、 


































































































『 に も 被災 地方 自治 体 に お ける 教育 予算 が 十分 に 確保 で きる よう 、 地 方 交付 税 を 含め 国 
の 教育 予算 を 拡充 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








洋 野 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 
【 件 名 】 消費 税 10%6 増 税 の 中 止 を 求め る 意見 書 





本 年 4 月 より 消費 税率 が 89%% と な り 、 住 民 の 生活 と 景気 に 大 き な 影 響 を 与え て いま す 。 
総務 省 が 発表 し た 5 月 の 家計 調査 で は 、 消 費 支出 が 前 年 同月 比 8.0% 減 り 、 減 少 幅 は 4 
月 の 4.6% か ら 拡 大 、 東 日 本 大 震 災 が あっ た 2011 年 3 月 の マイ ナス 8.1% 以 来 の 落ち 込み 
と な り 、 増 税 に よる 深刻 な 影響 は 明らか で す 。 

それ に も か か わら ず 、 政 府 は 夏場 の 経済 指標 を 踏ま えて 12 月 初旬 に も 来年 10 月 か ら の 
肖 費 税率 10%% を 決定 する と し て いま す 。 
し か し 、 た と え ア ベ ノ ミ クス に よっ て マク ロ 的 経済 指標 が 上 向く こと が あっ て も 、 こ の 
増税 に よる 経済 格差 の 広がり は 顕著 に な り 、 中 小 企業 ・ 勤 労 者 を 土台 と する 国民 経済 は 、 
一 層 深 刻 な 消費 不況 を 招き 、 地 域 経済 に 影響 を 与え る こと は 必 到 で す 。 そ れ は 全体 と し て 
の 税収 減 を 招き 、 財 政 再 建 に も 逆行 する も の で す 。 

これ 以上 の 消費 税 増税 は 、 地 域 の 中 小 企業 倒産 、 失 業者 増大 な ど 地 域 経 済 に 大 き な 打 撃 
を 与え ます 。 
よっ て 、 消 費 税 10% 増 税 の 中 止 を 強く 要望 し 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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意見 書 の 内 容 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 

【 件 名 】 ふ た た び 被 爆 者 を つく ら な いた め に 「 原 子 爆弾 被爆 者 に 対す る 援護 に 
関す る 法律 (現行 法 )」 改 正 を 求め る 意見 書 

広島 ・ 長 崎 に 世界 で 初め て 原子 爆弾 が 投下 され て か ら 69 年 に な り ま す 。 原子 爆弾 は 人 類 


















































が つく り 出 し た 最も 残忍 な 兵器 で す 。 二 つの 都市 を 一 瞬 に し て 壊滅 し 、 多 く の 人 々 の 命 を 
奪っ た の みな ら ず 、 一 命 を 取り と め た 人 々 も 生涯 癒 や すこ と の で き な い 傷跡 と 後遺 症 を 残 
し 、 不 安 の 中 で 生活 し な けれ ば な ら な い 和 被爆 者 と な り ま し た 。 被爆 者 は 核兵器 に よる 犠牲 
が 二度と 生ま れ な いよ う 願 い 、 自 ら の 命 を 削る 思い で 被爆 体験 を 語り 、 地 球 上 か ら 核 兵器 
を な くす 運動 を 国内 外 に お いて 続け て いま す 。 
怪 は 、 現 行 法 に 基づい て 被爆 者 援護 施策 を 行っ て いま す が 、 原 爆 症 認定 に 関す る 運用 上 
の 問題 や 、 被 爆 者 に 高度 な 立証 責任 を 要求 する な どの 制度 設計 上 の 問題 が 存在 し 、 被 爆 者 
の 救済 が 十分 に な され て いる と は いえ ませ ん 。 また 実態 に 合わ な い 現 行 法 と それ に 基づく 
政府 の 対応 に 、 被 爆 者 た ち が 起 こ し た 原爆 症 認定 集団 訴訟 で は 、 連 続 し て 国 が 敗訴 し その 
誤り が 明らか に な っ て いま す 。 
ふた た び 被 爆 者 を つく ら な いこ と 、 ま た 原爆 に よっ て 破壊 され た いのち 、 か ら だ 、 こ こ 
ろ 、 く らし を 償う た め に 、 現 行 法 を 以下 の と お り 改 正す る こと を 要望 し ます 。 
記 
1 ふた た び 被 爆 者 を つく ら な いと の 決意 を 込め 、 原 爆 被害 に 対す る 国 の 償い と 核兵器 廃 
絶 を 趣旨 と する 法 の 目的 を 明示 する こと 。 
2 原爆 症 認定 集団 訴訟 の 判決 を 尊重 し 、 原 爆死 没 者 及び 被爆 者 に 対す る 償い を 法 に 規 
する こと 。 
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以上 、 地 方 E 





治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 
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金 」 が 創設 
これ まで の 事業 対象 の 児童 生徒 数 は 
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こう し た 状況 を ふぁ 


れる よう 要望 し ます 。 
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本 大 震 生計 災 【( 





こよ っ て 経済 的 


E え 、 経 済 的 








3 年 半 が * 





活 過 しま 





必要 な 状態 ( 


出 先 】 文部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 、 復 興 大 臣 
名 】 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 臨時 特例 交 


付 金 継続 を 求め る 意見 書 





し だ 被災 くく 














児童 生徒 も 通常 の 学校 生活 に 
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こ 変 わり は あり ませ ん 。 
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F 成 26 年 度 を 期限 と し て 、 
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専修 学校 、 





お いて 、 


震 災 ! 


・ 支 援 す る 「 被 災 児 童 














こよ り 対 象 者 増 や 単価 } 














建 は 道 半ば で あり 、 生 活 に 
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各種 学校 に 対し て 、 
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自治 体 が 実施 


が 見 込ま れる た め 
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52,436 人 と な っ て お お り 、 ま だ 支 】 
度 で 終了 する こと の な いよ 2 う 制度 の 継続 を 絢 
に 困 鍋 し て 





23 年 度 67, 639 人 、 
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る た め 、 平 成 27 年 度 以降 も 引き 続き 全額 
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平成 24 年 度 58, 352 人 、 








議 の 継続 が 必要 な 状況 で す 。 学 校 現 
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慌 費 で 支援 する 「 和 被災 児童 生徒 就学 文 援 等 臨 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 26 年 9 月 19 日 


【 提 
【 件 


本 年 4 月 より 消費 税率 が 8 
に も 地方 経済 に お いて 0 
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昨今 の 円 安 ・ 原 油 高 に よる 
大 き な 打 撃 を 受け て いま す 。 
地方 へ と 伝わる も の で は あり 
半年 か ら 2 年 ほど の 時 間 差 が 
と お り 、 地 方 中 小 企業 の 経営 
保 の 重要 性 に は 一 定 の 理解 を 
で の さら な る 増税 は 、 






















































































が あり ます 。 
また 、 低 所 得 者 
の 拡大 や 福祉 給付 な どの 議論 



































































































































出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 











9% と な り 、 国 
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よ 、 景 気 回 復 が いま だ 実感 で 
MM 
月 に 10% へ 増税 する か どう か 
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製品 の 高騰 に 
こ 中 央 経済 が 回 
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ある と いわ れ て いま す 。 
は 上 厳し さ を 増 し て お り ま 
する も の で あり ます が 、 




















慎 へ の 配慮 と し て 検討 され て いる 「 軽 減税 率 」、 
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財務 大 臣 、 地 方 創 生 担 
名 】 消 費 税 10% へ の 増税 施行 停止 を 求め る 意見 書 


ます 。 この よう な 中 、 
eed et 


当 大 臣 


に 少な か ら ず 影響 が 出 て き て お り ま す 。 








き な い 中 で の 増税 と な り 、 都 市 部 の 
政府 は 現行 法 通 り 来 年 10 



































、 地 方 の 基幹 産業 で ある 農林 水産 業 は 


SE 
ませ ん 。 都 市 部 の 好況 感 が 地方 で 実成 で きる まで 、 














通常 で も 
さら に 報道 で も 明らか と な っ て いる 
す 。 医 療 ・ 年 金 な ど 社 会 保障 財源 確 
地方 経済 の 回 復 が 実感 され な い 状 況 


















































一 層 都 市 部 と 地方 の 経済 格差 を 広げ る も の と な り ま す 。 こ の よう な 
中 で 、 さ ら な る 増税 を 実施 し た 場合 、 地 方 経済 及び 住民 に 与え る 


時 2 脆 B) 二 
影響 


は 計り 知れ な いも の 





























食料 品 な ど へ の 非課税 品 





遅 え と し て 進ま ず 、 増 税 の み が 先 行 実施 され る こと に より 、 
















































































低 所 得 者 層 は 更に 生活 が 困 鍛 する こと が 想定 され ます 。 

消費 税 の 再 増税 に 向け て は 、 地 方 経済 の 量 況 回 復 を 注視 し 、 ま た 賃金 水準 の 上 昇 を 確認 
し 、 な お か つ 生 活 層 者 へ の セー フ テ ィ ーネット を 構築 し た うえ で 実施 し て も 遅く な いと 考 
そえ ます 。 

こう し た 観点 か ら 、 以 下 の 事 項 を 実現 する よう 要望 し ます 。 

記 

1 消費 税法 附則 第 18 条 第 3 項 の 規定 に 基づき 、 地 方 経済 を 含め た 状況 等 を 総合 的 に 勘案 
し 、 消 費 税率 10%% へ の 改正 施行 を 停止 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 















































